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序章 	 本研究の目的と構成	
 
	 本研究は、重症心身障害児（以下、重症児と略記する）の外界刺
激への応答性を促す発達援助モデルを提起することである。	
	 今日の障害をめぐるパラダイムは、障害当事者の意思と自己決定
権の尊重を重視する。そこでは、障害当事者には意思の表明が求め
られ、関わる専門職には障害者が意思をもち、これを表明する能力
を育てることが求められている。この流れを受けて、意思を表明す
ることが極めて困難な重症児への発達援助においては、自己決定権
と生活の質のあり方にどのように応えていくのかという課題に直面
している。しかしながら、この自己決定権と生活の質のあり方は、
重症児療育が開始されて以来、今日まで問われ続けていたはずの基
本的問題でもある。	
	 精神機能と運動機能の重篤な障害のため、働きかけても「反応が
ない・反応が弱い」重症児の発達援助においては、まず感覚系と覚
醒機能の成熟を促すことを基盤として、能動的刺激受容を促すこと
が目指されてきた。これに沿って、重症児研究では定位反射系活動
に着目した検討がなされ、定位反応の喚起に始まり、さらに能動的
刺激受容過程としての期待反応（S-S 期待）と、これを促進する意
図的操作（R-S 期待）に関する知見を蓄積してきた。これらにより、
コミュニケーションを支える認知機能について、呼名など、人に関
連した単一の刺激に対する応答特徴やその援助方法について、発達
を含めて概ね明らかにされてきた。しかし、さらに検討すべき課題
が残されている。すなわち、外界刺激の能動的刺激受容過程は定位
反応の発生を前提とするが、重症児の中には定位反応の喚起が困難
な者も多く、定位反応を喚起するための要因と援助方法の検討が必
要である。次に、刺激の受容から能動的行動表出に向けて、外界の
物や人に対する定位行動を支える援助の検討が必要である。加えて、
従来の研究は、主として脳波や心拍など生理的反応を指標として検
討されてきた。療育実践の場においては、これらの指標を用いた実
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態補足や評価は難しい。これより、行動を指標とした実践検討を経
て、より療育実践に適合しうる実践モデルの提起が必要である。	
	これより、本研究は、主として以下の検討を目的とした。	
① 	「能動的刺激受容過程」に関する発達援助知見の補完検討	
	 日常の介護に携わる療育者の所見として、視・聴覚に働きかけて
もほとんど反応が見られない重症児でも、「揺さぶり遊び」や「シー
ツブランコ」などの平衡感覚刺激を含む複合的刺激で反応が見られ
る事例が多いとされる。これより、定位反応の喚起が困難な重症児
に対して「ゆらし」などの平衡感覚刺激を含む複合的刺激を呈示し、
定位反応の発生に関わる作用と効果を明らかにして、能動的刺激受
容に関する発達援助知見を補完する。	
② 		「能動的行動表出過程」に関する検討	
	 意図的操作（R-S 期待）の成立が S-S 期待の認知を促進するとさ
れる。意図的操作の成立と促進に関わっては、リーチングに着目し
て、座位や支持座位が可能で上肢運動も一定可能な重症児の物への
定位行動を検討し、これを促進するための援助要因を明らかにする。	
③ 		 療育実践により適合しうる実践モデルの検討	
	 上記①と②の知見を踏まえた実践検討を通して、療育実践により
適合し得る実践モデルを提起する。	
	
	本論は、上記目的に対応して、4 部構成とした。	
	 第Ⅰ部では、障害をめぐる今日のパラダイムシフトの観点から特
別支援教育の現状と課題について論じ、重症児療育の課題を確認す
る。この課題との関係で、重症児療育と研究の知見を整理して検討
課題を明らかにし、本研究の目的と意義について述べる（第 1 章〜
第 4 章）。	
	 第Ⅱ部では、外界の能動的刺激受容過程に関する研究知見の補完
課題を検討する。すなわち、定位反応の喚起が難しい重症児の応答
性に及ぼす「ゆらし」刺激の作用と効果について明らかにする（第
5 章〜8 章）。 	
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	 第Ⅲ部では、物や人への定位行動の発生と促進の要因について、
認知と運動の関係性を含めて検討する。このため、まず、座位や支
持座位、上肢運動が一定程度可能な重症児のリーチングに着目して、
物や人への定位行動を検討し、これを促進するための発達援助の要
因を明らかにする（第 9 章〜13 章）。 	
	 第Ⅳ部では、本研究の知見を踏まえた実践検討を行い、療育実践
に、より適合しうる実践モデルを提起する。実践検討１（第 14 章）
は、覚醒が不安定で働きかけてもほとんど反応が見られなかった事
例に対して、「ゆらし」刺激を用いた関わりを行い、覚醒が上昇・安
定して定位行動が発生した事例について述べる。この事例では、覚
醒が安定して外界刺激に対する眼球運動が生じるようになった。そ
して、外界の刺激に向けられた眼球運動により頭部の動きが導引さ
れて、刺激源への顔向けや追視が安定して生じるようになった。こ
の後、視・聴覚刺激に対する期待が形成された経過について述べる。
実践検討 2（第 15 章）は、3 年間にわたる実践の知見を述べる。ま
ず、触覚を介在させて物への注視を発生させ、注視を維持させなが
らガイダンス法によりリーチングを導引した実践である。リーチン
グの発生と促進により、人や物への探索活動が活発になり、「寝返り
移動」で人への接近行動が出現するなど、認知できる空間と行動を
表出する空間が拡大していった経過について述べる（第 14 章〜第
16 章）。 	
	 終章では、本研究の目的に対する結論と重症児の外界刺激に対す
る応答性を促す発達援助モデルと援助の要点を述べ、最後に、本研
究の知見が、重症児研究・療育と障害学にどのように寄与できるの
かを述べる。	
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第 1 節 	 障害を巡る近年の動向と特別支援教育	
	 	
	 障害者権利条約の採択と批准を契機に、障害を取り巻く動向は大
きく転換してきた。この基礎となる思潮は、1982 年の国連世界行動
計画から今日へと底通するものであり、「障害者の自己決定権の尊重」
を最も重視する。	
	 周知のように、2006 年の国連の障害者権利条約の採択を受けて、
この条約の締結に必要な国内法の整備を始めとする障害者制度の集
中的な改革を行うため、2009 年 12 月の閣議決定により「障がい者
制度改革推進本部」が設置された。改革推進本部の下、障害者・障
害者の家族・事業者・自治体首長・学識経験者の 55 名からなる「障
がい者制度改革推進会議」が置かれた。会議の検討を経て、2011 年
5 月、障害者基本法が改定され、10 年間の障害者基本計画が策定さ
れた。この中の、教育・育成分野の目標を達成するために教育関連
法の一部改正ならびに制度の変更がなされてきている。2014 年 1 月
20 日、日本は同条約を批准した。その後の国際的動向としては、2015
年 9 月に「障害者権利条約」の主旨を大きく盛り込んだ「持続可能
な開発目標（SDGs）」が国連で採択された。今後、ますます、障害者
の自己決定にもとづく自己実現の考えは強まっていくものと思われ
る。特別支援教育には、障害があり未成熟な存在である子どもの自
己決定能力を育て、高めることが求められている。そのためには、
まず、子ども自身が自己決定する機会を認め、決定過程には教育の
みならず、医療・福祉・労働などの専門職が連携して支え育ててい
くことが求められている。	
	 上記動向と連動して、学校教育法が一部改正（2006）され、2007
年 4 月、特殊教育から「特別支援教育」への転換を図った。その後、
「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構築のため
の特別支援教育の推進」（中教審，2012）が出された。この理念は、
障害のある子どもへの教育にとどまらず、障害のない子どもも障害
の有無や個々の違いを認識しつつ、様々な人々が生き生きと活躍で
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きる共生社会（インクルーシブ社会）形成の基礎になるものとして、
我が国の現在及び将来の社会に重要な意味を求めている。	
	 特別支援教育は、障害がある子どもの自立や社会参加に向けた主
体的な取組を支援するため、一人一人の教育的ニーズを把握し、も
てる力を高め、生活や学習上の困難を改善又は克服するために適切
な指導及び必要な支援を行うものである。今日、特殊教育の対象障
害だけでなく、知的な遅れがない発達障害も含めて特別な支援を必
要とする子どもが在籍する「全ての学校」において実施されること
となった。これに従い、就学の在り方も変更となり、学校教育法施
行令における「認定就学者」規定が廃止された（2013）。そして、特
別支援学校へ就学する子どもは、同令第 22 条の 3 に規定する障害
を必要条件とした上で、市町村教育委員会（以下，教育委員会）が、
特別支援学校で学ぶことが適当と認定した者（認定特別支援学校就
学者）が特別支援学校で学ぶこととなった。すなわち、就学基準に
該当する障害のある子どもは特別支援学校に原則就学するという従
来の就学先決定の仕組が改められ、「障害の状態、本人の教育的ニー
ズ、本人・保護者の意見、教育学・医学・心理学等専門的見地から
の意見、学校や地域の状況など」を踏まえた総合的な観点から最終
的には教育委員会による就学先の判断・決定が行われることになっ
た。その際に、教育委員会は本人・保護者に対し十分情報提供をし
つつ、本人・保護者の意見を最大限尊重し、教育委員会や学校等が
教育的ニーズと必要な支援について合意形成を行うことが改正令の
原則である。	
	 このように、一貫して、障害当事者の意思の尊重とともに、障害
者には意思の表明が求められている。そして、療育に関わる専門職
には、障害者の意思を育て、これを表明する能力を育てることが求
められている。	
	
第 2 節 	 特別支援教育の積弊と課題	
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	 特別支援教育には、乳幼児期から学齢期、卒業後の生活を展望し
た教育計画（個別の教育支援計画）の策定が求められている。一方、
教育現場では「計画」の策定が自己目的化し、個別性やニーズへの
対応を強調するあまり「目標・計画の個別化」による ”実践の個別化 ”
や ”モザイク的な連携 ”に転化することも少なくない。すなわち、実
践が個別指導に偏重して集団指導が疎かになる問題や、子どもの実
態を指導者間で十分に共有せず、指導担当者がそれぞれに指導目標
を立てて実践する問題が生じている。この現状は改めて、障害をも
ちながら学び・生きる「主体」を反映させた教育目標設定の必要性
を浮き彫りにしている。特別支援教育では、教育課程として教科、
領域、教科と領域を合わせた指導、特別活動、総合的な学習が行わ
れ、多様な課題を設定して豊かに学ぶ場が用意されている。その一
方で、教育指導においては教育目標が欠如して無自覚に指導法が適
用される現状の問題が指摘されている(木下，2011；赤木 ,	2008;	吉
川と河合,	2007)。 	
	 方法主義が先行し教育目標論が従属するという状況は、従来、障
害児教育が抱えてきた積弊でもある。知的障害教育では教育方法に
意識が集中し、目標論や主体性の議論を欠落させたまま、学校教育
のリアリティを社会に直接求め、職業・経済的自立という狭隘な自
立観にもとづく訓練主義をもたらした。戦後、絶対的位置を得た「社
会的自立」観はあらゆる教育内容・方法を「社会的自立」に収斂さ
せる適応主義的な学校教育を通して形成されたものであり、社会の
側から規定されたものではなかった（小林，1977）。教育方法に規定
された教育目標、すなわち、社会的自立は、行動・生活様式の獲得
という具体的目標に転化し、学校・教師が子どもの主体性を看過し
がちであった。昭和 54 年の養護学校義務化を経て重症心身障害児
を迎え入れた学校では、既存の「社会的自立」という教育目標のリ
アリティが喪失する中で「自己実現」「自己決定」などの目標概念が
登場する。しかし、教育目標としては操作主義的で数量的なものに
とどまり、その質は殆ど意識されてこなかった。	
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	 これまでも、障害児教育では教育目標のリアリティが問われ続け
てきたが、「自立」「自己実現」「自己決定」という用語自体、子ども
の要求を介した吟味が殆どなされてこなかった。そうした中、社会
的自立観の潮流への批判として教育目標論に子どもの「要求」を位
置づける系譜も存在した。1960 年代前半の知的障害児施設「近江学
園」（1946 年開設）では、子どもの意欲・主体性の形成と社会の変革
の双方向で社会的適応像をとらえ直し、子どもの要求の育ちを軸に
「子ども−社会」の相互作用のもとで教育目標を設定することが提起
された。子どもの要求と生活事象の変容を記録・評価する方法論の
検討は「教育実践記録論」として展開されたが、実証性や客観性の
確保において課題を残している。	
	 こうした特別支援教育における教育目標論の弱さの問題に対して、
臨床研究はいかなるアプローチを提供できるのか。それは生活の中
で表出・形成された要求をその後の生活経験における子ども自身の
理解と重ね合わせながら教育目標を設定すること、その教育目標を
本人が認識、実行していくプロセスを客観化し、支援目標を具体化
することである。重要なことは、教育目標の設定時点から意思表明
や自己決定といった主観的水準における本人の関与を実現すること
である。子どもの側から担保された教育目標のリアリティは、教育
実践において教育目標と支援目標との間に一定の緊張関係をもたら
し、子どもの主体性を媒介とした教育目標へのフィードバックを可
能にするであろう。教育臨床研究や教育実践研究を通して確認され
る子どもの自己認識の変容プロセスを教育目標として客観化してい
く方法論は、個別事例の集積によって精緻化される必要がある。	
	 そのためにも、教育目標の設定主体が問われなければならない。
「子どもの権利条約」や「モレリア宣言」では、発達段階を問わず、
子どもの「意見（View）」を尊重し、権利実現に向けた主体的「参加」
の保障が主張されている。教育目標の設定においても、教師が専門
性や子どもの未熟さを理由に「代行」し、独占することなく、子ど
もの「参加」を保障し、「関与」にとどまらない子どもと教師、保護
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者による共同決定が実現されなければならない（田中，2003；藤田，
1995）。 	
	 それゆえ、「本人のニーズやねがい」という形式的で漠然とした実
態把握や記述に終始することなく、教育実践を通して子どもの目標
設定に必要な生活経験や知識、文化、情報を保障し、自己認識や感
情といった内面を表出、伝達できる力を形成することが求められる。	
	
第 3 節 	 重症心身障害児教育における新たな課題	
	
	 重症児療育は、医療法で規定される病院形式で発足した（島田療
育園の開設：1961）。このため、療育における発達援助面での専門家
の配置がごく少数に限られていた。具体的には、当時、重症児 40 名
に対して職員 20 名が配置されていたが、このうち、発達援助に当た
る専門家としての児童指導員は１名、保母 2 名の配置であった。し
かし、必要に応じて職域を超えた試行錯誤を続けながら、療育の重
点は「生命の維持」を中心とする医療的管理から、それを踏まえて
健康・体力を増進させ、発達を促す取り組みへと着実に進展してき
た。	
	 この過程で、養護学校教育の義務化（1979）に伴い導入された「訪
問教育」制度とこの担当教員が療育に参加したことは大きな力とな
った。重症児施設が開設されて以来、56 年が経過しようとしている。
この間の経験の蓄積は「どんなに障害の重い子でも発達する」との
当初はやや観念的であった命題が、意欲的な療育実践を通して具体
的に実証されてきた歴史でもある。特に重篤な脳障害を受けた事例
への数多くの実践例は、それまでの小児科学や神経科学、そして発
達心理学における予後と発達に関する悲観的常識を乗り越える内容
をもつものであり、重症児療育の誇るべき成果であると言っても過
言ではない（片桐，1999）。 	
	 このように、重症児への発達援助は、かつての病棟への措置入院
から養護学校教育義務制に伴う訪問教育の実施という画期を経てき
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た。その後、1982 年の国連障害者行動計画から、2006 年の障害者権
利条約に至る権利思想の動向を受けて、障害の重度化とニーズの多
様化にどのように応えていくかという、新たな課題に直面している。
この流れにおいて、障害者の生活の質が叫ばれている。自分の意思
を表明することが極めて困難な重症児の場合、生活の質の向上とは
どのような内容なのか。そして誰が何に基づいて決めるのか。この
自己決定権と生活の質のあり方は、実は重症児療育が開始され以来、
今日まで問われ続けていたはずの基本的問題である。重症児療育は、
医療・福祉・教育など生活に関わる全ての面で不十分な条件下に置
かれてきたために、換言すれば、あまりにも当然で必要な取り組み
を迫られていたために、その問題に目を向ける余裕がなかったのが
実情であろう。	
	 障害の重度化とニーズの多様化にどのように応えていくかという
現在直面している課題は、この基本的問題をあらためて我々に問い
かけているといえる。	
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	 重症心身障害児、あるいは、重度・重複障害児ということばは、
昭和 40 年以降の養護学校入学者の障害の重度化・重複化に伴い、学
校教育の中で盛んに用いられるようになった（中山，1978）。この「重
症心身障害児」は、重度の肢体不自由と重度の知的障害が重複する
ものを指す行政的概念であって（森松・篠原・白木，1975）、特定の
障害、あるいは一定の症状を指すものではない。したがって、呼称
の仕方もそれぞれの療育機関によって、様々に行われてきた（重症
心身障害、重度・重複障害、重症障害、等）。結局は、身体かつ精神
の両面に見られる障害が極めて重篤で教育困難な臨床像を示す者の
障害の状態を指して呼称しているにすぎない。厚生労働省が所管す
る機関では「重症心身障害」、そして、文部科学省が所管する機関で
は「重度・重複障害」と呼称される場合が多い。	
	
第 1 節 	 重症心身障害教育の課題	
	
	 重症心身障害児（以下、重症児と記す）に対する療育に際しては、
まず障害の程度を包括的に捉える必要がある。この一法として大島
の分類（大島，1971）がある（Fig．2-1）。この分類は、知能指数と
肢体不自由の２つの側面から、重複する状態を捉えようとするもの
である。この分類によれば、教育・療育の場で教育困難とされる重
症児は、分類番号 1〜 4 に相当する。このような重症児については、
臨床所見や病理所見、そして CT・ MRI 所見により、高度の中枢神経
病変を伴っていることが報告されている（室伏，1971；八木，1984；
小枝・渡辺・木村・西・竹下，1990）。室伏（1971）は、重症脳傷害
児の臨床像について報告し、この中でも最重症群として、寝たきり
の重症児と称せられる者の臨床像について次のように記述している。	
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	 							 	 	 	 	 	Fig. 2-1 大島 の 分類  
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	 「これらの子供は、寝たきりで、ほとんど手足も動かさず、上肢
屈曲、下肢伸展位を示すものが多いが、後には脳病変がひどいにも
かかわらず筋固縮・痙直をそれほど強く示さず、奇妙な肢位、すな
わち蛙肢位などを取るものがある。固視は不能で注視して目で追わ
ず、まれに追うように見えても遅く、左右の分離的な揺れがある。
原始的な快・不快の反応がわずかにあっても強迫笑、ないし、smiling	
response	様である。言語は全くなく、発声もほとんどなく、あって
もわずかの泣き声らしいものか、うめき様の程度で、全く理解せず、
痛刺激に対しても防御反応があることもあるが感情反応的なもので
はない。睡眠・覚醒のリズムは割合に存在するが、睡眠様状態の長
いものがある。嚥下・咀嚼は不可能なものが多く、スプーンでの流
し込みか、経管栄養を必要とするものが大部分である。すべて発汗
多量で涎も多く、喘鳴が常に強く、咳嗽反射もなく、分泌物吸引を
しばしば必要とし、呼吸困難をよく起こし、重篤化を繰り返し最後
は気管支炎程度で死亡するものが多い」。このように重症児の臨床精
神像は極めて重篤で、複雑な様相を呈していることがわかる。	
	 また、森松ら（1975）は、重症心身障害の病理について、死後剖
検例から検討している。森松ら（1975）は、剖検例をその成因の発
病時期から先天性障害、周生期障害、後天性障害に分けて検討した。
結果、32 例中、先天性のもの 8 例、分娩障害 14 例、核黄疸後遺症
2 例、後天性の脳炎・脳症後遺症 5 例、変性疾患 3 例がみられ、他
に、Norman 白質変性症、Tay-sach 病、Cornelia	 de	 Lange 症候群、
Cockayne 症候群、福山型先天性筋ジストロフィー、先天性多発性嚢
胞腎症候群、Leprechaunism,Dejerne-sottas	様の病理所見を有する
例、小脳変性症、胎児性水俣病など、代謝障害、変性、中毒、その
他不明の疾患などが含まれていたことを報告している。このように、
死後剖検によって初めてわかる疾患が、かなり多数見られている事
実と、疾患が判明されているものについてみても、その内容が複雑・
多岐にわたって認められることが示されている。このような疾患に
より、脳の機能は重篤な障害を受けており、室伏（1971）が報告し
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たような臨床像に如実に反映されている。	
	 以上の報告からも、重症児には常に医療的ケアが必要とされるた
め、（大部分は）重症心身障害施設、療育センター、医療施設等に入
院し、医学的な処置を受けつつ教育的取り組みを受けているのが現
状である。その際、重症児に対する療育上、困難なこととして、障
害の内容が多様で問題の所在が一様ではないことが挙げられる。こ
のため、障害が重複しない場合に用いられてきた従来の療育内容・
方法では、障害が重複し、かつ、重い場合には指導が困難、かつ、
不可能である。従って、個々人に応じた療育内容が要求される。療
育内容を確立する際には、障害の包括的把握や現時点での精神発達
面についての評価が重要であり、問題の所在を明確にすること、さ
らには、来るべき次の発達段階を予測することなどの一連の手続き
が必要となる（中山，1978）。しかし、多くの重症児においては、言
語はもとより、他の有効なコミュニケーション手段を持ち得ていな
い。このため、精神発達評価の手がかりは、主として、行動反応の
側面に求められるが、重症児においては行動表出が乏しく不明瞭で
あることも多く、刺激と反応との対応関係を明確に把握することが
難しい。このことが療育上の問題となっている。	
	
第 2 節 	 重症児の刺激応答性に関する研究と成果	
	
	 重症児を対象に生活事象の認知を促し、対人関係の成立を援助す
る場合、「反応がない」という問題に直面する。この問題は、療育者
や指導者にとって発達援助の手がかりが得られ難いだけでなく、教
育課題や方法の妥当性の吟味と結果の評価においても大きな制約と
なる。働きかけても反応が見られない事例では、まず、感覚機能系
を客観的に把握する必要がある。その際、重要なことは「反応がな
い、乏しい」状態を引き起こしている原因が感覚系の末梢水準にあ
るのか、あるいは中枢レベルなのか、さらには運動系なのかを可能
なかぎり同定し、それに応じた援助を工夫することが必要である。	
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1.  生理的指標による視・聴覚機能の評価	
	 「反応が乏しい」、「言語応答が困難である」などの障害特性から、
生理的反応を取り出して他覚的、客観的に感覚機能を評価する研究
が精力的に進められてきた。その際に、視覚および聴覚刺激が指導
に多く用いられ、また、教師や養育者との相互交渉をもつ上で重要
な刺激であることから、感覚系機能評価の研究は、視覚と聴覚を対
象としたものが多い。	
	 視覚機能評価に関して、寺田（1988， 2000）は、閃光および市松
模様による視覚誘発電位・対光反射・視覚応答行動を検討し、重障
児・者の視覚神経機構について考察している。この結果、対象者 21
例の内、対光反射（単眼で出現した事例を含む）が安定して観察さ
れた事例は 79％、閃光誘発電位で成分が出現した事例は 55％、追視
が良好な事例は 17％であった。これより、重障児・者の視覚神経機
構のうち高次な認知機能が関与する追視が認められないものが多い
こと、光刺激に対する縮瞳や閃光誘発電位に関わる神経機構の機能
に何らかの障害があるものが少なくないことを示した。この他に視
覚機能評価に関する試みはあるものの、結論として纏まった成果を
得るには至っていない。多くの研究において「見え」が気になる事
例であっても、眼科学的な所見とともに誘発電位測定による機能評
価が記述されたものはほとんどない（北島,	2005）。 	
	 他方、聴覚機能評価については報告数も多く、聴性脳幹反応（ABR：
auditory	brainstem	response）から中潜時聴覚誘発電位、事象関連
電位を用いて一次聴覚野に至る伝導路機能からその後の高次処理に
関する検討も行われてきた。片桐（1988）や片桐・石川（1986）は、
重障児・者 85 名の 170 耳を対象として、ABR と聴性行動反応、条件
詮索反射聴力検査、標準聴力検査を併用し聴覚機能を検討した。こ
の結果、まず脳幹機能障害が 30％近くに達し、重障児・者には皮質
下脳幹水準に及ぶ脳障害が認められる事例が多いことを示した。し
かし、臨床像から予想されるほどには、反応成分消失などの重篤な
ABR 異常は多くなく、約半数の者に ABR 正常が確認でき、高度難聴
	 18	
がわずかであったことを報告した。このことは、「聞こえない」こと
により「反応がない」者は予想されていたほどには多くなく、むし
ろ脳幹部の神経学的機能の障害が聴覚刺激への反応に大きく影響し
ていることを示している。すなわち、脳幹網様体による覚醒機能の
障害が聴覚情報処理に大きく影響していると指摘した。また、ミス
マッチ陰性電位（MNN	:	mismatch	negativity）により、行動水準で
聴覚反応が認められなくても、言語性 MNN を示す事例が報告され、
音の高低や語音弁別能力についての情報を得ることも可能であると
報告されている（稲垣・加我・宇野・平野・小沢,	1996;	竹形・北
島・小池,	1998）。 	
	以上の研究から視覚機能評価に関しての課題は残るものの、重症児
の視・聴覚機能において障害の影響と機能状態に違いがみられ、聴
覚機能は比較的保たれている事例が多いとの知見は、指導に有効な
情報と示唆を与える。	
	 また、外界の刺激受容状態が、対人相互交渉に及ぼす影響につい
て、担当指導員を対象に質問紙法を用いた研究がある（川田・小池・
堅田，1986）。これによると、視・聴覚障害のない者では、担当指導
員との相互交渉において、指差しや原初語、さらには、指導員に対
する直接的行動が表出されていること、そして、指導員はこれらの
行動を手がかりに重障児・者の要求を判断していることが示された。
さらに、担当指導員との間には、言葉の発現の前段階に相当する伝
達行動を主要な手段とする相互交渉過程の存在も示された。他方、
視・聴覚に障害のある者には、指差し行動、指導員や要求対象に対
する直接的行動を用いて要求表出することに制約がみられた。この
場合、担当指導員は情動表出を主な手がかりとして要求を判断して
いることを示した。これらの知見から、視覚や聴覚機能等の状態と
相互交渉過程での伝達行動の特徴には、一定の関係が示唆されてい
る。	
	 発達初期の神経系の可塑性が著しい時期には、脳損傷を償う機能
形成の可能性が大きいとの指摘（八木，1984）は、感覚受容過程の
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機能状態を早期に発見し、早期に対応することの重要性を示唆する。
また、注視・追視・探索等の視覚応答行動が確認できた後には、視
覚機能に視点をあてたきめ細かい指導を行うことが重要であるとの
指摘（松田・大坪,	1984）もある。これらは、重症児の外界刺激に
対する応答行動の弱さから、ともすると療育実践が消極的になり、
視・聴覚への関わりや丁寧な指導が不足して、二次的障害に至る危
惧を示唆している。	
	
2.  定位反応の病態	
	 これまでの重症児研究には、定位反応を主たる視点においた研究
が多い。定位反応は、Pavlov によって初めて指摘され、Sokolov	に
より体系的に研究された。Sokolov によれば、この反応は新奇な刺
激が生体に作用した際に最初に生起するもので、脳の興奮性を高め
末梢受容器の感受性を高めることによって刺激作用の効果を最大限
に増大させるものである。つまり、より適切な知覚を保償するよう
機能するものであるとされる。そして、この特徴は、刺激モダリテ
ィーに関係なく発現し、また多くの反射成分（運動成分、感覚成分、
脳波成分、自律神経成分）から成っている。さらに、重要な特徴は、
同一刺激の反復呈示によって慣れを示し、刺激変化によって反応が
回復することにある。すなわち、一度慣れを示した以前の刺激に対
しても、再び反応が回復（脱抑制）することである。この過程で、
定位反応は非信号刺激に比べて何らかの意味を付与された信号刺激
に 対 し て よ り 強 く 出 現 し 、 慣 れ も 遅 れ る と い わ れ て い る 。 ま た 、
Sokolov	によれば、条件結合の基礎としての意義を有しているとさ
れる（片桐，1995）。このような特徴を有する定位反応が、重症児研
究の主たる視点となった理由として、川住（1984）は次の 3 点を挙
げている。第 1 には、「定位反応の発現とそれに続く慣れの過程とい
う生活体にとって、最も単純かつ基本的な環境への適応がどの程度
備わっているのかとの問題が注目された」こと。第２には、「この反
応は、より高次の学習を可能ならしめる条件結合の基礎であるとと
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もに、外界に対する能動的な探索行動の出発点でもあることから、
重症者の発達を促す上で注目すべき観点となりえた」こと。そして、
第 3 には、定位反応が多くの反応成分から成っていること」である。	
	 重症児に対する定位反応の研究は、まず、その病態を探ることか
ら始められた。中村・山村・三宅（1973）は、皮膚抵抗反射（SRR：
Skin	resistance	reflex）を指標として、点滅光を反復呈示し、慣
れの成立後５分間のブランクタイムを設け、その後再び同一刺激を
反 復 呈 示 し て 脱 抑 制 以 後 の 経 過 を 検 討 し た 。 そ の 際 、 重 症 児 を
Fiorentino（ 1963）の反射レベル検査法に基づき、脳幹レベル群と
中脳レベル以上群とに分けて結果を比較している。なお、この検査
は、反射を乳児の運動の基礎と考え、神経系の成熟段階を決めるた
めに使われてきたものである。結果、慣れについては、脳幹レベル
群の方が中脳レベル以上群に比してやや早い結果を示したが、有意
な差は認められなかった。両群の大きな違いは、前者に脱抑制が見
られなかったことである。また、中脳レベル以上群と健常成人群と
の比較では、最初の慣れの速さや脱抑制の程度に有意な差が見られ
なかったものの、脱抑制以後の慣れの速さに関しては、中脳レベル
以上群が有意に早い結果を示したと報告した。	
	 一方、片桐（1975）は、知的発達レベルによる定位反応の動態と
条件結合能力の違いを検討した。その際、重症児を知的発達レベル
が１歳以下の群と 3〜 4 歳の群とに分け、さらに、軽度知的障害児と
健常成人も対象とした。実験条件は、5 つのシリーズよりなり、実
験Ⅰ〜Ⅲは、それぞれ、純音（1000Hz・ 60phon）、先行（10Hz）、音
声言語（対象者の名前）の反復呈示に対する定位反応の慣れの速さ
をみるものであり、Ⅳは、1000Hz 音を 500Hz 音に変化させた時の定
位反応の回復と、その後 1000Hz に戻した時の脱抑制の有無をみる
ものである。さらに、Ⅴは 500Hz 音に対する反射消却後、それを閃
光刺激によって強化する条件定位反射形成実験である。反応指標と
して、SRR を中心に、容積脈波、呼吸運動曲線、チェックリスト方に
よる行動観察を用いている。結果、知的発達レベルが 1 歳以下の重
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症児群では、上述の実験条件下では定位反応の生起そのものがほと
んど見られず、刺激変化にともなう回復も条件形成も見られなかっ
た。他方、3〜 4 歳レベル群では、3 種の刺激に対して軽度知的障害
児群や健常成人群に比べ慣れるまでに多くの試行数を要した。また、
刺激変化に対する回復は、半数近くに見られたものの、脱抑制や条
件結合を示すものはみられなかった。さらに、知的障害児群や健常
成人群では、純音刺激に比べて音声言語に対する慣れは遅れたが、
重症児群では差がみられなかったことを報告した。	
	 以 上 、 重 症 児 の 定 位 反 応 の 病 態 に 関 す る 知 見 を 示 し た 。 中 村 ら
（1973）は反射レベルにもとづいて、また、片桐（1975）は知的発
達レベルにもとづいて対象者を分けて比較検討しているという違い
はあるが、共通して、発達レベルの低い群に最初の慣れの速さを見
た。いずれも定位反応の回復や脱抑制が見られなかったことから、
能動的な選択的消却とは考えられず、むしろ反応性の急速な低下、
あるいは、定位反応の喚起自体の困難性が結果に反映されたものと
考えられた。	
	
3.  外界刺激への応答性	
	 定位反応の喚起自体が困難と思われていた重症児にある程度の条
件形成が見られたとの知見をきっかけに、以後は、むしろ、外界の
変化に対し、どのような対応活動を示しうるかを探ることに視点が
移った。また、1 つの特徴として、この頃には行動反応ないし運動
発現の分析にも力点が注がれるようになってきた。	
	 高杉・川住・大坪・進・平井・松田・内田（1981）は、慣れ-回復
という観点から心拍（HR： heart	rate）変化を見るのではなく、行
動水準での反応との関連で、HR 変化を検討した。彼らは、重度・重
複障害児（発達検査を行ってはいないが、知的水準は 1 歳以下と推
定された）と健常乳幼児（0 歳 2 ヶ月〜3 歳）を対象に、視覚・聴
覚・皮膚刺激などの各種刺激を提示する事態を設定し、この条件下
での反応を検討した。指標には、脳波・皮膚電気反射・瞬時心拍・
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行動観察を用いた。この結果、脳波を除いた指標ごとに刺激に対す
る反応出現率を見ると、全般に行動水準での反応が最も高く、次に
心拍反応が高く、皮膚電気反射の出現率が最も低いことを示した。
また、行動観察の結果、その程度・内容において、実に多様な反応
が観察された。そこで、彼らは得られた行動観察結果を定位・探索
的な行動反応から驚愕的反応に分類し、心拍反応との対応関係を検
討した。これによると、定位・探索的な行動反応がみられる時、心
拍の減少反応が認められ、驚愕的反応がみられる時には心拍の増大
反応が認められることを報告した。この結果については、安達・小
池・堅田（1983）によっても観察されている。さらに、安達他（1983）
は行動水準での反応の中から、特に「振り向き反応」を取り上げ、
刺激の種類に関係なくこの反応が出現するものと、純音に対する出
現率は低いにもかかわらず、呼名には高い出現率を示すものとが存
在したという結果を得ている。	
	 このように、重症児の中には、刺激の種類に関係なく反応を示す
ものと、単純な感覚刺激（純音）に比べ何らかの信号的意味が付与
されている可能性の強い刺激（音声言語・特に呼名）に多くの反応
を示すものがいることが指摘された。	
	 以上の研究は、定位反応を視点として、外界からの諸刺激に対す
る反応性を実験事態で検討したものである。これに対して、療育者
に対する質問紙を作成し、日常療育場面での重症児の応答行動につ
いて回答を求めた青木・川田・小池・堅田（1986）の研究がある。
青木他（1986）は、応答行動を捉える際に、日常介護に当たってい
る療育者の判断内容を整理する方法を用いた。結果、療育者との関
わりの深い場面での複合的刺激で、比較的多数の対象者に応答が認
められたことを報告した。さらに類似した所見として、重症児療育
に携わる療育者の間では、日常生活においてほとんど反応がみられ
ない、あるいは応答が認められない重症児でも、療育者との遊びの
場面では、反応が認められるものが多いことを報告した。その関わ
りの内容は、「ゆさぶり」や「ゆらし」などの平衡感覚刺激を含む複
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合的刺激である。従来、応答性についての研究は、重症児の潜在的
可能性を探る方向で進められてきたが、これらの所見は重症児の反
応をさらに引出しうる可能性を示しており、新しい研究の方向性を
示唆している。すなわち、重症児の反応をより引出した上で、刺激
応答性を検討することが必要である。	
	
4.  定位反応の発生と発達	
	 定位反応は、生得的な原始反射とは異なり、生後、外界との相互
作用の経過で適切な刺激を受ける経験によって形成されるものであ
る。この視点から、定位反応の発生と発達過程が検討された。片桐
（1990,1995）は、4 種類の音刺激（非音声刺激・1500Hz の純音・音
声刺激・母親による呼名）に対する健常乳児の心拍反応から、定位
反応の発生と発達について検討した。結果、加速反応優勢（防御反
応）から減速反応優勢（定位反応）への変化は生後 2、3 ヶ月をピー
クとし、3 ヶ月以降には次第に「第 2 の加速反応」が増加すること
を見出した。3 ヶ月以降に増加する第 2 の加速反応は、母親の呼名
に対して最初は加速反応が出現し、その後、直ぐに減速するパター
ンを指し、より能動的な選択性の現れと解釈された。雲井・小池・
竹形・坂井・平塚・井上（1998）は、遠城寺式乳幼児分析的発達検
査の対人関係・発語・言語理解の各発達年齢の平均が 1 ヶ月〜10.5
ヶ月の者を対象として、3 種の条件で呈示された呼名（顔や手への
接触を伴う呼名・眼前からの呼名・背後からの呼名）への反応を検
討した。その結果、発達年齢によって心拍の減速反応の頻度が高い
条件が異なった。上記の発達年齢の平均が、3.5 ヶ月未満の者では
顔や手への接触を伴う呼名に対して、また、3.5 ヶ月〜 4.5 ヶ月の者
では眼前からの呼名での減速反応の頻度が高かった。そして、4.5 ヶ
月以上の者では、背後からの呼名に対して減速反応の頻度が高かっ
た。これより、呼名に対する定位・探索反応は、最初は、触覚を含
む複合刺激に対して高頻度で生じ、徐々に視・聴覚各複合刺激、そ
の後、聴覚のみによっても生じうる、との発達的変化をたどるとし
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た。 	
	 このように定位反応は、それ自体が生後早期に機能する能動的刺
激受容システムであるが、この反応の発達後に、さらに能動的な刺
激受容としての期待反応が研究された。	
	
5.  期待反応の形成と促進条件	
	 人の働きかけに対する重症児の期待反応が注目され、研究知見が
蓄積されてきている。これらには、期待反応の発達・促進条件・磁
気共鳴画像法（MRI	:	magnetic	resonance	imaging	）による脳形態
所見との対応に関するものがある。	
	 水田（2000）は、呼名に対する一過性心拍反応を指標として、第
1 刺激と第 2 刺激の対呈示事態で期待反応の実験的形成を検討した。
この結果、呼名に対して減速反応が優勢な事例は、対刺激に対して
減速反応−加速反応の 2 相性の反応パターンを示した。そして、呼名
に対して能動的な加速反応優勢（片桐の「第 2 の加速」）な事例は、
対刺激に対して、減速反応−加速反応−減速反応の 3 相性の反応パタ
ーンを示し、予期的心拍反応を捕捉した。これより、先行刺激と後
続刺激の即時随伴関係は、定位的減速反応を能動的加速反応へと推
移させ、能動的２相性反応に対しては、より高次な時間的予期を伴
う期待反応への分化を促すと指摘した。	
	 雲井・森・北島・小池（2003）は、呼名に対する定位反応と働き
かけに対する期待反応の発達連関について報告している。これによ
ると、呼名に対する定位反応が活発になった後に期待反応が生起し、
療育指導経過の分析から、期待反応の生起と意図的操作が活発にな
る時期が一致することを示した。これより、特定行動とその結果と
の随伴関係（行為と結果の関係）の認知が促進され、事象の生起が
予測可能になるとともに、人の働きかけに対する期待が活発になる
と考察した。また北島（2004）も 2 年間にわたる縦断的研究から、
意図的操作の活発化と相前後して期待反応が活発化する事を指摘し
た。先行刺激と後続刺激の即時随伴関係（S1-S2 期待）の認知と自
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己の行為とその結果（R−S 期待）の認知を関係づけたことは特に重
要である。これらの知見は、外界刺激の能動的受容から能動的行動
表出への可能性を示唆する。すなわち定位反応から期待反応、そし
て探索活動への一連の機能移行の過程の順序性を示すと思われる。	
	 脳の構造と機能の観点から MRI 所見と期待反応形成の関係を検討
した研究もある。北島・雲井・小池・加藤・鈴木（2000）は、期待
事象と非期待事象をランダムに呈示して、心拍による期待反応の分
化形成の検討を行い、分化形成の推移と脳形態所見との対応関係を
検討した。結果、速やかに分化したものから、3 日間にわたる刺激
呈示でも分化しなかった者まで 4 つの群に分けられた。分化に要し
た日数と前頭葉、海馬、視床の形態異常には関係がみられ、記憶機
能との関連性が指摘された。また、渡邊・加藤・小池・鈴木（2004）
は、視・聴覚障害を伴う重症児への期待形成を試み、視・聴覚誘発
電位、心拍反応、MRI 所見との対応関係を検討した。その結果、前頭
葉が萎縮し視床に破壊性病変があっても期待反応が生じること、特
に海馬や扁桃体を含む辺縁系の機能残存が期待反応の生起に必要で
あることを指摘した。従来、視・聴覚機能に顕著な障害が認められ
ない対象について、期待反応が研究されてきた経緯を踏まえれば、
上記の渡邊ら（2004）の知見は重症児の認知発達の可能性を示唆し
て意義深い。	
	
第 3 節 	 重症児の刺激応答性検討の課題	
	
従来の刺激応答性についての研究は、重症児の潜在的可能性を探
る方向で進められ、能動的な刺激受容を反映する定位反射系活動の
発達とその促進条件について体系的研究がなされ、有効な知見が積
み上げられてきた。これにより、呼名を主とした人に関連する単一
刺激に対する応答特徴やその援助方法について、定位反応を喚起で
きない重症児への検討課題は残るものの、おおよその発達経過を含
めて明らかにされている。	
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	 他方、日常介護にたずさわる療育者の所見は、「ゆらし」などによ
り重症児の反応をさらに引出しうる可能性を示している。これらの
所見は、定位反応を喚起できない重症児への課題と関連して、平衡
感覚刺激を含む複合的刺激が、重症児の定位反応を引き出す上で、
いかなる作用と効果を有するのかの検討が必要である。その上で、
刺激応答性の補完検討が有効と思われる。また、呼名を主とした人
関連刺激に対する応答性の検討から、定位反応と期待反応について、
おおよその発達過程と促進条件が明らかにされてきた。そして、期
待反応の生起と相前後して意図的操作が活発になり、外界への能動
的探索が始まることが推察される。しかし、意図的操作が外界への
探索活動へと拡がって、外界の物や空間への認識を促す発達援助に
ついては、まだ十分な検討がなされておらず、検討課題となってい
る。	
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第 3 章 	 本研究の目的と検討課題	
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第 1 節 	 本研究の目的	
	
	 胎児期や周生期の初期発達段階で重篤な脳障害を受けた重症児は、
感覚や運動に重篤な障害を有し、外界への能動的行動に制約を受け
る。このため療育では能動的行動の表出が目指され、感覚系と覚醒
系の機能成熟を促すことを基盤として定位反応の発生・促進、その
後の期待形成が目指される。この療育課題と連動して、研究では定
位反射系活動を主な視点とした知見が蓄積され、コミュニケーショ
ンを支える「能動的刺激受容過程」については、呼名などの人に関
連した刺激に対する応答特徴やその援助方法など、発達過程を含め
て概ね明らかにされている。他方、座位や支持座位が可能で上肢運
動も一定可能な重症児には、事物操作を通して外界への認識を拡げ
るために探索活動を促す援助が重要であるが、このような「能動的
行動表出過程」についての知見は極めて乏しい。重症児や脳性麻痺
児に対する研究は、姿勢・運動の問題が医療・訓練領域で多くなさ
れてきたが、これらは異常反射の抑制、関節の変形や拘縮の予防、
呼吸・摂食動作及び日常生活動作の改善など、運動制約の防止と改
善に焦点化されたものである。これに対して、知覚や認知研究は少
なく、特に認知と姿勢・運動の関係を詳細に検討したものは殆どな
い。あっても個別事例の実践記述に留まり、個人の独自性に偏重し
た知見が多いため、他の事例と比較する共通の枠組みがないことが
問題である。多様な臨床像を示す重症児研究では、複数事例による
横断的研究の知見から考察された発達仮説を、縦断的研究によって
検証する手続が必要である。  
	 本研究は重症児の応答性促進に向けて、発達においてマイルスト
ーンとなる各特定行動とその移行についての発達仮説をたて、これ
を枠組みとして個別事例の知見を蓄積しつつ、重症児の応答性の促
進に関する援助のありようを明らかにするものである。  
	
第 2 節 	 本研究の仮説と検討課題	
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	 本研究は従来の研究知見を参照して、発達過程を Fig.3 -1 のよう
に想定した。  
	 生後、外界からの刺激を受けながら感覚機能と覚醒機能の成熟が
促される。これを基盤として、定位反応が発生する。定位反応は、
刺激への選択的注意による刺激の取込みと刺激の符号化、その後の
外来刺激との照合過程を反映する。この心理過程を基礎とし、より
動的な刺激受容過程の反映として、期待反応が発生する。期待反応
は、先行する刺激を手がかりとした後続刺激の予期を反映するとさ
れ、刺激と刺激の随伴関係の認知にかかわる心理過程と考えられて
いる。このように、外界刺激の受容から生活事象の認知を促し、対
人相互交渉による社会的学習の発達において、定位反応とその後の
期待反応は、重要なマイルストーンとなっている。加えて、期待反
応と相前後して意図的操作が現れると、期待反応が促進されること
が指摘されている。  
	 他方、行動表出の発生・発達におけるマイルストーンとしてリー
チングに着目した。リーチングは、見た物へと手を伸ばして掴む行
動であり、初期発達における空間認知や知覚運動協応の指標として、
乳児を対象に豊富な知見が蓄積されてきた。リーチングは、物への
視覚による選択的注意の喚起に始まり、視覚情報を受容して自己の
身体サイズに応じた運動へと変換・調整されて表出される。リーチ
ングの発生は、その後の生活世界への探索行動（二項関係）に発展
して、物や空間についての知識と物への姿勢・運動調整を獲得する
機会と捉えられる。そして、この事態に養育者が介在した相互交渉
（三項関係）では、他者の視線を追従した共同注視を契機として、
注意の共有が成立して社会的学習が促進される。養育者と同じ対象
への共同注意は、対象を介した相互交渉の中に意思交換や教示に対
する共通の基盤を与え、言語獲得や学習などの社会的認知能力の基
礎として機能する。このように、リーチングの発生から探索行動（二
項関係）、そして、他者が介入した三項関係に発展して共同注意を基
	 30	
盤とした社会的学習への発達連関が示唆される。  
	 他方、重症児では、この連関過程における各マイルストーンの発
生が困難であることが多く、また、発生してもこれらの移行におけ
る不連続性が問題となる。すなわち、①定位反応自体が喚起されに
くい事例がいること。②リーチングの発生が困難な事例が多いこと。
③物を視覚的に捕捉できても、姿勢・運動調整が困難でリーチング
が発生しない事例が多いこと。④三項関係において定位行動がみら
れない場合、養育者による関わりの契機が得られにくいこと。⑤三
項関係に多いて共同注視が得られ難く、共同注意への機能移行が困
難なこと、である。  
	 これより、本研究は上記の発達連関を枠組みとし、この過程にお
けるマイルストーンの発生要因と移行の不連続要因を探り、実践検
討を通してこれらマイルストーンの発生と円滑な移行のための促進
条件を明らかにするため、以下の課題を検討する。	
	
1.  覚醒の安定と定位反応の発生についての検討	
	 重症児の中には定位反応の発生が困難な者も多い。これより、定
位反応を引き出す要因と方法を検討し、刺激の能動的受容過程に関
する研究知見を補完する。具体的には、定位反応発生の必要条件と
考えられる感覚機能と刺激の受容・処理・表出過程の全般に影響す
る覚醒機能に着目して検討を行う。その際に、重症児の介護に携わ
る療育者所見から、反応性を高める上で有効とされてきた平衡感覚
刺激を含む複合的刺激を用いた関わりの作用と効果を明らかにする。	
	
2.  視覚による選択的注意とリーチングについての検討	
	 座位や支持座位が可能で上肢運動も一定可能な重症児のリーチン
グに着目し、物や空間への定位行動を検討し、これを発生・促進す
るための要因から関わりを明らかにする。具体的には、リーチング
の発生について、必要条件となる、物の存在への気づきを指標とし
て、視覚による選択注意の状態を探る。	
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3.  リーチングにおける姿勢・運動調整の検討	
	 物に向かって手を伸ばす際の姿勢と運動の調整について、視覚活
用と姿勢・運動様相から検討する。その後、視覚による選択的注意
と姿勢・運動調整との相互依存性を検討し、視覚と運動の良循環の
促進条件としての人的・物理的空間の要因を明らかにする。	
	
4.  視覚による選択的注意の状態と共同注視の発生についての検討	
	 リーチングによる空間への視覚による選択的注意の状態と共同注
視の発生について検討する。従来の知見から、6 ヶ月頃の乳児は大
人の視線変化に反応して大人がみている方向を見るが、複数の対象
があると最初に目にはいった物に視線を止めて、ターゲットを正確
に捉えることはできない。12 ヶ月頃には、同じ方向に複数の対象物
があってもターゲットを正確に見ることができる。そして、18 ヶ月
頃には、大人が乳児の後方など視野外のターゲットを見たときでも、
振り返ってターゲットを探すことができるとされる。これらの知見
から、視線追従行動の発生には、空間にある物の視覚補足が必要で
あり、空間への視覚による選択的注意の状態が影響すると考えられ
る。これにより、リーチングによる視覚の選択的注意の状態との関
係から検討する。	
 
5.  共同注視から共同注意への機能移行の検討	
	 共同注視から共同注意への移行には、「視線が特定対象に向けられ
るという視線がもつ志向性や指示性理解」の検討が必要である。本
研究では、リーチング課題において、物に気づかない場合、呈示者
が気づきを促す援助を行い、これに対する応答から視線の志向性・
支持性の理解と「共同注意」への移行要因を探る。なお、気づきの
援助の方法には、物の指示性において、目視などの間接的な方法か
ら、物を対象児の眼前に呈示して注視を喚起・維持しながら元の位
置に置き直すなどの直接的な方法を用いた。  
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	 上記の検討を踏まえ、実践検討を通して療育実践により適合し得
る実践モデルを提起する。	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
 
	
	
	
	
	
	
	
	
	 33	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
Fig.3-1 本研 究 にお け る 仮説 と 課 題  
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第 4 章 	 小括 	
	
	 今日の障害をめぐる動向は、障害当事者の意思の尊重とともに自
己決定権の尊重を重視する。障害当事者には意思の表明が求められ、
関わる専門職には障害者が意思をもち表明する能力を育てることが
求められている。	
	 重症児への発達援助においても、この流れを受けて、障害の重度
化とニーズの多様化にどのように応えていくのかという、新たな課
題に直面している。自分の意思を表明することが極めて困難な重症
児の場合、生活の質の向上とはどのような内容なのか。そして誰が
何に基づいて決めるのか。この自己決定権と生活の質のあり方は、
実は重症児療育が開始され以来、今日まで問われ続けていたはずの
基本的問題である。	
	 重症児の発達援助においては、まず感覚系と覚醒系の機能成熟を
促すことを基盤として、より能動的刺激受容システムとしての定位
反応の喚起が目指された。そして、定位反応が喚起されれば、期待
形成・意図的操作の開発・促進を以って認知発達を促し、意思表出
し得る存在の育成が目指されてきた。	
	 従来の研究から療育実践におけるマイルストーンが明らかになっ
てきた。その上で、これらの機能の発生と移行が円滑に行われるた
めには、まだ検討課題が残る。これより、本研究では、定位反応を
引き出す方法を検討して、重症児の外界刺激の応答に関する研究知
見を補完する。その上で、外界への能動的行動表出に向けた検討課
題として、座位や支持座位が可能で上肢運動も一定可能な重症児の
リーチングに着目して、物や人を介した空間への定位行動を促進す
るための援助要因を明らかにすることを目的とした。これらの知見
を踏まえて実践モデルを提起する。	
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第Ⅱ部 	 外界刺激への応答性に関する補完検討	
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第 5 章 	前庭系の発達と機能の特徴	
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第 1 節 	 重症児への刺激応答性研究の新たな課題	
	
	 療育者に対する質問紙を作成し、日常療育場面での重症児の応答
行動についての回答を求めた研究がある。青木ら（1986）は、種々
の働きかけに対する重症児の応答行動を検討した。その際、日常の
療育にあたっている療育者の判断内容を問い、整理する方法を用い
た。この方法を採用したことについて青木ら（1986）は、療育者の
長期間にわたる重症児との関わりの中から微細な応答行動をも捉え、
その情報を蓄積していることを理由に挙げている。この結果、対象
とした 41 名中、いかなる刺激に対しても応答が認められないとさ
れたものは存在しなかったこと、そして、応答行動が生起する刺激
内容については、視・聴覚の複合的刺激、あるいは、療育者との関
わりが深い場面での複合的刺激であったことを示している。このよ
うに、比較的多数の対象者に応答が認められていることが示された。
これらの所見は、従来、重症児の特徴の一つとされた反応の微弱さ
や表出行動の乏しさとの関係で、とても興味深い知見である。すな
わち、重症児の反応の潜在的可能性を探る方向で取り組まれてきた
従来の研究に対して、重症児の反応を引出しうる可能性を示してお
り、新しい研究の方向性を示唆している。	
	 類似の所見として、重症児療育に携わるものの間で、日常生活に
おいてほとんど反応や応答の認められない重症児でも、療育者との
遊びの場面では反応が認められるものが多いといわれている。これ
は、先の青木ら（1986）の結果とも一致する。そして、遊びの場面
では、揺さぶり遊び等、平衡感覚刺激を中心とした複合的な刺激に
対して、多くの重症児に反応が認められるという。平衡感覚刺激を
含む複合的刺激には、重症児の反応をより引出しうる可能性がある
と思われる。	
	
第 2 節 	 前庭系の機能と発達特徴	
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	 本項では、前庭系の発達について、臨床研究や発生学の知見を概
観する。臨床研究としては、Korner	and	Toman（ 1970,1972）のもの
がある。従来、乳児をあやす（soothing）方法として、「ゆらす」こ
と が 効 果 的 で あ る と い わ れ て き た 。 こ の 点 に つ い て 、 Korner ら
（1970,1972）は、ゆらしを含めたいくつかの方法（ホワイトノイズ、
人の心拍音、リズミカルな音の呈示等）を用い、乳児を泣き止ませ
るのに効果的な方法とは、どのような方法かを検討している。この
結果、ゆらしが最も効果があったと報告している。この結果に対し
て、Korner ら（1970,1972）は、各感覚系の発達の中でも、前庭系の
発達が早く、ゆれの刺激成分は対象児が生まれる以前、すなわち胎
生期から高度に発達したシステムによって伝達されているため、相
対的に他の感覚系刺激より有効である考察している。この知見を神
経発達学の立場から指示する報告がある。Humphrey（ 1965）によれ
ば、前庭神経核は受胎 3 ヶ月から機能するとし、Langworthy（ 1933）
は、前庭神経系の髄鞘化が受胎 4 ヶ月から始まり、6 ヶ月頃盛んに
進行し、出生時には、ほぼ成人に近い機能を有すると報告している。	
	 このように、前庭系機能の特徴として、他の感覚系に比べて髄鞘
化がきわめて早期から始まり、成熟の時期が早いことがわかる。こ
の前庭系にとっての適刺激である「ゆらし」刺激は、作用の効果が
大きいことが考えられる。前章において、視聴覚刺激で反応が認め
られないが、平衡感覚刺激を含む複合的刺激で反応が生じた重症児
については、成熟の早い前庭系機能は、障害の影響を免れた残存感
覚機能である可能性が考えられる。	
	
第 3 節 	 前庭系と他の感覚系・運動系との機能連関	
	
	 身体の位置と動きの知覚には、視覚とともに、三半規管や耳石器
官が重要な役割を果たしている。しかし、このことは、意識に登ら
ないレベルで反射的に行われているため、運動制御における前庭系
の重要性は案外知られていない（篠田・小松崎・丸尾，1985）。この
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他、前庭眼反射にしても同様に、正常に機能しているときには、ほ
とんど意識されることはない。しかし、この機能が如何に重要かは、
前庭系に障害を有する患者の臨床所見が示している。篠田ら（1985）
は、次のように指摘する。両側迷路廃絶者などの両側迷路障害は希
であるが、両側迷路が廃絶すると体動時に動揺視現象（jumbling）
を訴える。これは前庭眼反射の欠如によって、体動に伴う代償性眼
球運動が起こらないために、頭部と同方向に眼球が動いてしまい、
網膜上で像が動揺するために生じる。実感として、視覚対象が揺れ
て焦点がぼやけたように見える。そのため患者は、頭を動かさない
ように顎を引いた状態で急に振り向かず、遠くのものを見ながら歩
くようになる。ひどい場合には、歩行不可能となり、特に暗所の歩
行は危険である。正常な人では、暗所で前庭脊髄路反射が姿勢制御
に重要な役割を果たしているが、迷路機能廃絶者では、視覚性の姿
勢反射が前庭系の機能を代償しているので、目を閉じた状態や暗所
で視覚が遮断されると平衡失調を起こして倒れてしまう。視覚が確
保されていれば、運動は可能であるが、かなりの運動障害を伴う。
このように、前庭系の機能が視覚系や運動系機能を支えている	
	 また、頭部を回転した時、半規管受容器に加わる回転加速度が刺
激となり、眼球が頭部と逆方向に回転する現象として前庭眼反射が
ある。この反射は、頭部が動いても視線を空間内で一定に保ち、網
膜上の像を固定し、視覚情報を正しく中枢に伝える重要な役割を果
たしている（内野，1986）。 	
この前庭眼反射の神経学的経路は、微小電極による細胞内記録法や
HRP 法（horseradish	 peroxidase）による染色によって明らかにさ
れている（平井，1983）。水平半規管系興奮反射路は、水平半規管か
ら前庭神経核を経て対側外転神経核に至り、外直筋運動細胞に向か
う も の で 、 興 奮 性 中 枢 細 胞 は 内 側 核 吻 側 か つ 腹 側 に あ る （ Baker,	
Mano	&	Shimazu,1969）。この中継細胞は、前庭性眼振の緩徐相の形
成 に 関 与 し て い る （ Hikosaka,	 Maeda,	 Nakao,	 Shimazu	 &	
Shinoda,1977）。また、この外転神経核は同側水平半規管により抑制
	 40	
され、抑制性中継細胞は、内側核腹側にある（Baker,	et	al.,	1969）。
この抑制性中継細胞は、外転神経核内の限局した範囲内に分布して
いることが特徴とされ、機能としては前庭性眼振の緩徐抑制相に発
射頻度を増し、その形成を助けている（Hikosaka,	et	al.,	1977）。	
水平半規管のもう一つの抑制性前庭眼反射路は、対側内直筋運動
細胞への系である。前庭神経核刺激により対側内直筋運動細胞に発
生する抑制性シナプス後電位の潜時は遅く前庭神経核と内直筋運動
細胞との間に抑制性介在ニューロンが想定されるが、その存在は明
らかにされていない（Uchino,	Suzuki,	Miyazawa	&	Watanabe,1979）。	
他方、垂直系は Ito,	 Higstein,	 and	 Tutiya（ 1976）によればい
ずれも古典的な 3-neuron	 arc	 であり、興奮性前庭神経核細胞は上
または内側前庭核、抑制性細胞は上前庭核に存在している。興奮路
は、左前半規管から左上前庭神経核を経て右動眼神経核に至り右側
下斜筋へ行く運動ニューロンと左側上直筋に行く運動ニューロンに
興奮を及ぼす。左半規管からは、左内側前庭神経核の単一細胞が軸
索分岐により右 MLF（ medial	 longitudinal	 fasciculus）を通り右
滑車神経核と右動眼神経核に至り、そこで左側上斜筋、右側下直筋
に興奮を及ぼす。これは、単一前庭神経核細胞の軸索が分岐して上
斜筋と下直筋の運動ニューロンを同時に支配している。抑制路につ
いては、前半規管から上前庭神経核内の抑制性介在ニューロンを経
て同側動眼神経核、滑車神経核に至り、同側下直筋、反対側上斜筋
を抑制する。また、後半規管からは、上前庭神経核の抑制性介在ニ
ューロンを経て、同側動眼神経核に至り同側下斜筋、反対側上斜筋
を抑制する。いずれも単一前庭神経核細胞の軸索分岐によって支配
されている。	
以上、前庭系機能の一つである前庭眼反射の神経機構に関する知
見を示した。これらのことから前庭系自体は、視・聴覚系に比べて、
Primitive な機能系であるとされるが、機能と神経機構はかなり緻
密で精巧な系であり、他の機能系との関連において密接な関係を保
って機能していることがわかる。さらに、発達の視点から他の機能
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系との関連に言及した興味深い知見がある。	
	 Langworthy（ 1933）は、前庭系が発達する時期は、視覚系に比し
て早期に始まる。視覚系は眼球運動系を介して発達するが、この点
からも、出生後、前庭系の機能によって、視覚系は外界の刺激を正
確により良い状態で受容しながら発達していけることを指摘してい
る。この他に、原始反射など発達において重要な反射の多くは、刺
激受容器が迷路系にあることからも、前庭系の機能的特徴がうかが
える。	
	 以上のことから、重症児にとっては、前庭系が残存感覚機能系で
ある可能性と、この系が他の機能系の発達を支えるように関与する
ことから、前庭系を刺激して、活動性を促進することで、他の機能
系の機能状態を活性化させうる可能性も考えられる。	
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第 6 章 	療育場面での平衡感覚刺激を含む複合的刺激に対する	
応答性の検討	
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第 1 節 	 問題と目的	
	
	 人は、生後、外界からの刺激を受けながら感覚機能と覚醒機能の
成熟が促される。これを基盤として定位反応が発生する。定位反応
は、刺激への選択的注意による刺激の取込みと符号化、その後の外
来刺激との照合過程を反映する。この心理過程を基礎として、より
能動的な刺激受容過程として期待反応が発生する。しかし、重症児
には、定位反応自体の発生が見られないものも多く、この原因とし
て感覚機能と覚醒機能の未成熟さが考えられる。	
	青木他（1986）は、重症児の応答性に対する療育者所見から、重症
児の応答行動を検討した。この結果、対象とした 41 名中、いかなる
刺激に対しても応答が認められないとされたものは存在しなかった
ことを指摘した。このことからは、従来、「反応がない」とされた重
症児の刺激受容と表出の可能性示唆し、刺激受容による感覚と覚醒
機能成熟の可能性も期待される。そして、青木他（1986）は、応答
行動が生起する刺激内容について、視・聴覚の複合的刺激、あるい
は、療育者との関わりが深い場面での複合的刺激であったことを示
した。また、重症児療育に携わる者の間で、ほとんど反応や応答の
認められない重症児でも、療育者との遊びの場面では反応が認めら
れるものもいると言われる。特に、揺さぶり遊び等、平衡感覚刺激
を中心とした複合的な刺激に対して、より多くの重症児に反応が認
められるとされ、平衡感覚刺激を含む複合的刺激には重症児の反応
をより引出しうる可能性があると考えられる。	
	 これより、日常療育での平衡感覚刺激を含む複合的刺激に対する
重症児の応答性を検討して、従来、療育者所見において指摘されて
きた応答性促進の要因を検討・確認することを目的とした。	
	
第 2 節 	 方法及び手続き	
	
1.  対象者	
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	 重児施設に在園する重症児 2 名とした。2 名とも言語によるコミ
ュニケーションは困難で、日常生活では療育者による全面介助を要
する最重度の障害があった。2 名のプロフィールを Table	 6-1 に示
す。	
	
2.  手続き	
1)  	 質問紙による調査	
施設に在園する 41 名の重障児を対象に、日常生活における視覚・
聴覚刺激を中心とした刺激に対する反応について質問紙を作製し、
担当の療育者による評価を得た。	 	
	 2)	 行動観察	
行動観察は、施設内の個別指導室で行い、2 台の VTR を用いた。1
台は、刺激呈示者と周囲の状況を記録し、他の１台は、対象者の様
子について表情を中心に記録した。	
	 3)	 行動観察条件	
	 行動観察条件は、(1)特に働きかけを行わない場面、(2)療育者に
よる働きかけの場面、(3)療育者による平衡感覚刺激を中心とした働
きかけの場面であった。さらに、平衡感覚刺激を中心とした働きか
けの前後で、対象者の顔前から、療育者による呼名刺激の呈示を行
った。呼名刺激呈示の条件は、働きかけの前後で、それぞれ Teacher	
Front	 Call（ TFC） −Pre,	 Teacher	Front	 Call（ TFC） −Post 条件と
した(	Fig.6-1	)。両条件とも対象者を車椅子に乗せて行った。尚、
療育者の働きかけの内容は、対象児の体に触れて歌を歌いながら、
名前を呼ぶなど、担当の療育者が最も反応を引き出せると考えた働
きかけを依頼した。また、平衡感覚刺激の呈示にあたっては、直径
約 1.5ｍで底が球面 様の円盤 状の器 具 (Fig.6-2)に対象児を 乗せて
呈示した。	
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Table 6-1 対象 児 のプ ロ フィ ー ル  
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Fig.6-1 行 動観 察 条件  
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Fig.6-2 平 衡感 覚 刺激 提 示に 用 いた 器具  
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3．分析 	
	 対象児の行動について、川住他(1979)の行動観察項目に従い VTR
を再生し行動をチェックした。(	Table	6-2)行動観察項目は、a：刺
激源への振り向き、b：何らかの動作・発声の静止、ｃ：眼球運動、
ｄ：刺激源から顔をそむける、はらいのけようとする、e：発声、ｆ：
笑顔、g：全身性の驚愕的反応、h：まばたき、i：何らかの動作の開
始、であった。呼名刺激呈示条件での行動反応については、刺激呈
示後、5 秒以内に出現した項目のみ、反応の生起がみられたものと
してチェックした。さらに、対象者の反応の様子をとらえるために、
VTR の画像について 30 秒間の区間を 2 秒毎に重ね書きした。	
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Table 6-2 行動 観 察項 目  
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第 3 節 	 結果 	
	
1.  視・聴覚刺激に対する反応生起の様相	
	 Fig.	6-3 は、	(1)	人の注視、(2)	人の追視、(3)	呼びかけ(視野
外から)、 (4)	呼びかけ(視野内から)、(5)	ベッドからの抱き上げ、
(6)	抱っこからベッドへ寝かせた時、(7)	療育者と遊んでいる時、
の 7 つの項目に関する療育者の判断を示しており、41 名の結果を表
している。重症児は、視・聴覚刺激に対する反応の有無により 3 群
に分類することが可能であった。すなわち、A 群は視・聴覚刺激と
ともに何らかの反応があると判断されたもの、C 群は視覚刺激に反
応が認められないが、聴覚刺激では反応が認められると判断された
もの、そして、D 群が視・聴覚刺激ともに反応が認められないと判
断されたものである。また、各群とも、D.A.の高い順に上から下へ
と配列した。対象とした 2 名 (R.F.,Y.T.)は、それぞれ図中に矢印で
示した。	
	 この図から、視・聴覚刺激で反応が認められないと判断された者
でも(5)	ベッドからの抱き上げ、(6)	抱っこからベッドへ寝かせる、
(7)	療育者との遊びでは、何らかの反応が認められると判断されて
いた。観察の対象とした R.F.は、視・聴覚ともに反応が認められる
と判断された群に属し、7 項目すべてにわたって何らかの反応が認
められると判断されていた。他方、Y.T.は視・聴覚刺激ともに反応
が認められないと判断された群に属し、調査した 7 項目については、
すべてに反応が見られないと判断されていた。	
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Fig.6-3 日 常の 視 ・聴 覚 刺激 に 対す る反 応 生起 の 様相  
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2.  3 種の観察条件での反応について	
	 Fig.6-4 は、対象者 R.F.について「特に刺激を呈示しない場面」、
「療育者による働きかけの場面」、「平均感覚刺激を中心とした働き
かけの場面」の 3 種の観察条件での各種の行動反応を 60 秒間、時間
経過に従い観察した結果を示している。この図から、特に働きかけ
を呈示しない場面では、「まばたき」がよく見られた。これに対し、
療育者が対象者の反応を引き出すよう働きかけた場面では、「何らか
の動作」の出現が顕著に増加している。さらに、「平衡感覚刺激を中
心とした働きかけ」を行った場合、前述の 2 つの観察条件では認め
られなかった「笑顔」が良く見られた。尚、平衡感覚刺激を中心と
した働きかけを行っている条件においては、「動作の開始」、「眼球運
動」、「まばたき」は平衡感覚刺激呈示のため、充分に観察すること
が出来なかった。	
	 他方、Y.T.については、同様の各条件での観察結果を Fig.6-5 に
示した。Y.T.の結果は、R.F.に比べ、各条件とも出現の認められた
反応項目が少なかった。特に働きかけを行わない条件では、「眼球運
動」がわずかにみられた。療育者による働きかけの場面でも、ほと
んど変化は認められなかった。しかし、平衡感覚刺激を中心とした
働きかけを行った条件では、「笑顔」、「発声」の出現が短時間の持続
でかつ散在的ながらも認められた。	
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   Fig.6-4 3 種 類の 観察 条 件に お ける 反 応の 出 現様 相（ R.F.）  
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    Fig.6-5 3 種 類 の観 察条 件 にお け る反 応の 出 現様 相（ Y.T.） 	
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3.  平衡 感 覚 刺激 を 中心 と し た働 き かけ の前 後 で の呼 名 刺激 に 対 す
る反応について	
	 療育者による対象児の眼前からの呼名刺激呈示条件で見られた行
動観察結果について述べる。	
	 Fig.6-6 及び Fig.6-7 は、対象者 R.F.と Y.T.について、平衡感覚
刺激を中心とした働きかけ前の呼名刺激呈示（TFC-Pre 条件）と働
きかけ後の呼名刺激呈示（TFC-Post 条件）での結果を示しており、
上記の２条件については、それぞれの図中の中央と右側に示した。
尚、左側には療育者による顔前から呼名刺激呈示条件（TFC 条件）
について、一年前の観察結果を併せて示した。図中の陰影は、呼名
刺激呈示後の 5 秒以内に反応の生起が認められたことを示しており、
上記の数字は呼名刺激呈示の回数を示している。また、対象者 R.F.
の 7 回目の斜線は、呼名刺激呈示がなかったことを示す。	
	 Fig.6-6 は、対象児 R.F.の結果を示しているが、これによると、
全体的に TFC-Post 条件の方が、TFC-Pre 条件より、生起している反
応項目数の多いことがわかる。しかしながら、出現した反応項目の
内容自体には、あまり違いは認められていない。また、一年前の結
果との比較でも同様に、認められた反応の内容にはほとんど違いは
認められていない。出現した項目は両条件ともに「刺激源への振り
向き」、「何らかの動作の開始」、「眼球運動」「まばたき」で、TFC-Post
条件でのみ、「発声」がみられている。加えて、TFC-Post 条件では、
刺激呈示の回数との関係において、各項目が安定して出現している
ことがわかる。Fig.6-8 は、同様の条件での対象児の画像を重ね書
きしたものであるが、呼名刺激呈示前後の様子を示した。これによ
ると、呼名刺激呈示前の重ね書き（左側）では、両条件とも頭部と
右腕の動きが僅かに見られるが、TFC-Post 条件の呼名刺激呈示前の
ものでは頭部の動きが幾らか多いことがわかる。呼名刺激に対して
は、TFC-Pre 条件に比べて TFC-Post 条件で、頭部や右腕の動きがよ
く見られている。さらに、TFC-Post 条件では、右腕の大きな動きが
出現しており、呼名刺激に対して腕を挙げるという動作が認められ
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ている。	
	 次に対象児 Y.T.の結果を示す。Fig.6-7	は、同様の条件での結果
を示している。この図から、全体的に出現した反応の項目が少なく、
眼球運動を除いては、各条件での反応の出現が不安定である。そし
て、TFC-Pre 条件に比べて TFC-Post 条件では、「動作の開始」が見
られていない。しかしながら、TFC—Post 条件では「刺激源への振り
向き」が見られている。	
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   Fig.6-6 呼 名 刺激 呈 示条 件 での 観察 結 果（ R.F.）  
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  Fig.6-7 呼 名刺 激 呈示 条 件で の 観察 結 果（ R.F.）  
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Fig.6-8 対 象児  R.F. 
にみ ら れた 行動 反 応  
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	 以上に述べた呼名刺激条件での観察結果を対象児 R.F.と Y.T.で
比較したものを Fig.6-9 に示した。この図を概観すると、対象者 R.F.
では、TFC-Pre 条件と Post 条件で出現した行動の種類が大きく変化
しているが、Y.T.ではあまり違いが認められていない。しかし、Y.T.
には平衡感覚刺激を中心とした働きかけに対して、「笑顔」・「発声」
が観察されていた。	
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Fig.6-9 呼 名刺 激 呈示 条 件で の 行動 観察 結 果の 比 較  
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第 4 節 	 問題点ならびに今後の検討課題	
	
	 前節で述べた行動観察結果から、対象者 R.F.と Y.T.ともに平衡
感覚刺激を中心とした働きかけの条件では、この条件以外の 2 つの
条件、すなわち、特に刺激を呈示しない条件、療育者による働きか
けの条件では、見られなかった「笑顔」、「発声」が出現した。そし
て、R.F.については、平衡感覚刺激を与えた後で反応量の増加が認
められるとともに、呼名刺激呈示条件では、腕を伸ばす、発声する
などの特定の行動が出現したことは注目される。他方、Y.T.では、
働きかけ前後での呼名刺激呈示条件間であまり違いは認められなか
った。しかしながら、平衡感覚刺激を中心とした関わりでは、反応
が観察された。	
	 これより、平衡感覚刺激には、その呈示に伴い、呈示前において
わずかながら見られた行動が呈示後にはその出現が明瞭かつ活発に
なる側面とともに、平衡感覚刺激自体が反応を引き出す側面を有す
ることが指摘できる。また、この刺激の効果は、対象者によって同
一でなく、異なる可能性も示唆される。この点については、平衡感
覚刺激の受容過程そのものの機能状態が重症児により異なることが
考えられ、刺激の受容状態との関連で重症児の反応をさらに検討す
ることが必要と考えられる。	
	 方法に関しては、対象児の反応の変化をより積極的かつ定量的に
観察するために、生理的指標を加え、さらに行動情報の内容をより
詳細に検討することが必要と考えられる。	
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第 7 章 	「ゆらし」刺激が外界刺激の応答性に及ぼす効果の検討	
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第 1 節 	 問題と目的	
	
	 前章で、2 例の重症児を対象として、日常療育場面での平衡感覚
刺激を中心とした働きかけ（以下、「ゆらし」刺激と記す）に対する
応答性を検討した。この結果、「ゆらし」刺激の条件では、特に刺激
を呈示しない条件や「ゆらし」刺激を用いない療育者による働きか
けの条件では見られなかった「笑顔」、「発声」が出現した。そして、
一人の対象児（R.F.）には、ゆらしを与えた後で行動表出の増加が
認められるとともに、呼名刺激呈示条件では、腕を伸ばす、発声す
る な ど の 特 定 の 行 動 が 出 現 し た こ と は 注 目 さ れ る 。 他 方 の 対 象 児
（Y.T.）では、「ゆらし」刺激の前後での呼名刺激呈示条件間であま
り違いは認められなかった。しかしながら、「ゆらし」刺激による関
わりでは、反応が観察された。	
	これより、「ゆらし」刺激の受容が可能な重症児においては、その
呈示に伴い反応性が変化すると予想された。すなわち、「ゆらし」刺
激には、わずかながら見られた行動の出現が明瞭かつ活発になる側
面とともに、「ゆらし」自体が反応を引き出す側面を有することが考
えられた。そして、この刺激の効果は対象者によって同一でなく、
異なる可能性も示唆された。これについては、「ゆらし」刺激の受容
過程そのものの機能状態が重症児により異なることが考えられ、刺
激の受容状態との関連で重症児の反応をさらに検討することが必要
と考えられた。	
	そこで、刺激受容との関係で、「ゆらし」刺激呈示に対する重症児
の反応を検討し、さらに、「ゆらし」刺激前後での呼名刺激に対する
反応を比較検討することで、この刺激が重症児の応答性と定位反応
の発生に及ぼす効果について考察した。	
	
第 2 節 	 方 	法 	
	
1.  対象児	
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	 対象児は、全例ともに食事、排せつ、移動の際に全面的介助が必
要で、言語によるコミュニケーションをもたず、知能が最重度知的
障害を示す者とした。大島の分類によれば 1 群に該当した。記録は
25 例について行ったが、眼球運動を記録できた 19 例 (男子 11 例、
女子 8 例 )を検討の対象とした。なお、全例とも施設入所者であっ
た。生活年齢は 2 歳 9 か月から 19 歳 8 ヶ月で、平均 10 歳 6 ヶ月で
あった。遠城寺式乳幼児分析的発達検査による発達年齢は、3 ヶ月
から 1 歳 5 ヶ月で、平均 6 ヶ月であった。対象児の病因は、脳性麻
痺が 13 例と最も多く、その他は、てんかん 3 例、Reye 症候群後遺
症 1 例、新生児けいれん後遺症 1 例、染色体異常 1 例であった。脳
性麻痺の原	因ないし随伴疾患は、胎内障害 1 例、分娩障害 5 例、髄
膜炎後遺症 1 例、脳炎後遺症 1 例、新生児高ビリルビン血症 1 例、
乳児頭蓋内出血 1 例、先天性小頭症 2 例、無脳回症 1 例であった。
また、脳性麻痺の型は、痙直型 5 例、アテトーゼ型 2 例、混合型 4
例、低緊張型 2 例であった。	
	
2.  記	録 	
	 脳波、眼球電位図、表情筋の表面筋電図などの生理的指標による
記録と行動観察を行った。眼球電位図と表面筋電図については、「ゆ
らし」刺激に対する反応を検討するため記録した。運動障害が重度
の場合には、行動反応の表出が限られる。そこで、刺激の受容に伴
う脳波の変化を行動観察と合わせて検討した.	
	
	 (1)	脳 	 波 		
	 脳波は、「ゆらし」刺激呈示時中、比較的安定した記録が可能であ
る中心部(C)から導出した。基準電極は、左または右の耳垂においた。
脳波計(日本電気三栄製 1A64 型 )により増幅した脳波は紙記録し、
同時に磁気記録(Sony 製 DFR3915 型データレコーダ)した。中心部は、
鼻根と後頭結節を結ぶ正中線上の中間点とした。時定数は、0.1 秒
または 0.3 秒、増幅感度は、50μ V/5mm で較正した。	
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	 (2)	眼球電位図	
	 垂直方向と水平方向の眼球の動きを、眼球電位図により記録した。
時定数は 3 秒とした。	
	
	 (3)	表面筋電図		
	 快状態時の「微笑・笑い」において、筋放電が顕著とされる左右
の M.	 Zygomaticus	 major	 (角辻,1975)の外側下部より双極導出し
た。時定数は 0.03 秒とした。眼球電位図と表面筋電図はともに脳波
と同一記録計を用いて計測し、同時に磁気記録した。	
	
	 (4)	行動観察	
	 2 台の VTR(Sony 製 SMF トリニコンカラービデオカメラ HVC2500)
を 	用いた。1 台は、対象児の表情を中心に記録し、他の 1 台は対象
児の全身と刺激呈示者を含めて可能なかぎり周囲の状況を記録した。	
	
3.  呈示刺激	
	 呈示刺激は「ゆらし」刺激と呼名の 2 種類を用いた。	
(1)  「ゆらし」刺激	
	 対象児に最も容易な姿勢は仰臥位であった。そこで彼らを仰臥位	
にして「ゆらし」刺激を与えるためにシーソ様の刺激呈示台を作製
した(Fig.7-1)。この台は支軸を中心に水平位から上方へ 20 度移動
し、その後、再び水平位を通過し、さらに下方へ 20 度移動して水平
位まで戻	る振子様の「ゆらし」刺激を与えることが出来る。そして、
この動きを「ゆらし」刺激の 1 周期とした。このような「ゆらし」
刺激の呈示に伴う頭部位置の変化は台の支軸に取り付けた可変抵抗
器(変化特性 B 型 )により電圧の変化に換えて磁気記録した。なお、
この台により与	えられた刺激は、平衡感覚刺激を主とした刺激であ
るが、視覚刺激な	ども含む複合した刺激であるために「ゆらし」刺
激と呼ぶことにした。	
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(2)  呼名刺激	
	 対象児の眼前で、日常的に使われている対象児の名前を呼んだ。	
	
4.	刺激呈示条件	
	 (1)	単一呈示「ゆらし」刺激	
	 台上に仰臥位にさせた対象児に、単一呈示条件として 2 秒を 1 周
期とする「ゆらし」刺激を刺激間間隔 5 秒で 4～5 回呈示し、眼球の
動きを調べた。その際に生じる対象者の自発的な頭部の動きを、ヘ
ッドレストと固定ベルトで最小限にとどめた。	
	
(2)  連続呈示「ゆらし」刺激前の呼名刺激単一呈示		 	 	
	 「ゆらし」刺激後、約 5 分間の休息をおいて、呼名刺激を 20 秒間
隔で 4～5 回呈示した(Call−１条件)。 	
	
(3)  連続呈示「ゆらし」刺激	
	 約 2 秒を 1 周期とする「ゆらし」刺激を 5 回連続して呈示し、こ
れを 20 秒間隔で 4 回呈示した。	
	
	
	
	
	
	
	
	
	 68	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
    Fig.7-1 「ゆ ら し」 刺 激呈 示 台と 偏 中心 振 子様 回転  
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	 (4)連続呈示「ゆらし」刺激後の呼名刺激	
	 前項(3)の刺激を呈示した直後から(2)と同じように呼名刺激を呈
示した(Call−2 条件 )。 	
	 「ゆらし」刺激呈示中は、対象者の体幹と頭部を可能な限り正中
位に保つように介助した。また、実験時間は対象者の体調などを考
慮しながら最大 40 分間以内とし、可能な限り短縮するように努め
た。	
	
5．データの分析処理	
	 脳 波 と 行 動 観 察 の 結 果 に つ い て は 、 ミ ニ コ ン ピ ュ ー タ （ DEC 製
PDP11/34）により計算処理し、眼球電位図および筋電図は視察によ
り処理した。	
	
(1)  脳	波 	
	 ミニコンピュータにより、サンプリング間隔 11.72ms で A/D 変換
し、基本周波数約 1/3Hz 毎のパワスペクトルを FFT 処理により算	出
した。パワスペクトル・アレイは、刺激前 6 秒間、刺激後 6 秒間の
脳波について、時間経過に従い区間 3 秒のパワスペクトルを 1 秒ず
らして算出した。その際に、アーチファクトの混入した箇所は分析
対象から除外した。	
	
(2)  眼球電位図	
	 頭部の移動時の眼球電位図を再生し、眼球運動の垂直成分を刺激
の開始時点で揃えて重ね書きした。これにより頭部の位置変化と眼
球運動の対応関係を検討した。	
	
(3)  表面筋電図		
	 「微笑」が観察された時点における表面筋電図について、電位振
幅が一過性に増大したかを検討し、「微笑」の有無を判定した。	
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(4)  行動観察		
	 呼名刺激条件および、「ゆらし」刺激条件での VTR 記録を再生し、
チ ェ ッ ク リ ス ト 法 に よ り 各 行 動 の 出 現 の 有 無 を 調 べ た 。 観 察 項 目
(Table	7-1)は、川田・小池・堅田(1985)の行動観察項目にもとづい
て作成した。	
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Table 7-1 行動 観 察に 用 いた 観 察項 目リ ス ト  
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第 3 節 	 結 	果 	
	 	
1.  「ゆらし」刺激に対する眼球の動きと表出行動	
	
	 Fig.7-2 に「ゆらし」刺激呈示時における、脳波、眼球電位図、心
電図、および、筋電図の記録例を示した。この図によれば、「ゆらし」
刺激を与えると、脳波は低振幅化し、眼球は垂直方向に動くことが
わかった。そこで、Fig.7-3 では、「ゆらし」刺激を刺激間隔 5 秒で
呈示する単一呈示条件における眼球の垂直方向の動きに注目した。
この図では、垂直方向への眼球の動きを刺激呈示の開始時点で揃え
て重ね書きした。図中の眼球の動きは、眼球の上転を下向きの振れ
で示し、眼球の下転を上向きの振れで示した。また、「ゆらし」刺激
の呈示による。頭部の上方への動きは上向きの振れで示し、頭部の
下方への動きは下向きの振れで示した。	
	 この図によると、眼球の動きは「ゆらし」刺激呈示に伴う頭部の
動きと対応するものと、そうでないものに分かれた。この結果から、
頭部の動きと眼球の動きの対応に着目して、重症児 19 例を 4 群に
分けた。Ⅰ群は、まず頭部の上方への動きに対して眼球が上転し、
頭部の下方への動きに対して眼球が下転したもので、5 例を認めた。
この群の眼球の動きは、健常成人の動きに類似していた。Ⅱ群は、
頭部の上方への動きに伴い眼球が一時上転した後、急速に下転した
もので、2 例を認めた。Ⅲ群は、頭部の動きと眼球の動きが対応し
なかったもので、この群は 7 例を認めた。Ⅳ群は眼球の動きが殆ど
見られなかったもので、5 例を認めた。	
	 次に、単一呈示条件で観察された行動を見た。結果、主として「微
笑」と「発声」が表出された。そこで、Table	7-2 には、上記の分類
との関連で、対象児ごとに「微笑」、「発声」、追視、頸定、寝返り、
座位の有無と発達年齢を示した。この表によると、Ⅰ群では、5 例
中 4 例が「微笑」と「発声」を示した。この 4 例のうち 3 例は、追
視と頸定が可能であった。また、他の 1 例は追視のみが可能であっ
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た。Ⅱ群では、2 例中 1 例に「微笑」と「発声」が認められ、追視及
び頸定が可能であった。Ⅲ群では、「微笑」と「発声」を認めたもの
は、7 例中 1 例で、頸定も可能であった。また、「微笑」のみの出現
を 3 例に認め、このうち 2 例は頸定が、他の１例は追視が可能であ
った。Ⅳ群では全例共に「微笑」も「発声」も認められなかった。	
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Fig.7-2 ポ リグ ラ フ記 録 例（ H.K.）  
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Fig.7-3 偏 中心 振 子様 回 転に 伴 う頭 部位 置 変化 と 眼球 運動  
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Table 7-2 対象 児 のプ ロ フィ ー ルと 偏中 心 振子 様 回転 中の 行 動特 徴  
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2.  「ゆらし」刺激前後での呼名に対する表出行動	
	
	 連続して呈示した「ゆらし」刺激の前（Call−1 条件）と後（Call
−2 条件）に呼名を行なった。両条件で表出された各種行動について
検討した。	
	 Fig.7-4 は、「ゆらし」刺激の前後での呼名刺激に対する表出行動
の出現率を上記の群ごとに示した。ここでは、当該の行動が、呼名
刺激呈示前の 10 秒間に観察されないが、呈示後から 5 秒以内に観
察された場合に行動反応の出現とした。行動反応の有無について、
2 名の観察者問の一致率が 75～ 100%であった。本研究では、2 名の
観察者で一致した観察結果に基づき検討した。表出行動の出現率は、
呼名刺激呈示回数に対する特定の表出行動の出現回数の割合とした。	
	 まず図中、白四角で示した Call−1 条件での呼名に対する表出行
動の出現率についてみた。Ⅰ群の M.K.は、呼名に対して「振り向き」、
「微笑」、「発声」がそれぞれ 25%の出現率を示した。Ⅱ群の A.M.は
呼名呈示者に対して「視線」を向ける行動が 25%の出現率を示した。
Ⅲ群の S.Y.は、「微笑」の出現率が 25%であった。また、Ⅳ群の N.K.
は「視線」及び「振り向き」のそれぞれが 50%の出現率を示し、さら
に、手、足、頭などの身体の動きもみられた。	
	 次に、図中の黒四角で表した Call−2 条件後の呼名に対する表出
行動についてみた。Ⅰ群の M.K.の各表出行動の出現率は Call−1 条
件に比べ全体的に増加し、特に Call−1 条件では認められなかった
「視線」の出現率が 100%を示した。さらに、「振り向き」、「微笑」、
「発声」の各表出行動の出現率が増加した。Ⅱ群の A.M.は 	「視線」
の出現が Call−１条件で僅かであったが、Call−2 条件では 50%みら
れた。また新たに「振り向き」や「微笑」がみられ、それぞれ 50%、
25%の出現率を示した。Ⅲ群の S.Y.では、「視線」の出現率が 75%に
達した。これに対して、Ⅳ群の N.K.では、指や足の動きにやや変化
がみられた以外、全く変化が認められなかった。	
	以上の所見から各群の特徴を求めた。Ⅰ群とⅡ群の対象児 7 例中
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の 5 例では「ゆらし」刺激の呈示により「視線」、「振り向き」など
呼名呈示者へ向けられた直接的な行動が増加するか、新たに出現す
るようになった。Ⅱ群の対象児は「ゆらし」刺激呈示によって各表
出行動の出現率がやや増加した。これに対してⅢ群の対象児では、
「ゆらし」刺激呈示の有無に拘らず、各表出行動が殆ど見られなか
った。しかし、頭部、手、足などの身体の動きが増加したり、ある
いは減少したりした。	
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Fig.7-4 呼 名刺 激 に対 す る行 動 の出 現率  
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3.  「ゆらし」前後での呼名に対する脳波の変化	
	
	 Ⅰ群の対象児について、「ゆらし」刺激に伴い表出行動の変化が著
しかったが、5 例中 1 例(Y.T.)は刺激の有無にかかわらず表出行動
が殆ど見られなかった。Y.T.は運動機能に重度障害を有していた。
そのため行動表出が困難であるとみられたので、「ゆらし」刺激の前
後での呼名刺激に対する反応を、脳波の変化によって検討した。Fig.	
7-5 には、Y.T.の呼名刺激時における脳波のパワスペクトル・アレ
イを示した。図の上段に「ゆらし」刺激呈示前、下段に呈示後の各
結果を示した。また、呼名刺激の呈示によりパワが減少したと判定
された周波数成分	は矢印で示した。この図によれば、「ゆらし」刺
激呈示前 1 回目と 2 回目の呼名刺激に対して、5Hz の成分のパワが
減少した。「ゆらし」刺激呈示後については、1 回目から 3 回目まで
の呼名刺激に対して 5Hz の成分のパワが減少した。このように、「ゆ
らし」刺激呈示前後の呼名刺激に対して行動による表出がみられな
かった Y.T.であったが、脳波には変化が認められた。	
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Fig.7-5 Call-1,Call-2 条 件 での 呼 名刺 激 に対 す る  
                    脳 波パ ワ スペ クト ル ・ア レ イ  
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第 4 節 	 考 	察 	
	
1.  「ゆらし」刺激に対する眼球の動きと表出行動	
	 頭部の動きによって生じる眼球の動きには、前庭眼反射が関与す
ることが知られている。この前庭眼反射の発現には、半規管・耳石
などの前庭と、前庭神経核、動眼神経核、滑車神経核などの脳幹諸
核が関与し、さらに視覚情報として網膜像ズレが関与するといわれ
る。そして、頭部が動いた場合、前庭眼反射が正常に機能していれ
ば視線を空間に静止した状態に保つ代償性眼球運動がみられる。こ
れより、代償性眼球運動並びに前庭性眼振など、前庭眼反射の様相
に着目し表出行動と併せて、重症児の「ゆらし」刺激の受容につい
て考察する。	
	 本研究では、仰臥位の重症児に対して腰部を中心とした振子様回
転による平衡感覚刺激を主とした「ゆらし」刺激を与えた。「ゆらし」
刺激を与えると垂直方向に眼球の動きを認めた。この特徴から 19 例
の重症者を 4 つの群に分類した。	
	 Ⅰ群は、頭部の上方への動きに対して眼球が上転し、頭部の下方
への動きに対して眼球が下転した。すなわち「ゆらし」刺激が与え
られている間、視線は空間にほぼ静止した状態にあることがわかっ
た。また「微笑」、「発声」が出現した。したがって、この群の重障
者は、代償性眼球運動に係わる機序が機能しており、「ゆらし」刺激
は受容されていると推測できる。本研究で呈示した「ゆらし」刺激
は、視覚刺激と平衡感覚刺激の複合刺激である。Ⅰ群における平衡
感覚刺激のみの受容の特徴に関しては、閉眼条件を含めての検討が
さらに必要であろう。	
	 Ⅱ群の眼球の動きについては、頭部の上方への動きに対して、眼
球が上転した後、急速に下転した。刺激開始後、一定の時間関係を
もって眼球の上転運動が出現し、さらに「微笑」、「発声」の表出行
動を示したことから、「ゆらし」刺激は受容されていると推測できる。
しかしⅠ群と異なり、眼球の上転運動が短時間で下転運動に変化し
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た点に関しては頭部の動揺がその原因のひとつとも考えられるので、
ベッド上の頭部位置の記録を加えた検討が必要である。	
	 Ⅲ群の眼球の動きは、頭部の動きと一定の関係がみられなかった。
これより前庭眼反射に係わる反射弓が障害を受けている可能性とと
もに ,自発性の眼球運動が生じたために眼反射の特徴を検出できな
かった可能性が考えられる。しかし、Ⅰ群からⅢ群で「ゆらし」刺
激呈示中に「微笑」、「発声」の出現を認めた殆どの例には、頸定が
可能であったことから、頭部の位置変化に関する情報は受容されて
いる可能性が示唆される。	
	 Ⅳ群では、眼球の動きを殆ど認めず、「ゆらし」刺激呈示中にも「微
笑」、「発声」を含めた表出行動を殆ど認めなかった。これより、前
庭眼反射弓と、これに係わる機能系の障害が予想される。この点に
関しては、前庭半規管の機能を比較的独立に検討できるカロリック
テストなどの神経学的検査による結果と併せて検討する必要がある
と思われる。	
	
2.  表出行動に及ぼす「ゆらし」刺激の効果	
	 重症児の臨床像として、寝たきりで殆ど手も動かさず、注視や追
視が困難で、発声も殆どなく、あっても僅かの泣き声か、うめき程
度であると報告されている(室伏 ,1971)。これらの行動上にみられた
特徴の原因について、森松他(1975)は剖検による脳病理所見 32 例
から検討した。彼らは、重症児のほとんど全例に嚢胞脳、大脳の前
半部の萎縮、基底核を中心とした病変、視床病変、小脳病変、脊髄
病変など、肉眼的にかなり顕著な異常が認められると報告した。重
症児の外界の刺激に対する応答行動が乏しい理由としては、脳障害
が極めて重篤で、かつ多岐にわたっていることが挙げられている。	
	 本研究では、重症児の応答行動の特徴を「ゆらし」刺激前(Call-
1 条件)と後 (Call-2 条件)の各条件の比較で検討した。「ゆらし」刺
激前の Call-1 条件では、多数の例で表出行動の生起が乏しく、不安
定であった。しかし、「ゆらし」刺激を与えた後の Call-2 条件では、
	 84	
呼名刺激に対する表出行動が変化した。また脳波が明瞭な低振幅化
を示す例を認めた。すなわち「ゆらし」刺激中の眼球の動きと表出
行動から、「ゆらし」刺激が受容されていると思われたⅠ群～Ⅲ群の
重症児 (14 例 )は、「ゆらし」刺激の 前と後での呼名刺激 (それぞれ
Call-1 条件、 Call-2 条件 )に対する表出行動に差異が見られた。Ⅳ
群の重症児は Call-2 条件で手・足・頭部など、身体の動きが活発に
なった。特に、Ⅰ・Ⅱ群の重症者の中には、Call-2 条件での呼名刺
激に対して「微笑」や「振り向き」、「視線」などの呼名刺激呈示者
に向けられた直接的な表出行動を示すようになるもの(6 例 )いたこ
とから、呼名刺激や呈示者の顔を識別し、刺激呈示に対して方向性
を持った反応の生起に係わる機能が残存する重症児もいることがわ
かった。このような重症児においては、Call-2 条件で初めて応答行
動が発現したことから、「ゆらし」刺激の呈示が行動反応の活発化に
きわめて有効に作用したことが考えられる。	
	 刺激の受容・処理過程および行動の表出過程に、全般的影響を及
ぼす要因として、覚醒水準の変動があげられる(Hebb,1955)。重症児
の覚醒水準に関連して、睡眠一覚醒のリズムに障害のあるものが多
いとの報告(大川・佐々木,1981)があるが、睡眠一覚醒の調節が保た
れているものでは、その睡眠一覚醒パタンが正常の新生児と類似し
ている(佐々木,1978)と報告されている。また、意識レベルの変化に
ついては中枢神経系の諸機能が胎生期、周生期などの発達初期に重
篤な侵襲を受けた場合、新生児期の神経系成熟のある段階で停滞し
た よ う な 意 識 レ ベ ル に あ る と の 報 告 も あ る (篠 原 ・ 佐 々 木 ・ 森
松,1978)。これらの知見から、重症者では皮質や皮質下が器質的侵
襲を受けている状態と未成熟な状態および、これらの状態が重畳し
たもとで、覚醒水準が調節されていると考えられる。そのため、刺
激を受容・処理し、行動表出するのに必要とする最適覚醒水準を保
つことが困難であると予想される。前庭系の求心性神経線維は、前
庭神経節から起こり延髄にある前庭神経核に投射する。そして、前
庭神経核からの出力は、主として、眼筋運動神経二核、頸髄の運動
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ニューロン、小脳、脳幹網様体、視床を経由して大脳皮質中心後回、
視 床 下 部 へ と 、 そ れ ぞ れ 投 射 し て い る こ と が 知 ら れ て い る
(Brodal,1973)。これより、「ゆらし」刺激を呈示することによって
半規管や耳石からの出力は脳幹網様体に投射され、その後、上行性
網様体賦活系を経て覚醒水準が上昇したことが重症児において予想
される。このような覚醒水準の上昇を伴って、行動反応の表出が活
性化されたものと推測される。Ⅰ群の Y.T.では呼名刺激に対して覚
醒水準の変動が生じ、脳波振幅の減少に反映されるようになったこ
とが推測される。また、前庭刺激に伴う覚醒水準の上昇に関しては、
緊張性迷路反射の関与も考えられる。すなわち、上方への振り子様
の位置変化に伴い屈筋群の収縮が生じ、下方への振り子様の位置変
化に伴い伸筋群の収縮が生じることが知られている。これらの筋活
動に伴う自己受容性の刺激が賦活作用に関与している可能性も考え
られ、検討の余地は残る。	
	
3.  「ゆらし」刺激の効果と定位反応の発生	
	 「ゆらし」刺激呈示前後での呼名に対する応答性の変化から、特
に、「ゆらし」刺激が受容されていると考えられたⅠ群とⅡ群の重症
児の中には、「ゆらし」刺激後の呼名刺激に対して「微笑」や「振り
向き」、「視線」などの呼名呈示者に向けられた直接的な表出行動を
示すようになるもの(6 例 )がいたことから、呼名に対する定位行動
の生起に係わる機能が残存する重症児がいることがわかった。そし
て、このような重症児においては「ゆらし」刺激後に初めて応答行
動が発現したことから、「ゆらし」刺激が行動反応の活発化と定位行
動の表出に有効に作用したことが考えられる。刺激の受容・処理過
程および行動の表出過程に全般的影響を及ぼす要因として覚醒水準
の変動があげられ、重症児にとって「ゆらし」刺激は他の感覚系へ
の刺激にくらべて、覚醒水準の上昇をもたらす効果が大きいものと
思われた。	
	 水田・大平・北島・小池・堅田（1996）の研究では、20 名の重症
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児・者の心拍変動を検討して「ゆらし」刺激には期待形成を促進す
る効果があると指摘している。この理由として、前庭核から網様体
を介しての広汎性の皮質賦活による覚醒水準の上昇と、覚醒水準の
上昇に伴う前庭系以外の刺激入力系による促通効果によるものとし、
本研究の知見を支持する。その上で、一相性の加速心拍反応を示し、
コミュニケーションの発達月齢が低い対象者群（遠城寺式乳幼児分
析的発達検査のコミュニケーション発達月齢；対人関係・発語・言
語理解の平均月齢：5.1 ヶ月）で期待を喚起できたことを示して、
「ゆらし」刺激が有効な対象児の範囲を広げ、期待形成の可能性を
示唆した。	
	 従来の一過性心拍反応（刺激応答性）を指標とした定位反射系活
動の研究では、定位反応の喚起が持続性心拍反応（脳の活動性）の
水準上昇を必要とした。本研究は、この課題に対して「ゆらし」刺
激の有効性を示し得た。併せて、従来、重症児の療育場面で多用さ
れてきた「揺さぶり遊び」や「シーツブランコ」などの刺激作用と
効果について、その根拠を示した。	
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第 8 章 	 小括 	
	
	 重症児の外界刺激への応答性について、能動的刺激受容システム
としての定位反射を視点とした実験的研究がなされてきた。これに
対して、実験場面そのものが一つの大きな新奇刺激として作用する
可能性が指摘された。関連して、日常療育で長期間介護に携わる療
育者が有する情報からは、いかなる刺激に対しても応答が認められ
ないとされたものは存在しなかったこと。そして、応答行動が生起
する刺激内容については、視・聴覚の複合的刺激、あるいは、療育
者との関わりが深い場面での複合的刺激であったことが報告された。
加えて、揺さぶり遊び等、平衡感覚刺激を中心とした複合的な刺激
に対して、多くの重症児に反応が認められたことが示された。これ
より、平衡感覚刺激を含む複合的刺激には、重症児の反応をより引
出しうる可能性があると思われた。これらの知見は、定位反応の喚
起自体に困難さがある重症児への発達援助の要因を探る上で有効と
考えられ、平衡感覚刺激を含む複合的刺激に対する応答性を検討し
た。	
	 まず、実験自体が新奇刺激として作用するとの指摘を考慮し、日
常療育での平衡感覚刺激に対する複合的刺激に対する応答を検討し
た（第 6 章）。この結果、2 名の対象児ともに、平衡感覚刺激を中心
とした働きかけでは、「笑顔」、「発声」が認められた。そして、これ
らの行動は、この刺激を呈示しない条件や療育者による積極的働き
かけの条件では見られなかった。これより、平衡感覚刺激には、そ
の呈示に伴い、呈示前においてわずかながら見られた行動が呈示後
には、その出現が明瞭かつ活発になる側面とともに、平衡感覚刺激
自体が反応を引き出す側面を有することが指摘できた。また、この
刺激の効果は、対象児によって同一でなく、異なる可能性が示唆さ
れたことから、平衡感覚刺激の受容過程そのものの機能状態が重症
児により異なることが考えられ、刺激の受容状態との関連で反応を
さらに検討することが必要と考えられた。	
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	 上記の結果を受けて、平衡感覚刺激の受容の機能状態との関係で、
この刺激に対する応答を検討した（第 7 章）。この検討では、仰臥位
で腰部を中心とした偏中心振子様回転による「ゆらし」刺激を与え
た。この刺激に対して垂直方向に眼球の動きを認めた。この特徴か
ら 19 例の重症児を 4 つの群に分類した。	
	 Ⅰ群は、頭部の上方への動きに対して眼球が上転し、頭部の下方
への動きに対して眼球が下転した。すなわち「ゆらし」刺激が与え
られている間、視線は空間にほぼ静止した状態にあることがわかっ
た。また「微笑」、「発声」が出現したことから、この群の重障児は
代償性眼球運動に係わる機序が機能しており、「ゆらし」刺激は受容
されていると推測できた。	
	 Ⅱ群の眼球運動は、頭部の上方への動きに対して、眼球が上転し
た後、急速に下転した。刺激開始後、一定の時間関係をもって眼球
の上転運動が出現し、さらに「微笑」、「発声」の表出行動を示した
ことから、「ゆらし」刺激は受容されていると推測できた。しかしⅠ
群と異なり、眼球の上転運動が短時間で下転運動に変化した点に関
しては頭部の動揺がその原因のひとつとも考えられ、ベッド上の頭
部位置の記録を加えた検討が必要である。	
	 Ⅲ群は、頭部の動きと眼球運動には一定の関係がみられなかった。
これより前庭眼反射に係わる反射弓が障害を受けている可能性とと
もに、自発性の眼球運動が生じて眼反射の特徴を検出できなかった
可能性が考えられた。しかし、Ⅰ群からⅢ群で「ゆらし」刺激呈示
中に「微笑」、「発声」の出現を認めたほとんどの例には、頸定が可
能であったことから、頭部の位置変化に関する情報は受容されてい
る可能性が示唆された。	
	 Ⅳ群の 5 例では、眼球の動きを殆ど認めず、「ゆらし」刺激呈示中
にも「微笑」、「発声」を含めた表出行動を殆ど認めなかった。これ
より、前庭眼反射弓と、これに係わる機能系の障害が予想される。
この点に関しては、前庭半規管の機能を比較的独立に検討できるカ
ロリックテストなどの神経学的検査による結果と併せて検討する必
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要があると思われた。	
	 次に、「ゆらし」刺激の前後で呼名を行い、これに対する反応の比
較から効果について検討した。結果、「ゆらし」刺激前の呼名では、
多数の対象者で表出行動の生起が乏しく、不安定であったが、「ゆら
し」刺激を与えた後の呼名では表出行動が変化した。また脳波が明
瞭な低振幅化を示す重症児を認めた。Ⅲ群の重症児は「ゆらし」刺
激後に、手・足・頭部など、身体の動きが活発になった。特に、Ⅰ
群とⅡ群の重症児の中には、「ゆらし」刺激後の呼名刺激に対して「微
笑」や「振り向き」、「視線」などの呼名呈示者に向けられた直接的
な表出行動を示すようになるもの(6 例 )がいたことから、呼名や呈
示者の顔を識別し、刺激に対して方向性を持った反応の生起に係わ
る機能が残存する重症児がいることがわかった。このような重症児
においては、「ゆらし」刺激後に初めて応答行動が発現したことから、
「ゆらし」刺激の呈示が行動反応の活発化にきわめて有効に作用し
たことが考えられる。	
	 以上より、刺激の受容・処理過程および行動の表出過程に全般的
影響を及ぼす要因として覚醒水準の変動があげられ、重症児にとっ
て、「ゆらし」刺激は他の感覚系への刺激にくらべて覚醒水準の上昇
をもたらす効果が大きいものと思われた。従来の一過性心拍反応（刺
激応答性）を指標とした定位反射系活動の研究では、定位反応の喚
起が持続性心拍反応（脳の活動性）の水準上昇を必要とした。本研
究は、この課題に対して「ゆらし」刺激の有効性を示し得た。併せ
て、従来、重症児の療育場面で多用されてきた「揺さぶり遊び」や
「シーツブランコ」などの刺激作用と効果について、その根拠を示
した。	
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第Ⅲ部 	 物と空間への定位行動に関する検討	
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第 9 章 	 乳児の空間への定位行動の発生と初期発達	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	 92	
第 1 節 	 乳児の空間定位行動の発生と発達	
	
	 人を取り巻く環境は、情報が満ち溢れた複雑な世界である。この
環境に適応するには、情報を収集して知識を得なければならない。	
	 乳児は、自己を取り巻く様々な物に対してどのような空間的行動
を示すのであろうか。	
	 新生児が音のする方向へと注意を向けることは、臨床的に早くか
ら知られている（Brazelton,1973）。これを音源定位と呼び、乳児の
発達診断の指標として用いられてきた。この反応は、聴覚と視覚間
に何らかの生得的なシステムの存在を示すものであり、外界の事象
の定位に関わって乳児に認められる最も早い空間行動とされる。	
	 この行動については、Butterworth	and	Castillo（ 1976， 1981）
によって組織的な検討が行われ、刺激源に明瞭な視覚パターンがあ
る場合、生後 6 時間の乳児に音源方向と一致した眼球運動が認めら
れることが報告されている。また、Muir	and	Field（ 1979）は、頭
部回転を指標として、生後 1 週までの乳児が視覚的に特に顕著さを
持たない音源に対しても有意な反応を示したと報告している。Field
（ 1976）は、それに続いて生後 4 ヶ月までの縦断的検討を行い、生
後 2 ヶ月にかけて反応数に一旦減少が生じて、再度、増加すること
から聴覚—視覚システムが変化した可能性を示唆した。	
	 これらの結果は、乳児が誕生直後、すでに自己を取り巻く空間に
生じる刺激に対して、何らかの原初的メカニズムを持って生まれて
きていることを示すと同時に、それが発達の中で新たな水準へと移
行していくことを示している。また、Bower,	Broughton,	and		Moore
（ 1970）は、眼前に急速に接近する物体への防御的反応（視覚性瞬
目反射）が生後 6 日から 20 日の新生児に認められることを報告し
ている。Ball	 and	 Tronick（ 1971）も同様の反応を生後 3 週から 6
週の乳児に見出し、これらの反応は視覚情報からの触覚的反応の予
期及び回避反応の喚起という問題とともに、乳児の３次元知覚の問
題として大きな反響を呼んだ。しかし、Yonas,	Bechtold,	Frankel,	
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Gordon,	McRoberts,	Norcia	and	Sternfels（ 1977）は拡大する視覚
像の上縁への追視反応によって生じた眼瞼の拡大とそれにともなう
頭部の後傾及び反射的反応の可能性があるとした。また、この行動
を巡っては、奥行き知覚と同義ではないという指摘もなされている
（佐藤，1992）。しかしながら、これらを考慮しても、乳児の知覚が
当初から遠隔刺激に向けて外在的に導かれていることを示唆してい
る。	
	 見た物へと手を伸ばしてそれに触れる、掴もうとするリーチング
行動は、空間認知の指標（Yonas	&	Granrud,1985）として、あるい
は、知覚と運動協応の指標として（Steri,1991）、様々な検討が試み
られてきた。Bower（ 1972）は、生後２週の乳児にもリーチングが認
められ、対象物が立体（三次元物体）か、その物体の写真（二次元
表 示 物 ） か で リ ー チ ン グ の 出 現 が 異 な る こ と を 示 し た 。 そ の 後 、
Dodwell	and	Difranco（ 1976）による追試結果からは支持されず、
5 ヶ月前後までは目標志向的なリーチングは認められないとした。
Bruner	and	Koslowski（ 1972）、及び、Field（ 1976）は、生後 5 か
月前の乳児の不完全なリーチングにおいても、手の届く範囲に物が
ある場合や把握できる大きさの場合に、より多くの反応が生じるこ
とを報告しており、この頃にはすでに乳児が空間内の自己と物の関
係について、何らかの適切な原初的情報を得ていることが示唆され
ている。その動きの分析からリーチングが生後 5 ヶ月前後を境に、
よ り 成 熟 し た 意 図 的 な も の へ と 移 行 し て い く と す る 研 究 が 多 い
（Bushnell,1981;	Spelk,1987）。このことは、両眼視による 3 次元
知覚が単眼視より優位になる（Yonas	&	Granrud,1985）という発達
的変化とも対応して、運動系が視覚情報によって反応が引き出され
ていた水準から、視覚系の統制のもとで新たな水準へと変化してい
くことを示唆している（Steri,1991）。また、その過程は、Piaget（ 1954）
が仮定した感覚様相に応じた個別の情報が相互の同化を通して経験
的に協応していく過程ではなく、当初から予期的であり、この時期
に 視 覚 −固 有 受 容 感 覚 的 な 空 間 シ ス テ ム の 存 在 が 指 摘 さ れ て い る
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（ Hofsten,1979,1993）。また、生後 5 ヶ月の乳児がすでに物と自己
との関係において絶対距離を知覚しており、それからもたらされる
アフォーダンスの違いにより、リーチングに違いが出てくるとの報
告（Yonas	&	Hartman,1993）とも対応する。リーチング成立の前段
階 に は 、 感 覚 の 特 性 と 機 能 成 熟 の 早 さ か ら 、 目 が 手 に 追 従 す る
（Zaporozhets,1967）ように、触覚が視覚の発達を導く。そこに運
動の介在が不可欠であり、運動を介して異種感覚情報の結合が形成
される。各感覚は運動を介して機能しつつ、それぞれが独自の機能
を高め、やがて目が手を導くリーチングが発現する。対象物を掴む
ためには、三次元空間にある物の位置、大きさ、形などの情報を視
覚から得て、協応した手の運動を制御する必要がある。物への志向
性を原動力とした実行の中に、視覚から運動への変換・調整の機会
が生じる。また、リーチングの成立は、その後、生活世界にある対
象物の操作や事象への行為に発展して、物や空間についての知識獲
得をもたらす。	
	 このような外界に導かれた行動は、その後、特に人に対しての志
向性をもつに至る。すなわち、目は、外界事象に関する視覚的情報
を得る入力装置であるとともに、視線方向を積極的に示すことで他
者とコミュニケーションするための出力装置でもある（Kobayashi	&		
Kohshima,1997）。特に対人関係において視線でのコミュニケーショ
ンが成立するためには、視線が特定対象に向けられるという視線が
もつ志向性や指示性の理解が必要である。相手の目の動きからその
人が、今、注意を向けている対象が何かを知ることができなければ
ならない。Butterworth	and	Jarret（ 1991）は、 6 ヶ月から 18 ヶ月
にみられる乳児の視線追従行動を 3 つの段階に分けている。6 ヶ月
児は、大人の視線の変化に反応して大人がみている方向を見る。し
かし、その方向に複数の対象があった場合、最初に目にはいった物
に視線を止めて、大人の見ているターゲットを正確に捉えることは
できない。これに対して 12 ヶ月児では、同一方向に複数の対象物が
ある場合でも、大人が見ているターゲットを正確に見ることができ
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る。そして、18 ヶ月になれば、大人が乳児の後方など、乳児の視野
外のターゲットを見たときでも振り返って大人が見ているターゲッ
トを「探す」ことができるようになるとした。Baron-Cohen（ 1999）
は、爬虫類からヒトに至る動物一般には、眼様刺激に対して敏感に
反応する視覚メカニズムが備わっており、このメカニズムは複雑な
社会関係を形成する高等霊長類、特にヒトにおいて「視線検出器（Eye	
Direction	Detector	;	EDD）として飛躍的に進化してきたとする。
EDD には次の３つの機能があるとする。①環境に潜む目、および眼
様刺激を検知すること、②視線方向（正視・逸視など）を計算する
こと、③「何かを見ている」という心的状態を視線の送り手に対し
て帰属することである。そして、この EDD を基礎にして、個体発生
的には、やや時期が遅れて、自己と他者が同じ対象に注意を向けて
いるかを同定し、その対象に対する他者の意図性を読み取る「注意
共有メカニズム（Shared	Attention	Mechanism	;	SAM）」が発現する
とした。成人において、視線方向など社会的手がかりが示された場
合、それと同じ方向に反射的に注意を向ける現象（反射的注意シフ
ト）が見られる。Hood,	 	 Willen	 &	 Driver（ 1998）は、 3 ヶ月児で
も他者の視線方向と同じ方向に反射的に注意を向けることを示し、
Baron-Cohen の EDD メカニズムの存在を支持した。反射的注意シフ
トの生起について、Farroni,	Johnson,	Brockbank	&	Simion（ 2000）
は、乳児が他者の視線方向を追従するためには、「瞳の動き」を知覚
する こと の必 要性 を指 摘し てい る。 他方 、 Mansfield,	 Farroni	 &	
Johnson（ 2003）は、成人を対象に Farroni ら（2000）の条件を適用
して観察した。この結果、成人の場合、瞳の動きがなくてもターゲ
ットへのサッケードが生じたことを示し、成人と乳児において注意
シフトの現象は類似していても、そのメカニズムは異なると結論づ
けた。これらの知見から、EDD のようなモジュール化された視線処
理メカニズムが存在するのは成人に限られると思われる。遠藤（2005）
は、視線に関する膨大な研究をレビューし、目や視線の処理に関す
る認知メカニズムは多くの種に認められ、種ごとに特化した入力情
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報を処理するよう変容するとし、これら質的変化は個体発生の過程
で起こると考察した。成人における視線処理メカニズムは、個体発
生の過程で漸成的にモジュール化されてきた可能性を示唆している。	
	
第 2 節 	 物への定位行動と機能連関	
	
	 感覚の特性と機能成熟の早さから、3 ヶ月頃の乳児では、「目が手
に追従する（Zaporozhets，1967）」ように、触覚が視覚を導引する。
そこには運動の介在が不可欠であり、運動を介して異種感覚情報が
結合される。各感覚は運動を介して機能しつつ、それぞれが独自の
機能を高め、生後 5 ヶ月頃には「目が手を導くリーチング」が活発
に発現すようになる。人の認知発達における探索の機能を、ナイサ
ー（古崎・村瀬訳,	1978）は次のように述べている。「探索は知覚活
動プランであり、かつ特定の光学的構造にたいする準備状態である
予期図式によって方向付けられる。この探索の結果、抽出された情
報は元の図式を修正する。修正された図式は、さらに次の探索を方
向付け、さらに多くの情報を取り入れる準備を整える」。	
	 対象物を掴むためには、三次元空間にある物の位置、大きさ、形
などの情報を視覚から得て、協応した手の運動を制御する必要があ
る。そこでは、外界の手がかりと結びついた外部座標から、自己の
身体と結びついた身体座標に変換されて運動が制御される（今水，
1995）。そして、リーチングは身体構造の成熟を伴いながら、環境と
の相互作用により、さらなる機能が連関した成熟へと導く。例えば、
座位姿勢から前傾が取れない乳児は、手を伸ばしても届かない位置
に物がある場合、リーチングが減少することが指摘されており、こ
のことから独力での座位姿勢がリーチングの前提要因とされてきた
（Yonas	&	Hartman,1993;明和,1997）。しかし、乳児は座位での前傾
姿勢を取るために練習をするわけではない。この頃の乳児は、未だ、
腰帯筋や脊柱起立筋、頸筋群の筋緊張が十分に得られないことで座
位姿勢からの前傾が取れない状態にあるものの、外界の物への志向
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性が喚起されればリーチングしようとする。リーチングしようとし
て前傾姿勢をとり保持できずに手をついてしまう。それでもリーチ
ングする過程で、前述の各筋群が使われ、筋緊張が上がることも十
分に考えられる。これにより、座位姿勢での前傾が安定してくると
考えれば、リーチングにより座位姿勢からの躯幹起立と前傾、そし
て躯幹が起立して安定することよる上肢運動の安定がもたらされ、
手による操作の自由度が高まるとも考えられる。さらに、成熟によ
る身体の構造的変化として、生後 3 ヶ月頃に軟口蓋との間で咽頭が
顕著に拡張する形態的変化が生じる。そこに座位姿勢をとり頸椎が
頭部を真下から支えることで抗重力姿勢による重力付加が加わり、
咽 頭 の 拡 張 が 生 じ て 、 よ り 巧 緻 な 発 声 活 動 が 可 能 と な る （ Kent,	
1981）。ここに自分と物との距離が遠いなどの物理的要因が加わり、
手を伸ばしても届かない位置に物が在ると、手を伸ばして訴えるよ
うな声を出す行動が現れる。反応性の良い他者（養育者）が側に居
れば、乳児と他者との相互交渉が始まり、この状況事態が意図的な
意思交換手段の獲得へと導引する。	
	 このように、環境要因を含めたリーチングは、その事態に感覚と
運動を連関させる導引をもたらし、認知発達と運動発達に大きく寄
与する。ここに、乳児と物の関係に養育者が介入した三項関係へと
発展した相互交渉により、他者と事象を共有した社会的学習を促進
する画期的な出来事である。	
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第 10 章 	 リーチングの発生要因に関する発達指標の検討	
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第 1 節 	 問題と目的	
	
	重症児の認知発達援助において外界への能動的行動の促進が重要
である。発達初期の主要な能動的行動としてリーチングがある。こ
の行動は、対象への視覚機能と運動機能の調整を含む高次な処理か
ら成り立っている。一方、リーチングがみられない重症児も多い。
そこで、重症児のリーチングの発現に着目して、リーチング発生者
の視覚や手の運動の発達がどのような状態にあるのか、両者の関係
を検討した。これにより、リーチング以前と以降の発達状態とリー
チングの発生要因との関係について考察した。	
	
第 2 節 	 方法 	
	
1.  調査の対象	
	 肢体不自由特別支援学校の小学部と中学部に在籍し、大島の分類
のⅠ〜5、 10 に該当する児童生徒 49 例とした。	
	
2.  視覚と手の運動に関する機能状態の調査方法	
	 機能状態の評価指標として、視覚機能評価には、健常発達に関す
る各種検査から、そして、手の運動については、遠城寺式乳幼児分
析的発達検査から、いずれも 0 歳〜 1 歳 4 ヶ月までの評価項目を抽
出し、暦年齢を軸に再構成して評価チェックリスト作成した（Table	
10-1,	10-2）。このチェックリストに従い、担任教師に評定を求めた。	
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Table 10-1 「 視覚 」 につ い ての 評 価項 目  
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Table 10-2 「 手の 運 動」 に つい て の評 価 項目 	
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3.  結果の整理方法	
	 上記の評価結果をもとに、手の運動におけるリーチング発生と視
覚機能及び手の運動の他の項目との関係を検討した。その際に、連
関係数を用いて連関度を算出した。なお、連関係数の算出には、名
義尺度における連関係数の算出方法（岩原，1995）を用いた。	
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第 3 節 	 結果と考察	
	
1.  視覚機能と手の運動の発達状態	
	 49 例の評価結果を Fig.10-1 に示した。この図は、視覚と手の運
動の機能状態を示している。視覚と手の運動、ともに横一列で一人
の対象児の結果を示しており、評価項目の並びは左から右にかけて
発達年齢が高くなるように示した。項目の達成がみられた場合、陰
影を付し、陰影の多いものから順に上から下へと並べて示した。す
なわち、発達項目の達成度が高い者が、より上に来るように配置し
た。	
	 この図によれば、手の運動に比べて視覚機能の発達年齢が高い者
が多かった。視覚機能の状態として、1 歳 4 ヶ月頃までにみられる
発達指標への到達は比較的良好であると思われた。他方、手の運動
では、1 歳 4 ヶ月までの発達項目に未到達のものが多く、肢体不自
由特別支援学校に在籍する子どもたちの特徴と思われた。そして、
リーチングに着目すると、61％ (30 例 )の対象者にリーチング（「手
の運動」項目 6）が生起しており、39％ (19 例 )に生起が認められな
かった。また、リーチング生起者では、その後に発現するとされる
項目への到達が高いことがわかった。	
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Fig.10-1 視覚 と手 の 運動 に 関す る 発達 状 態  
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2.  リーチング生起の有無と手の運動発現との関係	
	
	 Fig.10-2 にリーチング発生の有無に従い、「手の運動」の評価項
目の生起率を示した。陰影を付した棒グラフ（生起）は、リーチン
グまで生起している者の結果を示す。また、黒の棒グラフ（生起＋
他）は、リーチングとこれ以降の発達項目が生起している者の結果
を示す。	
	 これによるとリーチング生起群ではそれ以前の「触れたものを掴
む（項目 1	）」、「手を口に持っていく（項目 2）」、「頬に触れた物を
取ろうとして手を動かす（項目 3）」、「玩具を掴んでいる（項目 4）」、
「ガラガラを振る（5）」の発生率が 80～ 100％と高かった。他方、未
生起群ではこれの生起率が 30％以下であった。さらに，生起群にお
いて、リーチング以後の発現項目は、「玩具の持ち替え（項目 7）、
「親指と人差し指で摘む（項目 8）」から「積み木を 2 つ重ねる（項
目 14）など対象物の操作における手指の協応や巧緻性が必要な運動
が可能なものが多かった。未生起群では、これらの行動が殆ど認め
られなかった。これよりリーチングの生起には、自分の顔や物への
接触による触覚体験と物の把握が重要と考えられた。このことは、
その後の手の運動発現に強く影響していることが推測された。そこ
で、リーチング生起と「手の運動」や「視覚機能」の各項目との連
関係数を求め、リーチング発生のキー行動について検討した（Fig.	
10-3）。この図から、リーチングとその生起前の「手に触れたものを
掴む（項目 1）」との連関係数が高く（0.875）であった。次いで、
「おもちゃをつかんでいる（項目 4）」が 0.828、ガラガラをふる（項
目 5）」が 0.797 であった。これより、リーチングが発生しているも
のの多くには、手に触れたものをつかみ、ふるなどの操作がみられ
ることが示された。これらがリーチングの生起に必要な要因として
考えられた。	
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Fig.10-2 リー チン グ 発生 の 有無 と 「手 の 運動 」  
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3.  リーチング生起と視覚機能状態との関係	
	
	 リーチングの生起には対象物に対する視覚情報処理の機能状態が
影響する。そこで、リーチング生起の有無と視覚の機能状態との関
係をみた。Fig.10-4 は、リーチング生起群と未生起群に分け、視覚
機能評価項目の生起率を示したものである。両群の差が最も大きか
った評価項目は、「物体や人を見分ける（項目 15）」、「45 度範囲内で
の追視（項目 6）」、「目での周辺走査（項目 12）、次いで「自分の手
を動かして眺める（項目 11）等であった。これに対して両群で差が
小さかった項目は、特定の「色に対する反応（項目 17）、「光に対す
る瞬目（項目 1）」、「光に対する瞳孔収縮（項目 4）」であった。	
	 これらの関係を連関係数からみたのが、Fig.10-5 である。この結
果からは、「いくつかの物体や人間を見分けますか（項目 15）」が最
も高く 0.696 であり、次いで、「覚醒中の 5〜10％は眼で周辺を走査
しますか（項目 3）」が 0.660、「狭い角度範囲（約 45 度）では、動
きを眼で追うことがありますか（項目 6）」 0.652 へと続く。これよ
り、リーチングの成立には、形態視、視覚的注意の切り替え、追視
に関する機能状態が大きく影響すると思われた。	
	 このように、リーチングの成立に関与する視覚と運動機能の要因
とこれらの相互依存性が一定程度示唆された。しかし、各要因間の
直接的な関係、そして、リーチングが有する機能と発達における作
用については、個別事例を通しての検討が必要である。	
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参考 資 料： 視覚 と 手の 運 動に お ける 項目 間 の連 関 係数  
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第 11 章 		 リーチングにおける視覚と姿勢・運動調整の関係	
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第 1 節 	 問題と目的	
	
	 胎児期や周生期など、発達のごく初期段階で重篤な脳障害を受け
た重症児には、心身機能の諸側面に重度で重複した障害が見られる。
前章で見たように、刺激を受容する感覚や外界に働きかける運動に
重篤な障害を有する場合、外界への能動的行動に制約を受ける。そ
して、この制約はその後の認知発達に大きな影響を及ぼす。	
	従来、重症児の姿勢・運動の問題は、医療・訓練領域で多くの研究
がなされてきた。それらは、異常反射の抑制、関節の変形や拘縮の
予防、呼吸・摂食動作、日常生活動作の改善など運動制約の防止と
改善に焦点化されたものである。他方、知覚や認知についての研究
は少なく、特に認知発達と姿勢・運動の関係を詳細に検討したもの
はほとんどない（川間,	2002）。 	
	 人は複数の感覚から得られる情報を能動的に選択し、選択した刺
激を他の刺激に対して強調することで適切な行動を遂行している。
その情報処理を制御する機能が注意であり、重要な認知機能の一つ
である。見た物へと手を伸ばして触れる・掴む行動であるリーチン
グは、空間認知の指標（Yonas	&	Granrud,	1985）や知覚と運動協応
の指標として（Steri,	1991）、乳児を対象に様々な検討が試みられ
てきた。対象物を掴むためには、三次元空間にある物の位置・距離・
大きさ・形などの情報を視覚から得て、姿勢と手の運動とが協応す
るように制御する必要がある。そこでは、外界の手がかりと結びつ
いた外部座標から、自己の身体と結びついた身体座標に変換されて
運動が制御される（今水,	1995）。物への気づきと志向性を原動力と
したリーチングには、視覚的注意に始まり視覚情報の受容から自己
の身体サイズに応じた運動への変換・調整の機会が生じる。	
	 このようにリーチングの成立は、その後、生活世界への探索行動
に発展して、発達初期における人や物、そして空間についての知識
を獲得する上で重要である。しかし、重症児の中には、リーチング
の発生自体が困難な事例が多い。リーチングの発生には、まず物を
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視覚により捕捉することが前提となる。リーチングがみられない事
例には、対象物への視覚による選択的注意の状態についての検討が
必要である。そして、物を視覚的に捕捉ができても姿勢・運動調整
が困難で、リーチングが発生しない事例も多い。この場合は、物に
向かって手を伸ばし掴むための姿勢・運動自体の調整が課題となる。	
	 そこで、本章ではリーチングが見られる重症事例のリーチングに
着目して、呈示された物への気づきから、空間への視覚による選択
的注意の状態を明らかにする。そして、視覚と運動の協応による姿
勢・運動調整の様相を明らかにする。その上で、これら両者の関係
から、リーチング発生の可能性と発達におけるリーチングの機能に
ついて考察する。	
	
第 2 節 	 方法 	
	
1.  対象児	
	 痙直型四肢麻痺と知的障害が併存した男児（10歳）1名であり，て
んかん（ウェスト症候群）も有している。2歳 8ヶ月〜6歳 8ヶ月の間
、肢体不自由児通園施設で理学療法と作業療法を受け、6歳 8ヶ月時
に肢体不自由特別支援学校に入学した。食事、排泄など日常生活で
は全面的介助を要する。遠城寺式乳幼児分析的発達検査の結果は、
移動運動；3ヶ月，手の運動；6ヶ月，基本的習慣；6ヶ月，対人関係
；8ヶ月，発語；6ヶ月，言語理解；11ヶ月であった。	
	
(1)  感覚機能	
	 視覚では、支持座位姿勢で眼前20cm・ 40cm・ 60cmの各距離を保っ
て左右に移動する赤いボール（直径約3cm）への注・追視を認めた。
そして、視覚選好法を適用し、母親や級友の写真（縦10cm×横 8cm）
を対呈示して「〇〇さんはどっち」と呼びかけて、いずれも名称と
一致した写真への注視を認めた。これより、形態視が一定可能な視
力があると判断できた。他方、聴覚では、名前の1文字を変えた呼名
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への応答行動から、一音一音を分離して聞き取り、一連の音を纏ま
りとして捉える聴能を有すると判断できた。加えて、視覚と聴覚の
両刺激の統合については、前述の視覚選好法で得た結果から、身近
な人物の名称（聴覚イメージ）と写真（視覚イメージ）を対応させ
ることが可能であると判断できた。体性感覚では、生活で受ける触
・圧・温冷・痛覚の各種刺激に対して、表情や行動で異なる反応を
示した。前庭-固有受容覚では、ゆらし刺激で前庭眼反射と笑いがみ
られ、刺激の受容は良好と思われた。	
	
(2)  運動機能	
	 頸定、寝返りが可能であり、生活では支持座位、側臥位、腹臥位
、仰臥位姿勢で過ごす。左右の腕の粗大運動と手指での把握運動も
一定可能であり、日常生活では右側の腕と手指の使用頻度が高い。	
	
2.  資料収集の方法	
	
(1)  場面設定観察と手続き	
	 机上 21 箇所の位置に呈示した物（対象児が生活や学習で使用す
る 一 辺 が 約 8cm	 の 立 方 体 ス イ ッ チ ） へ の リ ー チ ン グ を 観 察 し た
（Fig.11-1）。各位置への試行回数は 5 試行とし、対象児の体調や課
題遂行時の意欲等を観察しながら、5 週間の期間で実施した。物の
呈示には、10cm 間隔の方眼シートを机上に設置して位置を同定した。
呈示位置は対象児の正面中心地点（図中の 5）を含め、左右方向に
10cm の間隔をあけた 7 地点（図中の 2〜 8）と前後方向に 10cm の間
隔をおいた 3 地点（図中の B・C・ D）との交点からなる各位置とし
た。対象児は座位保持椅子に着座した姿勢で、前傾姿勢がとれ、か
つ、躯幹の起立を保持できる程度に躯幹保持ベルトで調整した。物
の呈示は衝立で対象児の視覚を遮蔽した状況で行い、物の設置後に
衝立を取り除いた。その直後からの行動を観察対象とした。なお、
物に気づかない時は、①対象児の正面に位置する呈示者が物を目視
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して気づきを促した。それでも気づかない時には、②物を眼前に呈
示し直して注視を喚起し、注視を保持しながら所定の位置に置き直
してリーチングを観察した。観察には 3 台の VTR カメラを用いた。
1 台は、対象児を含めた周囲の状況を広く記録し、他の 2 台は運動
解析のために対象児の前方左・右 45 度の方向から記録した。課題の
実施には、対象児の体調や気分を考慮して、適宜、休憩を入れなが
ら実施した。	
	
(2)  倫理的配慮	
	 本研究の遂行にあたり、対象児の担任教師が同席し、対象児の体
調と状態に配慮しながら実施した。また、代諾者としての保護者に
は、研究目的と計画、実施方法、収集資料の使用範囲と管理、個人
情報保護などについて文書と口頭で説明し、対象となることの同意
を文書で得た。	
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Fig.11-1 課題 場面 の 設定 と 物の 呈 示位 置  
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3.  資料の整理方法	
	
	(1)運動解析	
	 リーチング時の手指や腕、頭部、躯幹の動きを 3 次元運動解析(フ
レームディアスⅣ;DKH 社製 )により定量化し、3 次元空間における
0.1 秒ごとの各部位の位置情報を得た。これを元に、手が物に到達
した時点での手（第２指中手指節間関節部）の位置の座標値を 0 と
し、リーチング開始から到達まで、0.1 秒ごとに手の位置（座標値）
を基準化した。これにより、手の前後・左右・上下方向の運動軌道
を時間経過に従う位置変化として表し、３方向の座標値が全て「0」
になることで手が物に到達したことを示した。	
	
	 (2)行動の定量化	
	 課題遂行時に呈示者と対象児の双方に出現した行動を行動コーデ
ィングシステム（BECO;DKH 社製）により定量化した。これにより、
時系列上で双方に出現した各行動の生起と持続を示した。この他、
対象児のリーチング時の頭部、躯幹、腕、手について VTR 画像をト
レースした。	
	
第 3 節 	 結果 	
	
1.  物の呈示位置とリーチング様相の関係	
	 Fig.11-2 に、机上 21 箇所の位置に設置した物へのリーチングに
ついて第 1 試行の結果を示した。図中の丸と四角は左右どちらの手
でリーチングしたかを示し、黒は到達したことを、白は到達しなか
ったことを示している。これによると、右手で右空間と左空間の 13
箇所にリーチングし、その内の 7 箇所に到達した。左手では左空間
の 8 箇所にリーチングして、3 箇所に到達した。到達した位置は、
対象児の前方 20cm の位置が多かった。次に、物の呈示位置とリーチ
ングの運動様相を検討した。	
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         Fig.11-2 物の 呈 示位 置 とリ ー チン グ （第 1 試 行 ）の 結 果 	
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	 運動様相は呈示位置によって異なり多様であったが、物への到達
時間、運動の円滑さ、視覚活用、運動軌道の調整頻度から 4 つのタ
イプに分類した。	
	 Fig.11-3 に、手の運動様相を示した。なお、これらの結果は、呈
示物に到達した最初の試行で観察したものである。図中の陰影は、
物への注視が生じた時間帯を示している。結果、C4 へは、呈示物を
一瞥してリーチングを開始し、2 秒間弱で到達する円滑な運動であ
った。他方、B8 へは、呈示物を散見しながら、徐々に手が呈示物に
接近して、到達には 13 秒間を要した。物に接近する際の手の動き
は、時間経過に伴う前後・左右・上下方向の位置変化が小刻みな階
段状に推移していることから、ギクシャクした固い動きであること
がわかる。B2 と C7 へのリーチングは、共に持続した注視を伴って
急速に呈示物に接近したが、手が物に到達するまでの運動軌道の修
正頻度が異なり、B2 へは 3 回、C7 へは 1 回の修正がみられた。その
動きは、共にギクシャクした固い動きで、到達に長時間を要した。
これらの結果から、リーチングは、物の呈示位置により、到達時間、
円滑さ、視覚活用の点で異なることがわかった。この運動様相の違
いには、特定位置への運動頻度が影響すると考えられたため、生活
の各場面で物が呈示された位置を調べた。学校生活での対象児と教
師の物のやり取りを 1 週間観察し、 物が呈示された位置を示 した
（Fig.11-4）。結果、延べ 26 場面で 87 回、物が呈示されていた。物
の呈示位置は、対象児の正面から右空間に多く、特に C4 位置近辺に
呈示される頻度が高かった。この結果とリーチングの運動様相を併
せると、生活における物の呈示頻度が高い位置への運動は円滑であ
り、対象児のこれまでの運動経験の結果を反映していると思われた。
また、教師は関わりの経験から、対象児が短時間で物にリーチング
できる位置を知っていることも示唆された。	
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Fig.11-3 リー チン グ 時の 手 の運 動 様相  
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 Fig.11-4 日常 生 活に お いて 物 がお かれ た 位置  
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2.  リーチング様相の変容	
	次に、リーチングの繰り返しと運動調整の関係を見るため、B8 へ
のリーチング姿勢と手の運動を検討した。この位置へのリーチング
には、ギクシャクした固い動きが見られ、呈示物を散見しながらリ
ーチングしたが、第 1 試行では呈示物に到達できなかった。これが、
第 2 試行ではリーチング開始後、呈示物に左の手指が接触して呈示
物への注視が生じた。注視により下を向いていた顔が上がり、これ
に伴って前傾していた躯幹が起き上がった。その後、リーチング時
の腕の運動軌道の修正頻度が減少し、呈示物に到達できた。このよ
うな呈示物への注視による姿勢・運動変化は、第 3 試行で自発的に
用いられ、安定した腕の運動により呈示物に到達した。すなわち、
呈示物への注視により頭部が固定され，次いで躯幹が起立して安定
することで、腕の運動の安定に繋がった。Fig.11-5 は、B8 へのリー
チングにおいて、到達前の 10 秒間の画像を元に 2 秒ごとに上半身
輪郭をトレースして重ね書きしたものである。この図から、第 2 試
行では頭部・躯幹・腕の運動に大きな揺れがみられた。試行を重ね
る経過で頭部と躯幹の揺れが減り、第 5 試行では頭部と躯幹が安定
して、左腕の運動も安定した。	
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Fig.11-5 リー チン グ の姿 勢 ・運 動 の変 容  
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3．物の呈示位置と視覚の選択的注意	
	 リーチングには空間にある物への視覚的気づきが前提となる。こ
れより、呈示位置（C4・B2・B8）と気づきの関係を検討した。Fig.11-
6 にリーチングに随伴した行動を示した。図は、破線上段に呈示者、
そして、下段に対象児の行動を示してある。当該行動が出現した時
間帯を黒の四角で示した。なお、時間軸上の 0 の時点で衝立が取り
除かれた。C4 へのリーチングは到達時間が最も短く運動も円滑であ
った。この位置は生活での物の呈示頻度が高かった。他方、B2 は生
活での物の呈示頻度が低く、リーチングを自発したが到達に時間を
要した。また、B8 は促しにより漸くリーチングが発現し、試行の繰
り返しにより到達できた位置であった。生活での物の呈示頻度は最
も低かった。いずれの結果も第 1 試行の行動を示した。結果、C4 へ
のリーチングでは、物の呈示後に衝立が取り除かれると、まず正面
に位置する呈示者を約 1 秒間注視し、その後、物に気づいて約 2 秒
後にリーチングを開始した。B2 へは自発的に気づけなかったものの、
呈示者が物を目視すると、その視線に追従して物に気づく「共同注
視」が観察できた。他方、B8 は呈示者の目視でも物に気づけなかっ
た。これより、生活での物の呈示頻度が異なる各位置 C4、B2、B8 に
呈示した物への視覚的な気づき易さは異なり、呈示頻度の高い位置
へは視覚的に気づきやすいと思われた。	
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Fig.11-6 リー チン グ に随 伴 した 行 動  
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4．リーチングによる視覚の選択的注意資源の配分	
	 前項の結果、生活での物の呈示頻度と視覚的気づき易さには一定
の関係がみられた。Fig.11-7 は、B8 へのリーチングの繰り返しと気
づきの関係を検討したものである。この位置へは、生活においてほ
とんど物が呈示されなかった。リーチング課題でも、第 1 試行では
この位置に置かれた物に自発的に気づけず、また、呈示者による物
の目視でも気づけなかった。しかし、この位置へのリーチングを繰
り返した結果、第 5 試行では呈示者が物を目視した 2 秒後に物への
注視が出現した。その後、再度、共同注視が生じた。共同注視に関
して、既に B2 では生じていたが、リーチングを重ねることによっ
て、新たに B8 で生起したことは特筆される。これより、視覚的気づ
きは変化すること、その変化にはリーチングが関与した可能性が考
えられた。	
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Fig.11-7 呈示 物へ の 視覚 に よる 気 づき の 変化  
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第 4 節 	 考察 	
	
1.  痙直型脳性麻痺児の姿勢・運動調整	
	
(1)姿勢・運動の調整	
	 一人の対象児において、呈示位置が異なることでリーチングの運
動様相が大きく異なり、2 秒間弱で到達する滑らかな動きと 9〜13
秒間を要するギクシャクした固い動きが併存した。痙直型脳性麻痺
の主な病理には伸張反射の病的亢進があり、痙縮と呼ばれる。伸張
反射は、筋が受動的に引き延ばされるとその筋が収縮する反射であ
る。この反射は随意運動時に大脳からの錐体路により抑制されるが、
錐体路が損傷されると異常に強くなる。これが亢進した状態では外
部からの筋の伸張にとどまらず、自発運動でも誘発される（吉橋 ,	
2005）。対象児の B2・ B8・ C7 位置へのギクシャクした硬い運動は、
伸張反射による随意運動の妨害も一要因と考えられるが、これには
筋放電の増加とパターンによって痙縮・強剛を推定する必要がある。
ただし、痙縮・強剛を示す所見が得られてもこれは一要因であって、
腕の動き全体としては共同運動の未成熟や失調などの要素が混じて
影響している場合もある。このため、伸張反射が随意運動の主な妨
害要因と結論づけることは難しい。	
	 運動学習の可能性について、生活における物の呈示頻度が高かっ
た C4 へのリーチングは円滑で、呈示物への到達時間も顕著に短か
った。他方、呈示頻度が低い B2 位置へのリーチングを重ねる中で動
きが円滑となり到達時間が短縮した。生活での物の呈示頻度が、直
接にリーチング頻度を表すものではないが、予備観察から物の呈示
に対して概ねリーチングが発現していたことを併せて考えると、リ
ーチング課題において、本児には随意運動が生じ、腕の運動の学習
過程にあったと考えられた。近年、動物実験や臨床研究から麻痺肢
にも機能回復の可能性があることが明らかになった。片麻痺患者の
健 肢 を 拘 束 し て 、 生 活 の 各 課 題 に 対 し て 患 肢 を 積 極 的 に 使 わ せ る
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Constraint-induced	movement	therapy（ Morris,	Taub	&	Mark,	2006）
により、患肢使用の意識向上とともに機能が改善され、自己効力感
を高めるとされる（榎本,	 2016；竹林・花田・細見・児玉・道免,	
2011）。これら機能「再獲得」の知見は、発達初期の脳に重篤な障害
を受けた場合の機能「獲得」にも根拠を与え、運動学習の可能性を
示すと思われた。	
	
		(2)姿勢・運動調整と視覚情報の活用	
	 対象児に見られた姿勢・運動の調整には視覚の関与が重要であっ
た。B8 へのリーチングでは、対象物を注視しながら手が物に接近し
た。その際の姿勢・運動調整は、まず、対象物への注視により前方
への頭部運動が引き出され、この動きにより躯幹の起立が生じた。
そして、注視の一定時間の維持により頭部と躯幹の位置が固定され
て左腕の運動が安定した。Paillard	(1990)は、脳性麻痺児の手のス
キル習得条件として、腕と手の正確な方向づけを確認する目と手の
定位、効率的な腕全体の運動を確保するための躯幹の安定化、腕と
手指の各関節の安定性と運動コントロールにより指でつまむことを
挙げ、特に頭部と躯幹の安定を重視している。これより、本研究の
結果は、腕の運動における頭部と躯幹の安定を重視する上記知見と
一致する。加えて、視覚情報が腕と手の正確な方向づけを確認する
ための役割だけでなく、頭部と躯幹の安定自体に寄与したことが示
唆された。	
	
2.  リーチングと視覚による選択的注意、共同注視の関係	
	
(1)リーチングと視覚の選択的注意	
	 生後 2〜3 ヶ月の乳児は周辺視野へのサッケードが未成熟であり、
4 ヶ月頃になると適切なサッケードが可能になるという。この視覚
的 注 意 の 定 位 と 保 持 に は 、 異 な る メ カ ニ ズ ム が 関 与 す る と さ れ る
（Landry,	1995）。その後、人は周辺視で対象を捉えると眼球を動か
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して視野の中心で捉え直すようになり、ここに注意の解放・移動、
眼球移動のメカニズムが関与する（松沢・下條，1996）。興味ある対
象を見る際には、注意や眼球運動の制御が重要な問題である。対象
児には、眼前 20cm・40cm・60cm の距離を保って左右に移動する赤い
ボールへの追視を認めたこと、人の写真を使った視覚選好法の適用
が可能であったことから、眼球運動や形態視は一定良好と判断でき
た。そして、机上の複数位置に呈示した物への気づきと、その後に
9〜 13 秒間にわたるリーチングの際に、間欠的ではあるが持続した
注視が確認されたことから、視覚的注意の定位と持続も可能と考え
られた。その上で、気づけなかった位置へのリーチングを重ねるこ
とで気づきが得られたことから、視覚的注意の定位と持続が見られ
たことは特筆される。リーチングと空間への視覚的注意に関する乳
児研究から、運動機能の発達は乳児の空間への注意を変え、空間の
認 識 を 新 た に 生 み 出 す と さ れ る （ Horobin	 &	 	 Acredolo,	 1986;	
Kermoian	&	Campos,	1988）。また、内藤（2008）は障害のない成人
において行為を伴う視覚探索では、注意配分が相対的に視野の下方
及び身体に近い領域に増大することを示し、これらの領域は人の動
作が頻繁に行われる重要な領域であるために注意が多く配分されて
いるとしている。これらの知見を援用すると、本研究において、気
づけなかった位置へのリーチングを重ねることにより、気づきが向
上したことから、リーチングには対象位置への視覚的注意を高める
作用があると考えられた。	
	
	 (2)空間への視覚による選択的注意の高まりと共同注視の生起	
	 前項において、リーチングが視覚的注意の配分に影響する可能性
をみた。ここに人が関与して対人的世界の認識が促されることが期
待される。重複障害で肢体不自由が重度であっても、眼球運動の制
御は比較的影響を受けにくいとされ、視線や注意を制御して他者と
注意を共有することは、社会的学習や相互交渉手段の獲得に重要で
ある（鈴木・藤田，1997）。本研究のリーチング時の呈示者と対象児
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の行動から、共同注視に関する興味深い結果を得た。対象児の共同
注視は右側の近位空間にある B2 位置に対して自発的に生じた。他
方、左側の近位空間にある B8 位置には生起しなかった。また、机上
21 箇所の位置に物を呈示して対象児の気づきを調べた際に、生活で
の手の使用頻度が高い右側の空間位置への気づきが高かった。これ
より、対象児にとっての視覚的注意の配分は、手の使用頻度と関係
して空間的広がりをもつと推測された。その上で、共同注視が生起
しなかった B8 位置へのリーチングの繰り返しにより、呈示者との
共同注視が生起するようになった。これより、リーチングによる注
意の高まりが、共同注視の生起にも影響すると考えられた。そして、
共同注視が社会的学習や相互交渉手段の獲得に寄与する「共同注意」
へと移行するには、視線が特定対象に向けられるという視線がもつ
志向性や指示性の理解が必要であろう。すなわち、共同注視から共
同注意への機能的移行には、子どもの注意を導いて相互交渉しよう
とする養育者の行動が、子どもにやり取りの流れに沿った物や人へ
の注意配分を促し、他者の注意に関する子どもの理解が促されるこ
とが必要と考えられる（常田,	2007）。 	
	 しかし、このような相互交渉過程で視線のもつ意味が漸成的に形
成されるとしても、その契機としての「共同注視」の生起は重要で
ある。共同注視が生じない重症児も多い。この場合、リーチングな
ど、空間への行為によって視覚的注意を高めていく実践も有効と思
われる。	
	
	 (3)発達におけるリーチングの機能	
	 リーチングは目標物を視覚により認知して、手を伸ばし掴む行動
であり、生活や学習では頻繁に用いられる。本研究から、1 例の対
象児において、リーチング時の物の呈示位置が姿勢変化や腕の運動
の発現に影響し、視覚情報を活用して頭部と躯幹、そして腕の運動
の協調性が改善される可能性が示唆された。また、リーチングは空
間への注意の配分に影響し、呈示物への気づきや呈示者との共同注
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視の生起を促す可能性も考えられた。これより、リーチングには、
物や人への視覚の選択的注意と姿勢・運動調整に関わって、発達に
おいて認知し行動し得る生活空間の拡大に重要な機能があると考え
られた。また、発達援助に関わっては、生活や学習において、療育
者が重症児のリーチングしやすい位置にのみ物を呈示することは、
姿勢・運動調整の固定化を招き、空間への注意の広がりを制約する
ことも危惧される。リーチングする意欲を考慮しつつ、対象物の呈
示位置を変えることは、対象児の視覚的注意と姿勢・運動の調整能
力を促すことにつながると思われた。対象事例を増やして、上記知
見を確認する必要がある。	
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第 12 章 	 リーチングが視覚の選択的注意に及ぼす効果	
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第 1 節 	 問題と目的	
	
	 前章でリーチングを指標として、1 例の重症児で視覚と姿勢・運
動調整の関係を検討した。結果、対象児のリーチングは物の呈示位
置によって、到達時間・運動の円滑さ・視覚活用の様相が異なり、
リーチングを重ねることで、視覚を活用した頭部と躯幹、腕の運動
の協調性が改善されることを示した。また、リーチングは空間への
視覚の選択的注意に影響して呈示物への気づきを促し、物を介した
呈示者との共同注視を促す可能性が示された。これらの知見は、感
覚と運動の相互依存性を示唆し、リーチングには、物や人への視覚
の選択的注意と姿勢・運動調整に関わって、認知し行動し得る生活
空間を拡大することにおいて重要な機能があると考えられた。特に
探索行動への移行と促進を目指すには、その前提となる視覚の選択
的注意への影響が重要である。	
	このためには、リーチングにより、空間への視覚による選択的注意
資源配分への影響を検討する必要がある。そして、視覚への注意資
源配分の変化は、呈示者との共同注視に影響するのかを検討するこ
とが課題となった。加えて、上記の前章の結果とそこから得られた
検討課題は 1 事例に由来するものであるため、多様な臨床像を示す
重症児の問題を考察するためには、対象事例を追加する必要がある。	
	 これより、リーチングが視覚による選択的注意に及ぼす影響に着
目し、事例を追加して検討した。支持座位と上肢運動が一定可能な
重症児 3 例を対象に、リーチング時の物への気づきを指標として空
間への視覚の選択的注意の状態を明らかにし、リーチングの効果を
検討した。	
	
第 2 節 	 方法 	
	
1.  対象児	
	 脳性麻痺と知的障害が併存した3名（以下、A・ B・Cとする）とし
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た。A（8歳・男）は小脳変性症、B（7歳3ヶ月・女）とC（6歳 11ヶ月
・男）は、脳室周囲白質軟化症と診断された。3名共に肢体不自由特
別支援学校に在籍し、日常生活では食事・排泄など全面的介助を要
した。	
	
	 (1)発達検査の結果	
	 遠城寺式乳幼児分析的発達検査の結果をTable	 12-1	 に示す。こ
の結果は担任教師が評価したものである。これによると、Aは対人関
係・発語・言語理解の発達年齢が3歳 4ヶ月〜 3歳8ヶ月であり、移動
運動・手の運動・基本的生活習慣は、6ヶ月〜1歳3ヶ月であった。特
に言語領域と運動領域の発達にギャップが大きかった。Bは、基本的
生活習慣が9ヶ月、他が5〜 6ヶ月であり、各領域のギャップは小さか
った。他方、Cは各領域の発達年齢が6ヶ月までの状態であり、特に
手の運動領域と言語領域の発達年齢が低かった。	
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Table 12-1 遠城 寺 式 乳幼 児 分析 的 発 達検 査の 結 果  
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	 (2)視覚と運動機能の状態	
	 3名共に頸定・寝返りが可能であり、日常の生活では支持座位と臥
位姿勢（仰臥位・側臥位・腹臥位）で過ごした。特に視覚と運動機
能の状態をTable	11-2	に示した。Aの視覚機能は注視・追視が共に
良好であった。運動機能は左右の腕の運動と手指での把握も一定可
能であり、日常生活では右の腕と手指の使用頻度が高かった。Bの注
視・追視は左側が共に良好であったが、右側への注視が不安定で、
追視は正中線を超えて右側へは生じなかった。運動機能では、左右
の腕の運動は一定可能であるが、把握には左の手指を用いた。日常
生活では、左腕と左の手指を使用した。Cは、注視・追視、共に良好
であった。また、左右の腕の動きも一定可能であり、日常生活での
観察から、顔を触る・口に指を入れるなどの行動を認めたが、物を
把握する行動は観察できなかった。	
	
2.  資料収集の方法	
	 (1)収集期間と頻度	
	 １週間の学校生活や授業における、教師と対象児との物を介した
やり取りを VTR 記録した。その後、場面設定観察を実施した。	
	
	 (2)場面設定観察での課題と手続き	
	 課題は、机上に呈示された物（対象児が生活や学習で使用する一
辺が約 8cm	の立方体スイッチ）にリーチングすることを求めた。行
動観察には 3 台の VTR カメラを用いた。１台は、対象児を含めた周
囲の状況を広く記録し、他の２台は呈示物への注視とリーチングを
観察するため、対象児の前方左右 45 度の方向から記録した（Fig.12-
1）。物の呈示には、10cm 間隔の方眼シートを机上に設置して呈示位
置を同定した。呈示位置は対象児の姿勢や身体サイズを考慮して、
3〜 9 箇所とした（Fig.12-2）。位置を決める際には、対象児の正中
位置を含め、左右方向にそれぞれ 20cm または 30cm の間隔をあけた
3 つのライン（図中の M：正中・R：右・L：左）と前方向に 10cm の 	
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Table 12-2 視 覚と 上 肢運 動 の状 態  
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Fig.12-1 課題 場面 の 設定  
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間隔をおいた 3 つのライン（図中の N：近位・I：中間・F：遠位）と
の 9 つの交点位置から選定した。A には前述の交点位置 9 箇所に呈
示した。B には F と M・L・R の交点位置 3 箇所、そして、C には I と
M・ L・ R との交点位置 3 箇所に呈示した。物の呈示は、衝立で対象
児の視覚を遮蔽した状況で行い、物の設置後に衝立を取り除いた。
その直後からの行動を観察した。課題は、前述の呈示位置全てへの
試行（A は 9 試行・B と C は 3 試行）を 1 セットとし、セット間の間
隔を 1 日あけて一人当たり 4〜 5 セット実施した。各セットでの呈
示位置は無作為に決めた。対象児は座位保持椅子に着座した姿勢で、
前傾姿勢がとれ、かつ、躯幹の起立を保持できる程度に躯幹保持ベ
ルトを調整した。課題の遂行には、担任教師が同席して対象児の体
調や意欲等を観察し、適宜、休憩を入れて実施した。	
	
	 (3)物に気づかない場合の援助行動	
	 物への気づきは、リーチングの前提となる。本研究では、この気
づきに対するリーチングの影響を検討するため、気づきを促す必要
があった。このため、物に気づかない場合に以下の 4 つの援助行動
をとった。①呈示者による物の注視、②呈示者による物への指さし
（物と指の距離を約 30ｃｍに保つ）、③呈示者が物に触れて見せる、
④呈示者が対象児の眼前に物を呈示し、注視を維持しながら所定の
位置に置き直す、であった。なお、援助行動を行った試行は、気づ
き時間の検討から除外した。	
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Fig.12-2 場面 設定 観 察で の 物の 呈 示位 置  
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	 (4)倫理的配慮	
	 本研究の遂行にあたり、対象児の担任教師が同席し、対象児の体
調と状態に配慮しながら実施した。また、代諾者としての保護者に
は、研究目的と計画、実施方法、資料の使用範囲と管理方法、個人
情報保護について文書と口頭で説明し、対象となることの同意を文
書で得た。	
	
3．資料の整理方法	
	 (1)気づき時間の計測	
	 衝立で対象児の視覚を遮蔽した状況で物を呈示し、衝立を取り除
いた直後から呈示物を注視するまでの時間を気づき時間とした。気
づき時間の計測は、課題遂行時の VTR 記録をもとに、行動コーディ
ングシステム（BECO;DKH 社製）により計測した。このシステムは、
時系列上で対象児と呈示者の双方に出現した各行動の生起と持続を
検出するものである。画像データの精度は 1/30 秒、データの表示単
位は 0.01 秒であった。	
	
		(2)気づき時間の処理	
	 セットごとに各呈示位置に対する気づき時間を計測し、呈示位置
ごとの平均値と標準偏差値を算出した。	
	
		(3)行動の定量化	
	 課題遂行時に呈示者と対象児の双方に出現した行動を行動コーデ
ィングシステムにより同定した。	
	
第 3 節 	 結果 	
	
1.  物の呈示位置と気づき時間の関係	
	 Table	12-3 に、気づき時間の平均値と標準偏差値を示した。C に
は自発的な気づきが見られず、全てのセット・試行において援助行
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動を要した。このため気づき時間の検討から除外した。結果、気づ
き時間の平均値は、対象児によって、そして、呈示位置によって大
きく異なった。他方、標準偏差値は、B では位置による違いは小さ
く、A では位置による違いが大きかった。これより、対象児ごとに
呈示位置と気づき時間の関係を見た（Fig.12-3）。この図から、A の
気づき時間の平均値は MI が 0.78 秒と最も短く、ついで MF、LF、RF
の順に延長した。これらの位置には、物の呈示後１秒前後で気づき、
標準偏差値も小さかった。他方、LN への気づきには 2.83 秒と最も
時間を要し、MN、 RI、 LI、 RN への気づきには、1.90 秒〜 2.47 秒の
時間を要した。標準偏差値は、特に LN と LI で大きかった。正中の
中間位・遠位と左・右の遠位に置かれた物への気づきは相対的に早
く、左・右・正中の近位と左・右の中間位置への気づきが相対的に
遅かった。他方、B の気づき時間の平均値は、MF で最も短く 4.10 秒
であった。次いで、RF、 LF の順に延長した。標準偏差値は RF で大
きく、他の位置では小さかった。	
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Table 12-3 呈 示物 へ の気 づ き時 間 の平 均 値と 標 準偏 差値  
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Fig.12-3 物の 呈示 位 置と 気 づき 時 間  
（平 均 値と 標準 偏 差値 ）  
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2.  気づき時間と日常生活での物の呈示位置との関係	
	 物への気づきには、人との関わりにおける物への注意喚起を伴い、
物の位置と呈示頻度が影響すると思われる。これより、気づき時間
と日常生活で物が呈示された位置との関係を検討した。Fig.12-4 は
一週間の予備観察に基づき、生活や授業で物が呈示された各位置を
プロットしたものである。これによると、A に対しては正中から右
空間の 65 箇所、左空間の 41 箇所に物が呈示され、相対的に右空間
への呈示が多かった。また、前方 10〜 20cm の範囲に呈示されること
が多かった。つまり、正中の中間位と正中の近位付近への呈示頻度
が高かった。他方、B には、正中から左空間の 44 箇所、正中から右
空間の 25 箇所に呈示されており、左空間への呈示頻度が高く、前方
距離では 10〜 30ｃｍ範囲への呈示頻度が高かった。A の日常生活で
の物の操作は、右の腕と手指を使用が多く、B は左の腕と手指を使
用しての操作頻度が高かった。これより、物が呈示される位置は、
操作時に使用する腕や手指と関係することが示唆された。その上で、
気づき時間との関係をみると、A では呈示頻度の高い位置付近にあ
る MN・ MI・ RI・ LI への気づき時間は、MI で最も早かったが、MN・
RI・ LI など気づきに比較的長い時間を要した位置も含まれていた。
すなわち、呈示頻度の高い位置付近への気づきが必ずしも早いとは
言えなかった。これより、日常生活において物が呈示された位置で
はなく、呈示された際に物へのリーチングが出現していた位置との
関係をみた。Fig.12-5 に日常生活において物が呈示され、かつ、リ
ーチングが生起した位置を示した。この図から、A では、MI・ MF・
RF・LF 付近へのリーチングが見られており、いずれも気づき時間が
短かった位置付近であった。また、B では、MF・ LF 付近への呈示に
対してリーチングが生起しており、MF の位置への気づきが最も早か
った。以上の結果から、日常生活における物の呈示位置よりも、リ
ーチング頻度の高い位置と気づきの関係が示唆された。しかし、B に
おいて、リーチング頻度が高い LF よりも、リーチングが見られなか
った RF への気づきが早かった。B の標準偏差値は、LF よりも RF が
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大きかった。つまり、気づき時間の平均値から見ると RF は MF に次
いで短かったが、セット間でのバラツキも大きかった。これより、
セットごとの気づき時間を検討する必要があると思われた。	
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Fig.12-4 日常 生活 で 物が 呈 示さ れ た位 置  
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Fig.12-5 日常 生活 で リー チ ング が みら れ た位 置  
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3.  課題セットと気づき時間の関係	
	 Fig.12-6 に、課題セットごとに気づき時間の推移を示した。A と
B 共に 5 セット実施したが、気づきに援助行動を要したセットを除
いた。A では第 1 セットを除いた 4 セット分の結果を、そして、B で
は第 1 と第 2 セットを除いた 3 セット分の結果を示した。まず、A
では、気づき時間の平均値が短かった MI、MF、RF、LF では 4 セット
共に短時間で気づき、気づき時間はセット間で安定していた。他方、
気づきに時間を要した RN・RI・LN・LI へは、第 3 セット〜第 5 セッ
トにかけて気づき時間が短縮し、特に、日常生活でのリーチング経
験が少ない LN・LI ではその短縮が顕著であった。同様の傾向は B で
も認められ、セットを経ることで気づき時間の短縮が認められた。
そして、日常生活でのリーチング経験が少ない RF での気づき時間
の短縮が顕著であった。これらの結果から、リーチングにより気づ
き時間が短縮する関係が示され、特に日常生活でのリーチング頻度
が低い位置での気づき時間が顕著に短縮した。	
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Fig.12-6 リー チン グ に伴 う 「気 づ き時 間 」の 変 化  
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4.  気づきと援助行動	
	 次に、自発的に気づけなかった際の援助行動について検討した。
気づきを促すために 4 種類の援助行動をとった。これらは、呈示物
の指示性において、間接的な手段からより直接的な手段であった。
Fig.12-7 に、援助行動と気づきの結果を示した。A は、第 1 セット
の RI・LN・LI に対して自発的に気づけなかった。この内の RI と LN
には呈示者が物を目視する行動により気づくことができた。また、
LI へは指さしにより気づいた。援助行動により気づいた後は、いず
れの位置へもリーチングが出現した。第２セット以降は、9 箇所の
呈示位置に対して自発的に気づいてリーチングが見られた。B は、
第 1 セットで 3 箇所全てに気づけなかった。このうち MF と LF には
呈示者の視線で気づき、RF には指さしで気づけた。気づいた後には
リーチングが出現した。第 2 セットでは、MF・LF には自発的に気づ
いたが、RF には気づけなかった。しかし、RF へは第 1 セットで有効
ではなかった視線により気づけていた。すなわち、第 2 セットでは、
呈示物への指示において、より間接的な援助行動であっても気づく
ことができていた。この後リーチングが出現し、第 3 セット以降は、
自発的に気づいてリーチングが出現した。	
	 他方、C は全ての課題セットにおいて自発的な気づきが見られず、
援助行動を要した。また援助行動により気づいた後に、リーチング
が出現することはなかった。気づきに要した援助行動は、第 1 と 2
セットでは指さしであり、その後の第 3 と 4 セットでは呈示者が物
に触れる・物を眼前に呈示し、注視を保ちながら机上に置き直すな
ど、物の指示において、より直接的な手段を必要とした。	
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Fig.12-7 気づ きと 援 助行 動  
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第 4 節 	 考察 	
	
1.  脳性麻痺の障害と空間認知	
	 脳性麻痺の認知についての論文数は少ないが、わが国でも幾つか
の研究がなされてきた（中司・小川・藤田，1971；仲山，1984；昇
地，1978）。これらの研究から、脳性麻痺児では、視覚弁別課題は比
較的良好であるが、図と地の知覚、WISC の組み合わせや積木模様な
どの構成課題に困難がみられ、図形の諸要素の位置関係を抽出する
機能の未発達さが指摘されてきた。また、脳病理所見から、痙直型
四肢麻痺・両麻痺では病巣がしばしば側脳室周囲白質に及ぶことと
の関連で、一次視覚野から高次感覚野に至る背側視覚路障害の指摘
もある（小枝・渡辺・木村・西・竹下，1990）。しかし、脳性麻痺全
ての病変部位が背側視覚路へと拡がって、視空間認知に影響してい
るとは言えない。対象児の脳病理所見における病変位置と視覚認知
の障害との検討が必要である。	
	 本研究の対象児３名は、遠城寺式乳幼児分析的発達検査の結果に
おいて、基本的生活習慣と対人関係が 5 ヶ月以上にあり、人や玩具
などに対する弁別行動が生じており、形態視は一定可能な状態にあ
ると思われた。他方、空間視について、A と C は日常生活におい左
右空間への注視と追視が良好であった。しかし、B では右空間への
注視の生起が不安定であり、追視は正中線を超えて右空間には生じ
なかった。しかし、リーチングを重ねた結果、呈示された物への気
づき時間は形成的に短縮し、右空間に呈示した物への注視が安定し
て生起するようになった。人は複数の感覚器を通して得られる情報
に対して、それらを選択して強調することで環境への適切な行動を
遂行している。この情報処理を制御する機能が注意である。これよ
り、B における右空間への注視の不安定さは、視機能の障害ではな
く右空間における視覚の選択的注意の状態が影響していたと思われ
た。そして、このような左右空間への注意資源の配分に異なりが生
じた要因には、日常生活での姿勢や手の使用経験にあると思われた。
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B は日常生活において、右側を下にした側臥位姿勢で長い時間を過
ごし、左手で物を操作することが殆どであった。この姿勢から躯幹
を起立させた座位姿勢をとった場合、視空間は右側に新たに広がる。
すなわち、身体軸正中線を境に左右の空間ができる。日常生活では、
物と身体軸の関係から、左手での操作・左側への頭部運動・左側へ
の眼球運動の経験が多く、身体軸の左側空間への運動が高い頻度で
生じていた。これより、身体軸を中心に左空間への視覚による選択
的注意資源の配分が増大し、行為が殆ど行われない右空間への視覚
の選択的注意資源の配分が減少していたため、同空間への注視の生
起が不安定であったのかもしれない。身体と空間認知の関係につい
て、Butterworth（ 1981）は乳児研究から、対象物への空間定位は自
己の身体や行動に準拠した自己中心 的な空間定位システム（ ERS：
egocentric	reference	system）によるとした。また、干川（1993）
は自己の身体あるいは人形を基準とした「上・下」「左・右」「前・
後」の方向指示の理解は、寝たきり群よりも立位・歩行可能群で高
かったことから、動作・運動レベルが高いほど空間認知における方
向理解がより高くなるとしている。これらの知見は、発達初期の空
間定位が身体軸と運動を中心に形成されることを示唆する。従来、
肢体不自由には運動機能の制限から生じる二次的な認知活動の制約
が指摘されており、改めて空間認知に及ぼす姿勢・運動の重要性が
示唆された。	
	
2.	リーチングと視覚の選択的注意、共同注視への影響	
	(1)	リーチングと視覚の選択的注意	
	 視覚と注意に関する乳児研究から、生後 2〜 3 ヶ月の乳児は周辺
視野へのサッケードが未成熟であり、4 ヶ月頃になると適切なサッ
ケードが可能になるという（Landry,	1995）。その後、人は周辺視で
対象を捉えると眼球を動かして視野の中心で捉え直すようになり、
ここに注意の解放・移動、眼球移動のメカニズムが関与するとされ
る（松沢・下條，1996）。内藤（2008）は障害のない成人において行
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為を伴う視覚探索では、視覚による選択的注意資源の配分が相対的
に視野の下方及び身体に近い位置に増大するとした。これらの位置
は人の動作に伴う作業が頻繁に行われる重要な位置であるために、
視 覚 の 選 択 的 注 意 資 源 が 多 く 配 分 さ れ て い る と し た 。 ま た 、 吉 川
（2017）は、一人の重症児でリーチングが物への注意喚起だけでな
く、呈示位置への注意をも高めることを示した。このことから、物
への行為は、空間への視覚による選択的注意資源の配分に影響する
とした。	
	 本研究でも A と B は、リーチングを重ねることで物への気づき時
間が短縮した。呈示物は不変であり、呈示位置がランダムに変化す
る事態であった。他方、リーチングが全く出現しなかった C では、
物の呈示を繰り返しても自発的な気づきはなかった。また、自発的
に気付けない場合の援助でも、A と B は呈示者の視線など、より間
接的な援助で気づけたが、リーチングが全く生じなかった C には直
接的な手段が必要であった。これより、対象児 A と B には気付けな
かった位置へのリーチングにより、その位置への視覚の選択的注意
資源の配分が増大し、後の試行では同位置に呈示された物への気づ
きが改善したと思われた。そして、援助行動を受けて物に気づいて
もリーチングしなかった C には、呈示位置への注意の高まりは生じ
ず、気づきに改善が見られなかったと思われた。重症児の場合、空
間への視覚による選択的注意を高めるには視・聴覚による注意喚起
のみでは十分でなく、呈示物（位置）へのリーチングが有効である
と示唆された。	
	
	 (2)	視覚の選択的注意資源の配分と共同注視	
	 A と B において、初見で呈示物に気づかなかった際に、呈示者の
視線を追従して物に気づくことができた。吉川（2017）は、重症児
のリーチング経過で、呈示者の視線を追従して呈示物に気づけるよ
うになったことを報告し、共同注視の生起に視覚の選択的注意の状
態が影響すること指摘した。本研究においても、リーチングに伴い、
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呈示物への気づきの高まりとともに共同注視が生起しやすくなるこ
とが示された。肢体不自由が重度であっても、眼球運動の制御は比
較的影響を受けにくいとされ、視線や注意を制御して、他者との注
意を共有することは、社会的学習や相互交渉手段の獲得に重要であ
る（鈴木・藤田，1997）。「共同注視」がその後の「共同注意」へと
機能移行し、視線でのコミュニケーションが成立するには、視線が
特定対象に向けられるという視線がもつ志向性や指示性の理解が必
要である。Butterworth	and	Jarrett（ 1991）は、乳児の視線追従を
３段階に分けた。6 ヶ月児は、大人の視線の変化に反応して大人が
見ている「方向」を見るが、最初に目にはいった物に視線を止めて
大人の見ているターゲットを正確に捉えられない。12 ヶ月児では、
同一方向に複数の対象物がある場合でも、ターゲットを正確に見る
ことができる。そして、18 ヶ月になれば大人が乳児の後方など、視
野外のターゲットを見たときでも振り返って大人が見ているターゲ
ットを「探す」ことができるとした。視線追従行動について、Baron-
Cohen（ 1999）は、爬虫類からヒトに至る動物一般には、眼様刺激に
対して敏感に反応する視覚メカニズムが備わっており、特にヒトで
は視線検出器（EDD：eye	direction	detector）として飛躍的に進化
してきたとする。この EDD を基礎に、やや時期が遅れて自己と他者
が同じ対象に注意を向けているかを同定し、その対象に対する他者
の意図性を読み取る注意共有メカニズム（ SAM： shared	 attention	
mechanism）が発現するとした。Hood,	Willen	and	Driver（ 1998）
は、 3 ヶ月児でも他者の視線方向と同方向に反射的に注意を向ける
ことを示し、EDD の存在を支持した。反射的注意シフトの生起につ
いて、Farroni,	Johnson,	Brockbank	and	Simion（ 2000）は、乳児
が他者の視線を追従するには、瞳の動きの知覚が必要とした。他方、
Mansfield,	Farroni	and	Johnson（ 2003）は、成人では瞳の動きが
なくてもターゲットへのサッケードが生じたことから、成人と乳児
では注意シフトの現象は類似してもメカニズムは異なると結論づけ
た。以上より、共同注視から共同注意への機能移行には、視線の動
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きへの単なる反応から、視覚の選択的注意による視線への気づきと
理解を促し、認知的モジュールとなるための漸成的過程の検討が重
要と考えられた。	
	 本検討の結果から、リーチングには、空間位置への視覚による選
択的注意資源の配分を増大させる効果があると思われた。加えて、
特定位置への視覚の選択的注意資源配分の増大は、その位置への共
同注視をも生起しやすくすることが複数の重症児において確認され
た。これより、空間への視覚の選択的注意を高めつつ、共同注視を
生起・促進できれば、その後の視線への気づきと理解を促すことの
可能性も高まると思われた。	
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第 13 章 	 小括 	
	
	 重症児において期待反応の生起と相前後して意図的操作が活発に
なり、外界への能動的探索が始まることが報告されている。しかし、
意図的操作が外界への探索活動へと拡がって、外界の物や空間への
認識を促す発達援助については、まだ十分な検討がなされていない。	
	 これより、第Ⅲ部では、座位や支持座位が可能で上肢運動も一定
可能な重症児の物や空間への定位行動のありようを検討し、これを
促進するための発達援助の要因を検討した。その際にリーチングに
着目した。リーチングは、従来、空間認知の指標や知覚と運動協応
の指標として、乳児を対象に様々な検討が試みられてきたが、重症
児を対象としたリーチング研究は少ない（第 9 章）。	
	 このため、まず、重症児 49 例を対象として、リーチングの発現と
その後の発達指標への到達について、遠城寺式乳幼児分析的発達検
査の結果から検討した。結果、リーチング生起者では、これ以後に
出現する各発達項目への到達が良好であり、他方、リーチング未生
起者も多くおり、これらの者ではリーチング発現までの発達項目や
それ以後に出現する発達項目が未到達であることを指摘した。この
ように、リーチングの発生はその後の発達に大きな影響を及ぼすと
思われた（第 10 章）。 	
	 次に、リーチングを指標として、1 例の重症児における視覚的注
意と姿勢・運動調整の関係を検討した。結果、対象児のリーチング
は物の呈示位置によって、物への到達時間・運動の円滑さ・視覚活
用の様相が異なった。そして、リーチングの繰り返しにより、視覚
を活用した頭部と躯幹、上肢運動の協調性が改善された。また、リ
ーチングは空間への視覚の選択的注意資源の配分に影響し、呈示物
への気づきや呈示者との共同注視の生起を促す可能性も示唆された。
これにより、リーチングする意欲を考慮しつつ、対象物の呈示位置
を変えることで、対象児の視覚的注意と姿勢・運動調整が促進され
ると思われた。今後、対象事例を増やして、上記知見を確認するこ
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とが課題となった（第 11 章）。 	
	 特に、重症児の探索行動を促すために、視覚による選択的注意に
及ぼすリーチングの効果を検討した。このため、支持座位と上肢運
動が一定可能な重症児 3 例のリーチングを観察した。最初に、対象
児の視覚を遮蔽した状態で机上に物を呈示し、遮蔽を解除した直後
から対象児が物に気づくまでの時間を計測した。物は机上の 3〜 9 箇
所の位置に呈示した。物に気づくまでの時間を指標に各位置での視
覚の選択的注意資源配分の状態を調べたところ、位置によってその
注意資源の配分は異なると考えられた。次に、各位置へのリーチン
グ経験を積むことで物に気づく時間が変化するのかを調べた。結果、
リーチングを経験した位置への気づきは、より速くなることがわか
った。これより、リーチングには、位置への視覚による選択的注意
資源の配分を増大させる効果があると思われた。加えて、特定位置
への視覚による選択的注意の高まりは、その位置への共同注視をも
生起しやすくすることが見出された（第 12 章）。 	
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第Ⅳ部 	 重症心身障害児の応答性促進に関する実践検討	
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第 14 章 	 実践検討 1：覚醒系機能の成熟から定位反応の	
喚起・促進を目指した実践	
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第 1 節 	 問題と目的	
	 	
	 療育実践の際に、呼びかけや物を見せても「反応がない」と「聞
こえない」、「見えない」と判断しがちであり、その感覚への働きか
けが消極的になる。感覚系の末梢水準で顕著な欠損や障害が特定さ
れない限り、積極的な働きかけを粘り強く続け、感覚系とともに覚
醒系を活性させて、反応を引き出していくことが求められる。	
	 覚醒系は、刺激の受容・処理・表出過程の全般に関わる機能であ
り、脳幹網様体が機能の中核を担う。重症児の「聞こえ」について、
聴性脳幹反応（ABR）を指標に聴覚閾値を調べたところ、「聞こえな
い」ことにより「反応がない」者は、従来予想されていたほどには
多くなく、むしろ脳幹部の神経学的機能の障害がより大きく影響し
ている（片桐・石川，1986）ことが報告されている。	
	 これより、脳幹網様体の機能を高め、働きかけに対する反応を引
き出すための実践が重要である。働きかけをより効果的に受け止め
られる「良い状態（目覚めた状態）」を一日の生活の流れの中で組織
し、定位反応喚起と促進の要因を検討した。	
	
第 2 節 	対象児 	
	
(1)  臨床像	
	 対象児は 2 歳時にウィルス性脳炎に罹り、現在は、知的機能と運
動機能に重篤な障害がある 8 歳の男児である。てんかんが併存する。
学校生活では、眠っていることが多く、覚醒させようとして強く働
きかけると、てんかん発作を誘発することもあり、療育活動自体が
成立しにくい事例である。抗てんかん薬を服用しており、学校や家
庭では、仰臥位と腹臥位姿勢で過ごしている。覚醒の状態について
は、視・聴覚・触覚に働きかけても目覚めないことが多いが、「ゆら
し」などでは、目を軽く開けて、まどろみ様の状態を示すこともあ
る。生活環境下の刺激や働きかけに対する反応はほとんど喚起され
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ない。このため、感覚機能の状態について、行動水準での評価も困
難であった。	
	
	(2)	 発達検査の結果	
	 遠城寺式乳幼児分析的発達検査の結果は、以下のとおりである（担
任教師による評定）。	
	 ①運 	 動：移動運動 1 ヶ月・手の運動 1 ヶ月 	
②社会性：基本的習慣 4 ヶ月・対人関係 3 ヶ月 	
③言 	 語：発語 3 ヶ月・言語理解 1 ヶ月 	
	
第 3 節 	 実践の方針と方法	
	
	 ①一日の覚醒水準の変動を観察して、いつ・どのような場面・状
況で、より目覚めた状態になりやすいのかを調べる。	
	
	 ②シーツブランコ、ファシリテーション・ボールなどでの「ゆら
し」により、できるだけ目覚めさせ、その状態を維持させながら関
わりを行う。その際に、てんかん発作を誘発しないように強い刺激
呈示を避ける。	
	 	
	 ③覚醒水準の変動を考慮して、重点的な働きかけを行う時間帯と
内容を設定することで、覚醒状態の変動リズムを日課の流れに同調
させることをねらう。	
	
第 4 節 	 実践の経過と考察	
 
1．「ゆらし」を用いた関わりと覚醒時間の変化  
	 実践の方針①に従い、睡眠−覚醒のリズムを調べた。本児は、朝 8
時 40 分頃登校し、15 時頃に下校する。学校にいる時間帯での睡眠
−覚醒の状態を調べた。まず、本実践開始初期の 14 日間の睡眠覚醒
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の様相を Fig.14-1 に示した。この図から、学校にいる時間のほとん
ど が 睡 眠 状 態 に あ る が 、 11:00 − 11:30 の 時 間 帯 の 30 分 間 と
13:30−14:00 の時間帯の 30 分間が比較的目覚めていることが多い
とわかった。これより、この２つの時間帯に実践の時間帯を合わせ
て、関わりを行なった。関わりは、シーツブランコにより「ゆらし」
刺激を提示しながら身体接触や視・聴覚への働きかけを行った。ま
た、保護者には、この睡眠 −覚醒の結果を元に、主治医に学校での様
子を伝えてもらい、抗てんかん薬の調整を依頼した。	
その後、本児の覚醒時間が延長するような印象も明確にはもてなか
った。また、働きかけても反応が活性化する印象もなかった。	
	 6 ヶ月後に、再度、睡眠 −覚醒の様相を調べた。この結果を Fig.14-
2	に示す。これによると、覚醒している時間が２時間に延長し、ま
た時間帯（10:30-12:30）も明瞭になってきた。この頃のゆらし刺激
に対して、「大きく開眼」し始めた。また、ゆらした後には、眼球運
動が活発になることがみられた。しかし、働きかけに対して、関わ
り手など特定の対象を見る行動は未だ出現しなかった。これらの結
果を主治医に報告して、抗てんかん薬の調整を依頼した。	
	 9 ヶ月後には、覚醒時間がかなり延長し、日中の睡眠がかなり減
少した（Fig.	14-3）。9:00-14:30 の時間帯で、時折、まどろみ状態
になることもあるが、概ね覚醒しているようなった。そして、関わ
りに対する反応も変化してきた。この頃のゆらしに情動の変化は見
られなかったが、ゆらし終わって小休止を挟んだ後に、「〇〇ちゃん、
ゆらゆらする？」と教師が声かけすると、教師の方をしっかりと見
るようになった。この他、朝の会や授業において視聴覚に働きかけ
る場面では、呈示される物にしっかりと視線を向けるようになって
きた。この間の本児に見られた行動変化の特徴は、覚醒時間の延長
と眼球運動の活発化、そして、人や物への注視が安定したことであ
る。さらに、朝の会での出欠調べの場面で、友達の名前が呼ばれる
とその子の方に視線を向ける様子が見られた。	
	 これより、まず、覚醒系に働きかけ、覚醒水準を高めつつ、関わ
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りを行うことの重要性と有効性が示唆された。	
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Fig.14-1 睡眠 —覚 醒の 様 相  
                           （ 開 始〜 14 日間 ）  
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Fig.14-2 睡眠 —覚 醒の 様 相  
（実 践 開始 か ら 6 ヶ月 後 の 20 日 間 ）  
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Fig.14-3 睡眠 —覚 醒の 様 相  
（実 践 開始 か ら 9 ヶ月 後 の 20 日 間 ）  
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2．定位行動の発生について	
	 本児は、行動表出が少なく、要求や意思の読み取りが難しい事例
であったが、覚醒機能の向上に伴い、眼球運動が活発に見られるよ
うになった。この時の眼球運動は滑動性の眼球運動ではなく、衝動
的なものであった。後に、滑動的な眼球運動への変化が見られ始め、
特に、朝の会での出席調べの際に、友達の名前が呼ばれると、その
友達の方に視線を向ける行動が見られた。これらのことから、友達
の写真を用い視覚偏好法を用いて理解の状態を調べた。	
	 具体的には、友達の顔写真カード（横 8cm×縦 10cm）を用い、２
枚の顔写真を眼前に並べて呈示し、「○○ちゃん」と問いかけて目の
動きを観察した。	
	 結果、名前と一致した写真を「見る」ことが観察され、写真の位
置を入れ替えて、もう一度同じ問いかけを行なった。この場合も、
名前と一致した写真に視線を向けた。この方法で写真を変えて調べ
てみると、クラスの子どもたち６人全ての写真を正しく見ることが
できた。	
	 これより、視覚機能の状態としては、横 8cm×縦 10cm サイズの顔
写真で人の区別がつく程度の視力があること、「〇〇ちゃん」との言
葉に対しての選択が可能であったことから、一音一音を分離して聞
き取れる聴力があることがわかった。その上で、視覚像と名前を表
す音の纏まり（聴覚像）が結合していると判断できた。これを応用
して、写真や絵カード等を用い、物や人に関する知識を探ることも
可能と思われた。そして、上記のような結合が可能であったことか
ら、期待形成の枠組みを用いて、多様な視聴覚刺激を用いた学習の
可能性をも示唆していると考えられた。	
	
3．感覚と運動の相互依存的協調性の発生について	
	 本児には、定頸がみられないため、生活や療育場面ではヘッドレ
ストを併用した後傾姿勢により頭部を保持していた。覚醒の安定に
より眼球運動が出現し、これに伴って水平方向への頭部運動が見ら
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れ始めた。頭部運動が見られた当初には、眼球運動に続いてわずか
な頭部の揺れが生じた程度であり、頭部の動きには至らなかった。
しかし、眼球運動とともに頸筋群の筋緊張が高まる様子が経皮的に
認められた。療育者は頸筋群の筋緊張から本児の「見ようとする」
意思を感じて、視覚への働きかけを積極的に行うようになった。そ
れまでは、本児の顔前正面位置に物を呈示して、前後の距離を変え
ながら注視を確認していた。その後、注視を確認するために呈示位
置を顔前の正面位置から左右方向に若干ずらした位置に呈示するこ
とで、頭部の動揺する頻度が増加した。この呈示方向に向かう動揺
が持続するようになり、頭部運動が徐々に現れるようになった。頭
部運動が見られることで、明瞭な追視が見られるようになった。ま
た、生活音に対する音源への顔向けも見られるようになった。	
	 	
4．まとめ	
	 本児は、覚醒系の機能が未成熟で、授業中も眠っていることが多
い事例であった。このような事例に対しては、一日の覚醒水準の変
動を観察して、いつ・どのような場面・状況で、より目覚めた状態
になりやすいのかを調べること。そして、より目覚めやすい時間帯
に、シーツブランコなどの「ゆらし」により、できるだけ目覚めさ
せ、その状態を維持させながら関わりを行うことが有効であった。
併せて、抗てんかん薬を服用していたため、主治医に学校での睡眠
−覚醒の様子と働きかけに対する反応の様子を伝え、抗てんかん薬の
調整を依頼した。９ヶ月という長い期間を要したが、覚醒している
時間が延長し、これを安定して維持できるようになった（Fig.14-4）。
これに伴い、物への注視・追視などの定位行動が出現し、これらの
応答行動を基礎にした関わりを通して、刺激と刺激の随伴関係の認
知が可能となった。すなわち、本児においては、覚醒の安定により
定位反応が喚起されて期待形成が可能となった。今後は、これを手
がかりに、より多くの刺激に対する期待形成を促進し、外界への能
動的行動表出へとつなげることが課題である。	
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	また、眼球運動から頭部運動が可能となり、注・追視や音源定位行
動が見られるなど、感覚と運動が相互依存的に連関する過程をみた。
典型発達における外界刺激への応答性について、音源定位行動は生
後の極めて早い新生児期に生じるものであり、視機能と眼球運動に
ついては生後１ヶ月頃に固視反射が生じ、皮質の成熟に伴いこれが
抑制されて、固視の対象を別の対象へと移すことが可能となり、注
視や追視が生じるとされる。このような機能の移行が短期間に、か
つ円滑に進んで行く。他方、本児の場合、「見え」を最適に得るため
の眼球運動、頭部運動が協調して機能していなかった。覚醒機能が
上昇・安定して外界刺激への志向性が生じ、これを原動力とした眼
球運動が見られるようになった。これを契機として、環境要因とし
ての物や人などの志向対象の位置変化を伴わせた関わりを伴いなが
ら頭部運動が生じるに至り、この頭部運動は追視や音源定位行動の
生起につながった。このように、感覚と運動の機能発達は、外界刺
激との関係で機能し協調性を獲得していくこと、そして、感覚と運
動の協調がさらなる外界刺激の受容を促進して、定位反応から期待
形成という学習の基礎となる心理過程が発生すると考えられた。	
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Fig.14-4 覚醒 機能 へ の働 き かけ と 睡眠 −覚 醒の 変 化  
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第 15 章 	実践検討 2	リーチングの発生・促進から空間定位行動の	
拡がりを目指した実践	
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第１節	実践 1	：リーチングの発生・促進の試み	
	
1．問題と目的	
	 外界への能動的行動の一つであるリーチングの発生は認知発達に
おいて重要である。しかし、リーチングが発生しない重症児も多い。
このような重症児に物を見る行動から、リーチングを発生させ、促
進する試みを行なった。	
	 この実践の端緒は、教師が対象児の右手掌面に玩具を触れさせる
と、対象児は玩具を注視したことであった。そこで、触覚を介在さ
せて注視を促進し、ガイダンス法でリーチングの形成を目指した。	
	
2．対象児	
	 対象児は２歳時にウィルス性脳炎に罹り、この後遺症として重篤
な知的機能と運動機能障害診断を受けた 9 歳の女児である。日常生
活では全面的介助を要する。言語はもとより身振りなどの有効な手
段をもち得ていない。運動機能では、左の上・下肢に麻痺があるが、
頸は座っており、寝返りが可能である。日常生活では、腹臥位また
は支持座位姿勢で過ごしていた。この対象児への調査を、3 年間に
わたり定期的に実施してきた。3 年前の状態は、聴覚刺激に対する
振り向きや情動表出は認められるが、視覚刺激への反応は極めて不
明瞭であった。自発する行動は、「腹臥位姿勢で、規則的な左右への
頭振り」と「腹臥位姿勢で、右下肢の規則的な屈伸運動」、「袖噛み」、
「発声」が認められた。このため養育者や教師が対象児の要求や意
図を判断することは、難しかった。関わり当初の遠城寺式乳幼児分
析的発達検査の結果を示す。移動運動：5 ヶ月、手の運動：4 ヶ月、
基本的習慣：7 ヶ月、対人関係：3 ヶ月、発語：4 ヶ月、言語理解：
4 ヶ月。	
	
3．方法 	
	 (1)実践の手続き	
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	 本児を座位保持椅子に座らせ、椅子に取り付けたテーブル上に玩
具を配置して実践した。リーチングを引き出すために、まず、右手
を接触させた状態から始め、玩具を本児の手から徐々に離しながら
リーチングを誘発するようにした。その際に対象物を動かしながら
声をかけ、対象物への注視を誘った。また実践の初期には、右上肢
の自発的動きが現れた場合、リーチングが成功するよう、本児の動
きに教師が手を添えて玩具へ誘導した（ガイダンス方）。実践は 1 週
間に 2 回、 1 回 15 分間で 7 回実施した。	
	
	 (2)行動の観察方法	
	 行動観察には 2 台の VTR を用い、1 台は対象児の正面から映像を
記録し、他の 1 台は対象児の右側面の映像を記録した。正面と右側
面からの映像を時間的に同期させて記録した。	
	
	 (3)結果の分析方法	
	 本児が表出した行動について、正面と右側面の映像を元に分析し
た。分析方法には、①行動表出の時系列解析と②身体部位の運動解
析を用いた。まず、表出された行動を全て拾い上げ、観察項目を決
定した。観察項目は現象の表記として定義した。これより、行動検
出時に観察者の主観が入り検出判断に迷いや誤りが生じないように
した。	
	
① 	 時系列解析	
	 観察者は観察項目にしたがい、各種行動の出現と消失の時間を検
出した。検出には、パーソナルコンピュータを用い、サンプリング
間隔 500ms で分析した。事前に観察項目と PC のキーを対応させて
割り振り、観察者は VTR を見ながら、特定行動が出現している間は
それに対応するキーを押し続ける。この操作を行なうことで、各種
行動の出現時間帯が時系列で記録され、刻々と変化する対象児の行
動をリアルに補足できる。	
	 178	
	
② 	 身体部位の運動解析	
	 対象児の手背と肩の特定位置に直径 2cm の球体を付着して、この
球体の位置変化を手や肩の動きの指標として用いた。また、各部位
の位置変化の距離を求める際に、球体の直径を校正値として用いた。
正面映像から時間経過に伴う左右と上下方向での位置変化を、そし
て右側面映像から前後方向での位置変化を検出した。位置変化を捉
えるために、対象物に触れた状態での肩や手の位置情報を基準点（0）
とし、これとの関係で肩や手の変位を基準化して算出した。したが
って、結果の表示では、手が対象物に接近するにつれて、部位変位
の値が 0 に近づくよう示した。	
	
4．結果と考察	
	(1)	リーチング発生と視覚−運動協応	
	 7 回の実践を行なったが、毎回、実践の終わりに、教師による援
助を全く行わない評価試行を実施した。評価試行で認められた行動
と手の位置変化を Fig.	15-1 に示した。第 1 回目の実践後の評価結
果において、本児は対象物を注視せず、手は対象物から離れた位置
で変位した。また第 5 回目の結果では、対象物への注視が安定して
出現し、前後方向での手の変位から対象物に接近する様子が認めら
れた。しかし、左右方向の変位からは、対象物への接近は見られず、
対象物に接触できなかった。これに対して第 7 回目には、注視が出
現し玩具への円滑な接触が可能となった。特に、手の動きからは、
注視して接触するまでの間に、前後・左右・上下方向の運動が協働
してみられ、円滑に呈示物に到達したことがわかった。その後、今
回の設定条件での物に対するリーチングは、安定して認められるよ
うになった。これより、リーチングにおいて対象物の目視は前提と
なるが、運動機能に障害のある重症児では、目視が可能であっても
その後の運動遂行において困難さのあることがわかった。しかし、
対象物を目視しながらリーチングすることを通して、物への運動自
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体が調整されることが示唆された。	
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Fig.15-1 リー チン グ 発生 時 の手 の 運動  
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	 (2)	身体運動協調の流動性	
	 対象児は肩や上肢関節の可動域を確保するための訓練を受けてい
た。仰臥位姿勢で他動的に上肢を挙上する訓練である。この訓練に
より、対象児には自発的に肘を挙上する運動が発現するようになっ
た。この運動は 1 年前には発現していなかった。この新たな運動の
発現に伴い、リーチングができなくなった（Fig.15-2）。1 年前には
肩や手の動きが協働して、円滑なリーチングがみられたが、リーチ
ング時に肩や肘を挙上するようになり、結果として手の位置が大き
く変位してしまうことで対象物への接触ができなくなった。このこ
とから、新たな運動が発現することで、これまで強調して遂行され
ていた運動が影響されることがわかった。この過程は、新たな運動
学習の過程と考えられる。すなわち、運動学習は、特定の運動スキ
ルを獲得することのみではなく、環境との相互作用によって運動を
調整する営みである（Reed,1989）。これより、環境（物や人）への
多様な行動表出が、多様な運動を可能にすると思われた。	
	
	 (3)	運動学習における「目標物・位置」の重要性	
	 肘を挙げる運動が新たに獲得されたことは、体幹を起立させる筋
群の筋緊張が向上したこと、そして、肘を挙げる運動に関わる筋群
の筋緊張の高まりと判断できる。しかし、運動の目的である対象物
なしに特定の動きを訓練し形成することは、目的のある運動への影
響要因になり得ることがわかった。物への行為に内在する運動は、
行為者と目標物との物理的位置関係を基盤として成立するのである。
したがって、そこで獲得された特定の動きは、物理的環境要因の影
響を受けて同様に実行できるものではない。すなわち、既に獲得し
た動きを異なる物理的環境下で適用する際には、環境要因との関係
で獲得した動きに修正を加えながら実行する必要がある。修正に必
要な情報は自らの運動と目標対象との関係で刻々と変化するもので
あり、運動は物や人との関係で調整されると思われた。これより、
肢体不自由がある場合、行為のしやすい位置に物を呈示しがちであ
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るが、このことは、運動を固定化し、運動学習に制約をかけること
も危惧される。行動表出する動機が低下しないことに配慮しつつ、
呈示位置を多様に変化させることも必要であると考えられた。	
	 	
	 (4)	感覚と運動の相互依存性を考慮した実践の重要性	
	環境への能動的行為を促進する上で、まずは、対象物を目視するこ
とは重要である。視覚により対象物とその方向や位置をとらえ、ま
た運動発現に伴い関与する筋の運動感覚による継時的情報が得られ
る。視覚情報と運動情報によって刻々と調整されて、目標物への運
動調整がなされる。そして、運動の達成は、対象物への接触により
得られる触覚情報により確認することができる。このように、人や
物への行為には、複数の感覚からの情報を得て、これらを統合させ
る作用がある。そして、感覚情報を協働させるためには運動機能の
介在が不可欠である。感覚機能と運動機能の発達には、相互に依存
した関係にあることが確認された。	
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Fig.15-2 新た に獲 得 した 方 の動 き とリ ー チン グ への 影響  
	
	
	
	
	
	
	





cm 











   
 
. 	.
	 184	
第 2 節 	 実践 2：リーチングから定位行動の空間的拡がりを求める
試み	
	 	
1．問題と目的	
	 姿勢・運動の発達は運動系だけでなく知覚系を含む多様なプロセ
スが作用して、環境の変化や特性に応じて姿勢・運動を保持すると
した（アクション・システム理論：Reed，1989）。すなわち、姿勢・
運動が認知発達を促し、認知発達によって姿勢・運動がさらに調整
さ れ る と い う 考 え で あ る 。 乳 児 研 究 に お い て 、 Amiel-Tisson	 &	
Grenier(1980)は、生後 1〜 2 か月の乳児であっても、頭部を適切に
支持するとかなり成熟したリーチング運動を示すとし、姿勢へのサ
ポートが視覚探索や上肢運動を促すことを示している。	
	 前節において、本児の手に物を触れさせると、物への注視が生じ、
これを端緒としたリーチングの発生と促進をみた。このことは、本
児の発達において画期的な出来事であった。これより、このリーチ
ングの発生・促進が、人や物への定位行動に及ぼす影響を検討した。	
	
2．観察手続き	
	 特定の場面を設定して観察を行ってきたが、リーチングが発生し
た時期を含む 3 年間の観察結果を対象として検討した。設定した場
面は、場面 1：対象児の周囲に教師や物は存在するが、教師からは
対象児に対して特に働きかけを持たない場面（10 分間）。場面 2：対
象児が一人で部屋に居て、部屋外の一方向から人の声や物音が聞こ
えてくる場面（10 分間）であった。両場面共に、刺激源と対象児の
位置関係を固定して観察した。	
	
3．結果の分析方法	
	第 2 節で用いた分析・整理方法によった。	
	
4．結果と考察	
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		(1)	人や物への定位行動の経年変化	
	Table	 15-1 は、設定場面 1 で観察された自発行動の経年変化をま
とめたものである。7 歳 3 ヶ月時の対象児の行動には、聴覚刺激に
対する反応が安定して見られた。他方、視覚刺激に対する反応は弱
く、特定の対象を目視する行動が極めて少ないことから、視覚の機
能状態に関する判断が困難であった。しかし、リーチングが見られ
るようになった 8 歳 2 ヶ月時には低頻度ながらも「見る行動」が生
起し、これが 9 歳 3 ヶ月時の観察では安定して表出されていた。そ
して、聴性行動にも変化が見られてきた。7 歳 3 ヶ月時には、音楽
や物音、人の声への反応に違いは見られなかったが、8 歳 2 ヶ月時
と 9 歳 3 ヶ月時には「物音や音楽」よりも「人の声」に対する反応
の生起頻度が増大してきた。そこで、人に関連する刺激と行動の関
係を検討した（Fig.	15-3）。この図は、2 つの設定場面における「刺
激源への振り向き」の頻度と持続時間を示したものである。	
	 これによると、近くに人が居る場面（場面 1）では、振り向きの頻
度が多く、1 回の振り向き時間が長いことがわかる。他方、周囲に
人が居ない場面（場面 2）では、刺激源への振向き頻度は高いが、振
向きの持続時間は短かった。近くに人が居る場面では、聴覚により
人の方向を捉えて振向いた後、人への注視が生起することにより振
向き時間が延長したことがわかった。これより、過去に比べて視覚
機能が成熟してきていること、そしてこれに伴い、人や物を捉える
ことにおいて聴覚と視覚が協働して用いられてきていることがわか
った。そして、7 歳 3 ヶ月頃に行動の大部分を占めていた「規則的
な頭振り」「袖噛み」「右下肢の規則的動き」など、人や物とは無関
係な行動が減少した。	
	 また、興味深い行動が見出された（Fig.	15-4）。教師の声により
振り向きが生じて教師を目視した後、その方向へ転がっていった。
その後、対象児は教師から働きかけを受けた。このことが、対象児
自身の意図によって行なわれた行動か否かの判断には検討の余地が
ある。しかし、本児の空間定位と定位行動は、8 歳 2 ヶ月時の画期
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を経て、手掌に接触した物から机上に置かれた物へ、そして、一定
の物理的距離を置いた位置にいた教師へと、聴覚・視覚機能を活用
して、近接空間から遠位空間へと広がってきていると思われた。そ
して、対人コミュニケーションに関係して、寝返りながらの移動に
よる教師への接近が仮に偶発的行動であったとしても、これに対し
て周囲の大人が適切に反応し返すことで、人への随意的接近行動が
形成できる可能性も考えられた。	
	 以上より、本児において、触覚介在により物を見る行動の発生を
契機として、ガイダンス法によりリーチングの発生を見た。これを
画期として、空間への能動的行動表出を促進できる可能性が示唆さ
れた。加えて、空間への能動的行動表出は、空間への視覚的注意を
高めて、寝返り移動による療育者への接近行動など、行動空間の拡
がりが示唆された。これらの行動の拡がりと探索活動との関係を検
討することが課題である。	
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Table 15-1 日 常生 活 での 行 動表 出 の変 化  
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Fig.15-3 人関 連刺 激 への 注 視時 間 （ 9 歳 3 ヶ月 時 ）  
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Fig.15-4 人へ の接 近 を推 測 させ た 行動  
                                （ 9 歳 3 ヶ 月時 ）  
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第 16 章 	 小括 	
	
	 本研究の知見を踏まえ、療育実践により適合しうる実践モデルと
して実践検討を行った。このため、重症児を対象とした従来の生理
心理学的実験検討の知見を踏まえ、行動水準で検出した反応を元に、
その機能的意味と発達的意義について考察した。	
	
第 1 節 	 覚醒系機能の成熟から定位反応の喚起・促進を目指した実
践（第 14 章） 	
	
	 覚醒系は、刺激の受容・処理・表出過程の全般に関わる機能であ
り、この機能がうまく働かない場合、感覚系や運動系機能に障害が
無くても、「反応がない」状態を引き起こす。重症児の認知発達にお
いて重要な定位反応の喚起と発達もこの機能の成熟を前提とする。
覚醒系機能の成熟には、「ゆらし」遊びなど平衡感覚機能への働きか
けが有効である。本実践検討では、一日のほとんどを眠って過ごし
ていた事例に「ゆらし」遊びを主とした関わりを行い、9 ヶ月の期
間を要したものの、覚醒が見られるようになり、これを一定時間維
持できるようなった。また、これに伴い、人や物への定位反応が喚
起され、期待形成が可能になったことを示した。	
	 このような事例には、①一日の覚醒水準の変動を観察して、いつ・
どのような場面・状況で、より目覚めた状態になりやすいのかを調
べることが必要である。そして、比較的目覚めやすい時間帯に、②
シーツブランコなど、「ゆらし」を用いた関わりにより、できるだけ
目覚めさせ、その状態を維持させながらまた関わりを行う援助が重
要である。今後、覚醒水準の変動を考慮して重点的な働きかけを行
う時間帯と内容を設定することで、覚醒状態の変動リズムを日課の
流れに同調させることが課題となった。	
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第 2 節 	 リーチングの発生・促進と定位行動の発達（第 15 章） 	
	
	 外界への能動的行動の一つであるリーチングの発生は認知発達に
おいて重要であるが、リーチングが発生しない重症児も多い。この
ような重症児に物を見る行動から、リーチングを発生させ、促進す
る試みを行なった。まず、リーチングを引き出すために、右手を接
触させることからはじめ、玩具を本児の手から徐々に離しながらリ
ーチングを誘発するようにした。また実践の初期には、右上肢の自
発的動きが現れた場合、リーチングが成功するよう、本児の動きに
教師が手を添えて玩具へ誘導した（ガイダンス方）。この結果、初回
の評価試行において、対象児は自発的に対象物を注視せず、手は対
象物から離れた位置で変位した。第 5 回目の評価試行では、対象物
への注視が出現し、対象物への手の接近が認められたが、	
対象物に接触できなかった。これに対して第 7 回目には、注視が出
現し玩具への円滑な接触が可能となった。これより、リーチングに
おいて対象物の目視は前提となるが、運動機能に障害のある重症児
では、目視が可能であってもその後の運動遂行において困難さのあ
ることがわかった。しかし、対象物を目視しながらリーチングする
ことを通して、物への運動自体が調整されることが示唆された。	
	リーチング発生後の定位行動の変化には、「物音や音楽」よりも「人
の声」に対する反応の生起頻度が顕著に増大した。具体的には、近
くに人がいる場面では、聴覚により人の方に振向き、人への注視が
生起し、注視時間も長くなった。そして、7 歳 3 ヶ月頃に行動の大
部分を占めていた「規則的な頭振り」「袖噛み」「右下肢の規則的動
き」など、人や物とは無関係な行動が減少した。また、教師の声に
より振り向きが生じて教師を目視した後、その方向へ寝返り移動す
るなどの行動が見られるようになった。本児の空間定位行動は、リ
ーチングの発生という画期を経て、机上に置かれた物から一定の物
理的距離を置いて位置した教師へと、聴覚・視覚機能を活用して、
近接空間から遠位空間へと広がってきていると思われた。	
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終章 	 	重症心身障害児の応答性促進に関する発達援助	
	
	 本研究の知見から、重症児の外界刺激に対する応答性促進につい
て、発達援助の要点を述べる。	
	
第 1 節 	 刺激応答性の発達過程	
	
	 定位反応は、外界刺激への選択的注意による刺激の取込みと符号
化、その後の外来刺激との照合過程を反映する最も単純かつ基本的
な環境への応答であり、典型発達では、生後 2 ヶ月・ 3 ヶ月頃から
盛んに表出されるようになる。この背景にあるのが、感覚系機能と
覚醒機能である。感覚系機能は刺激受容の役割とともに、その働き
を最適な状態で実行するための覚醒機能に参加している。  
	 定位反応の発生により、外界の刺激の取り込みが始まる。他方、
定頸をはじめとした身体運動の発達は、重力の負荷に抗って、随意
的に身体を動かすことを可能にする。また、生後 2〜 3 ヶ月の乳児は
周辺視野へのサッケードが未成熟であるが、定頸すると適切なサッ
ケードが可能になる。その後、人は周辺視で対象を捉えると眼球を
動かして視野の中心で捉え直すようになり、ここに視覚の選択的注
意の解放・移動、眼球移動のメカニズムが関与する。このように、
4 ヶ月頃の定頸によって頭部運動の自由度が得られ、視覚の選択的
注意が関与して視覚情報を適切に処理して運動を実現するという認
知と運動的側面の発達に重要な役割を果たす。 4 . 5 ヶ月頃に両眼視
が機能し始めると奥行き知覚が可能となり、空間探索行動は活発と
なり、 5 ヶ月頃からリーチングが発生する。  
	 リーチングは、視覚により捉えた物に手を伸ばして掴む行動であ
る。物をうまく掴むためには、視覚により三次元空間にある物の方
向と距離（位置）、大きさ、形の情報を取り込み、手の運動を制御す
る必要がある。リーチングは初期発達において認知機能と運動機能
が相互依存的に関与し合って、認知と運動のそれぞれの機能を高め
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るように循環しながら物への探索活動（二項関係）を促進させる。
そして、探索活動に養育者が介在した相互交渉過程（三項関係）は、
他者との共同注視を手がかりに注意を共有して促進される。養育者
と同じ対象への共同注意は、対象を介した相互交渉の中に意思交換
や教示に対する共通の基盤を与え、言語獲得や学習などの対人相互
交渉における認知能力の基礎として機能する。  
	 定位反応は、生後 6 ヶ月頃より、さらに能動的な刺激受容過程と
しての期待反応へと移行する。これは、先行する刺激を手がかりと
した後続刺激の予期を反映するとされ、刺激（ S）と刺激（ S）の随
伴関係の認知にかかわる心理過程とされている。そして、この頃に
リーチングにも選択性がみられはじめ、自らの行為（ R）とその結果
（ S）の随伴関係を認知した意図的操作が現れる。これにより学習の
基礎的心理過程とされる期待反応がさらに促進される。  
	 以上のように、刺激受容による覚醒の成熟と安定から定位反応の
発生、その後、リーチングの発生から探索行動（二項関係）、そして、
他者が介入した三項関係に発展して共同注意を基盤とした社会的学
習へと連続した発達連関過程を示唆する。	
	
第 2 節 	 検討課題に対する結論と発達援助の要点	
	
	 本 研 究 の 知 見 に 基 づ く 刺 激 応 答 性 促 進 の 発 達 援 助 モ デ ル を
Fig.17 に示し、検討課題についての結論を述べる。	
	
1．覚醒の安定と定位反応の発生についての結論	
																																				（第Ⅱ部・第Ⅳ部第 14 章）	
	 重症児の中には定位反応の発生が困難な者も多い。視・聴覚系に
働きかけても反応が見られない場合でも、ゆらしなど前庭系への働
きかけにより反応が見られる重症児が多いことが報告されてきた。
これより、「ゆらし」などの平衡感覚刺激を含む複合的刺激（「ゆら
し」刺激）を呈示して定位反応を引き出す試みを行った。	
	 194	
	 この課題に対して、行動反応と脳波を指標とした検討から、「ゆら
し」刺激は他の感覚への刺激にくらべて定位行動を引き出す上で、
有効であることが明らかとなった。その作用として、前庭核から網
様体を介しての広汎性の皮質賦活による覚醒水準の上昇と、覚醒水
準の上昇に伴う前庭系以外の刺激入力系による促通効果が考えられ
た。また、「ゆらし」刺激が有効であったことについては、この刺激
の受容・処理に関わる前庭系の構造と機能の成熟が他の感覚系に比
べて早く完成するとされることから、障害発生の時期との関係もあ
るが、その成熟の早さから障害の影響を免れて、重症児にとって残
存感覚機能である可能性が高いと考えられた。従来、定位反応の喚
起には覚醒機能の成熟が重視されてきたことを併せると、定位反応
の喚起が困難な重症児への発達援助には、「ゆらし」刺激により覚醒
機能の成熟と安定を図ることが有効であると示唆された。	
	 療育実践においては、呼びかけや物を見せても「反応がない」と
「聞こえない」、「見えない」と判断しがちであり、その感覚への働
きかけが消極的になりがちである。感覚系の末梢水準で顕著な欠損
や障害が特定されない限り、「ゆらし」刺激と併用しながら他の感覚
への積極的な働きかけを粘り強く続け、感覚系とともに覚醒系を活
性させて機能を高め、反応を引き出していくことが求められる。そ
して、覚醒機能を高めつつ、働きかけをより効果的に受け止められ
る「良い状態（目覚めた状態）」を一日の生活文脈の中で組織し、定
位反応を喚起・促進する関わりが重要である。	
	
2．リーチングと視覚の選択的注意についての結論	
	 	 																							（第Ⅲ部・第Ⅳ部第 15 章、第 16 章）	
	 座位や支持座位が可能で上肢運動も一定可能な重症児のリーチン
グに着目し、物や空間への定位行動の発生・促進要因を検討した。
次いで、リーチングがみられない重症児へのリーチングの発生につ
いて検討した。	
	 重症児のリーチングにおいて、その前提となる物への気づきにつ
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いて、物の呈示位置により気づき時間が異なったことから、空間位
置への視覚による選択的注意資源の配分が異なることが示唆された。
そして、呈示物への気づきを促す援助では、視・聴覚による注意喚
起では気づきへの影響は少なく、リーチングを実行した位置への気
づき時間が短縮した。このとから、リーチングすることにより呈示
された物の位置への視覚の選択的注意資源の配分を増大させる効果
があると思われた。すなわち、リーチングにより空間位置への視覚
の選択的注意資源の配分が高まり、これにより気づきが促進されて、
さらなるリーチングが生じるという循環過程が認められた。そして、
リーチングの発生には、手による触体験や物の把握体験が重要であ
り、手掌面に物を触れさせることで物への注視を引き出し、注視を
維持させながら、手と物の距離を徐々にあけてリーチングを誘発す
る関わり（ガイダンス法）により、リーチングを引き出せる可能性
が示された。  
	 療育実践においては、触体験を十分に積むことで、触感覚から注
視を導引し、ガイダンス法を用いてリーチングの発生を促す関わり
が有効である。そして、リーチングが発生した際には、リーチング
する意欲を考慮しつつ、環境要因としての物の呈示位置を変えるこ
とで、空間への視覚による選択的注意の高まりを目指すことが重要
である。多様な位置へのリーチングは、物を介した空間位置への視
覚の選択的注意資源の配分を高め、空間にある対象（人と物）への
気づきが高まる。気づける対象の拡がりは、さらなるリーチングの
対象空間の拡がりをもたらし、生活環境における物や人への接近行
動を誘発することが期待される。  
	
3．リーチングにおける姿勢・運動調整についての結論												
	 	 																							（第Ⅲ部・第Ⅳ部第 15 章、第 16 章）	
	 リーチングにおける視覚の活用と姿勢・運動様相から、姿勢・運
動の調整について検討した。	
	 重症児のリーチングにおける運動的側面として、物の呈示位置に
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より、物への到達時間、運動の円滑さ、視覚活用の様相が異なった。
そして、比較的円滑なリーチング運動が生じた位置は、日常生活に
おいてリーチング頻度が高い位置であった。そして、リーチングの
実行過程で視覚を活用した頭部と躯幹、上肢運動の協調性が改善さ
れることが見出された。すなわち、リーチングの際の姿勢・運動調
整は、まず、対象物への注視により前方への頭部運動が引き出され、
この動きにより躯幹の起立が生じた。そして、注視の維持により頭
部と躯幹の動きが安定して上肢運動が円滑となった。視覚情報は腕
と手の運動の正確な方向づけを確認するための役割のみを担うもの
ではなく、頭部と躯幹の固定・安定に寄与し、結果として上肢運動
の安定をもたらすことが示唆された。これより、物の位置など物理
的環境要因を考慮してリーチングを求めることは、多様な位置への
上肢運動を可能とするための姿勢・運動調整の機会であり、運動学
習とそのあり方を示唆していると思われた。	
	 療育実践においては、生活や学習の各局面で物を呈示してリーチ
ングを求める機会は多い。リーチング時に物を注視してこれを維持
させる関わりが姿勢・運動調整に寄与する。そして、リーチングの
際に物の呈示位置が重要な環境要因となる。重症児の場合、呈示位
置がわずかに異なるだけで物への到達時間や運動様相が大きく異な
る。リーチングを開始して物に到達することに時間を要しても、そ
の時間を十分に確保して、リーチングの遂行・到達を目指すことが
重要である。また、運動機能障害がある重症児の場合、リーチング
しやすい位置にのみ物が呈示されることが多い。このことは、姿勢・
運動の固定化を招き、前項の知見と合わせるとまた空間への視覚に
よる選択的注意に制約を加えることが危惧される。リーチングする
意欲を考慮しつつ、対象物の呈示位置を変えて十分にリーチングす
る時間を確保することは、対象児の視覚による選択的注意と姿勢・
運動調整を促すことにつながると考えられる。	
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4.	物や人、そして、応答する空間の拡がりについての結論	
（第Ⅲ部・第Ⅳ部）	
	 物や人を見ようとする眼球運動から頭部運動が生じて定頸した事
例では、まず捕捉対象への注視が眼球運動を誘発し、そこに対象の
位置という物理的環境要因が加わって頭部運動が誘発された。この
過程で、これらの運動に必要な頸筋群の筋緊張が高まり定頸が得ら
れたと考えられる。定頸の獲得は頭部運動の自由度を得て、視覚に
よる対象の捕捉を促進し、また、対象の位置変化を介して気づける
空間を拡大させた。	
	 この連関による機能獲得過程の端緒は、視機能と視覚による選択
的注意と考えられる。視覚には遠位にある刺激を感受できるという
特性がある。しかし、形態視が可能でも視・聴覚的な注意喚起では
空間にある物への気づきに改善がみられなかった事例と、リーチン
グの実行により気づきが改善した複数の事例から、重症児において
は、物や人を介した空間への視覚の選択的注意資源の配分にリーチ
ングが担う機能は重要であると考えられた。そして、リーチングに
よる近位空間への視覚の選択的注意の高まりは、対象の位置変化を
伴って、手を伸ばしても届かない位置であれば前傾姿勢を誘発し、
対象が遠位空間にあれば転がるなどの移動運動を誘発して、対象へ
の接近行動を産出した。	
	 このように、近接空間へのリーチングから視覚の選択的注意資源
の配分が増大し、物理的環境要因としての位置の変化が加わること
で、視覚の選択的注意資源が配分される範囲は拡大していくことが
示唆される。この結果、生活空間にある人や物への視覚による気づ
きが高まり、視覚で捕捉した対象への接近行動として姿勢変化や移
動運動を産出しながら対象に関わり、認知・行動できる空間が拡大
される。そして、療育者が介入して、人や物への関わり（操作）に
多様性を生じさせて、物や人、空間に対する知識を更新・獲得する
探索活動がさらに促進されると考えられる。	
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5．視覚の選択的注意の状態と共同注視の発生についての結論	
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	（第Ⅲ部・第Ⅳ部第 16
章） 	
	 乳児による大人の視線への追従に関する知見から、視線追従行動
の発生には空間にある物の視覚捕捉が必要であり、そのためには空
間への視覚による選択的注意の状態が影響すると考えられた。これ
により、視覚の選択的注意の状態と共同注視の発生の関係を検討し
た。	
	 リーチングと視覚の選択的注意に関する検討から、リーチング頻
度の増加に伴い、物への気づき時間が短縮したことから、物の呈示
位置に対する視覚の選択的注意資源の配分が高まる効果を考察した。
その検討の際に、自発的に呈示物に気付けない場合に援助を行なっ
た。リーチングに伴う、気づき時間の短縮と援助方法の関係から、
リーチング位置への視覚の選択的注意の高まりに伴い、気づきを促
す援助は、指さしから視線へ、物の指示性においてより間接的な方
法で気づけるようになった。ことのことから、視線による気づき、
すなわち、呈示者の視線追従による気づき（共同注視）の発生には、
その視線が向かう対象が存在する位置への視覚の選択的注意の状態
が影響する可能性が示唆された。	
	 療育実践においては、リーチング場面を活用して、気づかない位
置に物を呈示し、指さしから視線などの指示性において間接的な援
助行動を用いて気づかせることが有効と思われた。特に視線による
援助を行う際には、対象児との視線を合わせた上で、呈示物に視線
を移すことが必要であろう。この援助自体が、呈示者の視線の意味
を理解する機会になるとも考えられた。	
	
6．共同注視から共同注意への機能移行についての結論	
	 	 																							（第Ⅲ部・第Ⅳ部第 15 章、第 16 章）	
	 共同注視から共同注意への移行には、「視線が特定対象に向けられ
るという視線がもつ志向性や指示性理解」の検討が必要である。こ
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れには、療育者の行動が重要であり、重症児にやり取りの流れに沿
った物や人への視覚による選択的注意を促し、他者の注意に関する
対象児の理解が促されると思われる。しかし、この事象を捕捉する
には、療育者との相互交渉場面において、療育者の物への行動とこ
れに伴う視点変化とこれに対する対象児の予測的視点変化の関係を
検討することが必要である。その際、刻々と変化する養育者と対象
児の視点を検出することが必要である。本研究の視線捕捉指標の時
間的、空間的精度を高めた検討が必要であり、今後の課題となった。  
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F ig . 17  重症心身障害児の刺激応答性の発達過程と援助モデル 
	
	
	
	
	
	
	
RLW%|7R}
I_MljRSinq
[,B7(V:\j
RSfzZ&inq
+j/	'
S]4Pj
`moeaYk
x{wyt
ZU0zGj #
>jMj
)S4PzS]4Pjd
.K8
X
C9
zTSinq>lj7Rj #
zsrvyu6inqx{wytjA@
zx{wytib>FMljRSinq[,B7(
V:\j
zRSfZ&inqzZU0j
zO/	jinq.K8j
X
zRSj[,B7(V:\jibGZj #
zGZib.K8I_j-
z.K8I_j-ibRSj[,B7(V:\
I_j-cp
z>jFNjRLW%jA@|7R}
zC9lj<h!^
z`moeahg"J=inqS]5;j1
zS]?*j1finq&jA@z
X
RSj[,B7(V:\j
&
2$&
X
3EHjDQ
>jFI_j-
	 201	
第 3 節 	 本研究知見の重症児研究および療育への寄与	
	 	
	 重症児療育では、外的環境の認知を促し、対人関係の成立を目指
す取組が行われてきた。これと連動して重症児研究の主題も推移し
てきた。	
	
1.	重症児の発達に重要な各行動発生にかかる連関過程の明示	
	 重症児研究を俯瞰すると、まず定位反射系活動を視点とした研究
から、呼名などの人関連の単一刺激に対する応答について、その特
徴や促進条件が発達過程を含めた知見が蓄積されてきた。これに関
連して、定位反応から対人相互交渉に至る知見もまた、一定得られ
てきた。しかし、定位反応が発生しない重症児への療育対応の課題
が残された。他方、座位や上肢運動が一定可能な重症児を対象とし
た探索活動の研究も一部には行われてきたが、その知見は不足し、
特に行動表出に制約のある重症児の探索活動についての知見は、極
めて少ない。運動には認知が関与し、また、認知には運動の介在が
不可欠である。姿勢や運動に制限があるからこそ、認知と姿勢・運
動の関係を検討することが必要である。  
	 この現状に対して、本研究は、まず重症児の定位反応発生に関わ
る補完課題を検討し、覚醒機能の上昇と安定を得るための前庭系刺
激の有効性を知見として得た（第Ⅱ部 6 章、 7 章、第Ⅳ部 14 章）。
そして、定位反応の発生後にリーチングが発生して、これが視覚の
選択的注意と姿勢・運動調整の側面から外界認知に作用して、初期
発達を促進する機能を明らかにした（第Ⅲ部 10 章、 11 章、 12 章）。
加えて、重症児にはリーチングが見られない事例も多いが、このよ
うな事例に対して、リーチングの発生を促す要因と療育方法につい
ての知見を示した（第Ⅲ部 9 章、第Ⅳ部 15 章）。これらの知見は、
定位反応発生からリーチングの発生、リーチングによる探索活動（二
項関係）の促進、そして対人相互交渉（三項関係）に至る一連の過
程での機能移行と各過程での重症児の潜在的可能性を示唆した（第
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Ⅳ部 15 章）。また、上記、知見に基づく発達援助モデルは、定位反
射系活動や探索活動、対人相互交渉など、従来、それぞれの研究領
域で重要として取り上げられてきた特定行動を機能連関の視点から
連続した発達過程として再構成した（終章）。  
	  
2.	多様な臨床像を示す重症児への発達援助モデルの提示  
	 多様な臨床像を示す重症児研究では、個別事例に関する記述的研
究が多く、その内容は対象事例の独自性に偏重した知見が多いため、
他の重症児事例と比較する枠組みがなかった。  
	 これに対して重症児療育において発達のマイルストーンとされて
きた各特定行動を機能連関の視点から連続した発達過程として再構
成した発達援助モデルを提示した。この枠組みは、従来の重症児研
究を進める上で、典型発達事例における豊富な知見の参照が可能と
なる。このことは、重症児発達において、また典型発達との共通性
と独自性から捉えて療育実践に評価の視点を示し、発達的変化の見
通しや予測をもった関わりを促進する。このような実践資料は、個
別事例の縦断的変化の蓄積と比較に寄与して、重症児の多様な発達
過程を捕捉・整理して体系化するための枠組みとして資する。  
	
第 4 節 	 本研究知見の障害学への寄与	
	
	 今日の障害をめぐるパラダイムは、障害当事者の意思と自己決定
の尊重を重視する。そこでは、障害当事者には自己決定に基づく意
思の表明が求められ、関わる専門職には障害者が意思をもって決定
し、表明する能力を育て高めることが求められている。従来、特別
支援教育では「主体」の育成を目指して、丁寧にニーズを問う指導
が強調される一方で、画一的訓練法や指導法により子どもの能力発
揮を制約している現状も存在する。この問題は、障害者の権利に関
する思想上の問題だけではなく、障害の理解や障害のある子どもの
発達援助に関わる問題でもある。本研究の知見により、障害の理解
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と発達援助における重要な示唆を得た。	
	
1．脳性麻痺の運動障害理解に基づく主体尊重への示唆	
	 「寝たきり」と形容されることの多い重症児において、また、介
助者による一方的な介護に依存した生活を余儀なくされることの多
い重症児においては、運動機能の物理的補填が日常的に行われる。
この介助が本人の能力発揮を制約し、自己決定までも奪ってしまう
ことがしばしば発生する。	
	 まず、本研究のリーチングにおける姿勢・運動調整についての知
見（第Ⅲ部 11 章）から、同一対象児のリーチングにおいて、物の呈
示位置がわずかに異なることで、運動様相と到達時間は大きく異な
ることがわかった。この運動様相の違いは、日常生活における特定
位置へのリーチング頻度に関係し、リーチング頻度の高い位置に対
しては円滑で短時間での遂行が見られた。また、運動様相が円滑で
はない位置へのリーチング頻度の高まりに伴い、姿勢・運動調整の
過程を経て運動が改善した。このように、脳性麻痺による運動機能
の制限は、リーチングの遂行により調整されて一定改善される可能
性が示唆され、リーチングでの物の呈示位置の変化は、異なる運動
を新たに生み出すことであると考えられた。加えて、リーチングに
は、呈示位置への視覚の選択的注意資源の配分を増大させる効果が
あることが示唆された（第Ⅲ部 12 章）。 	
	 生活や療育場面において、運動機能に制限があり行動に時間を要
する場合、介助や代行が行われやすく、また、手による操作がしや
すい位置への物の呈示が行われることが多い。このことは行動する
意欲を高め、これを保つためには大切な配慮である。しかし、操作
がしやすい位置にのみ物を呈示することは、姿勢・運動の固定化を
招き、視覚の選択的注意の拡がりを制約することも危惧される。生
活での人や物への行動には、認知と姿勢・運動が相互に依存し合っ
てそれぞれの機能を伸ばす機会が内在している。この良循環を保障
するために、行動する時間を十分に確保して対象児の行動を完遂さ
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せ、また、行動目標となる物や人の位置など物理的空間を固定化さ
せない配慮も必要である。このような脳性麻痺の運動障害について
の理解は、対象児が行動を発揮して完遂すること（自らの行動を主
導すること）を待つ療育者の構えに変更と期待をもたらす。本研究
の知見は、主体尊重の重要な在り方の一端を示し、脳性麻痺がある
子どもへの対応における積弊の改善に寄与する。	
	
2．障害発達の多様性の示唆と段階論的アプローチへの危惧	
	 本研究の知見からリーチングが初期発達を促す効果をみた（第Ⅲ
部 11 章、 12 章、第Ⅳ部 15 章）。リーチングが見られない重症児は
多い。典型発達の知見から、リーチングの発生と促進に関する論理
的順序性として、定頸や座位獲得の必要性が指摘されてきた。定頸
の獲得は、頭部運動が自由度をもってリーチング対象についての視
覚情報を適切に処理する上で必要である。そして、座位の獲得は、
躯幹の安定をもたらして円滑な上肢運動を実現させる。このように
リーチングの機能発達における論理的順序性についての考えは、機
能獲得の筋道を考慮した発達援助の指針となり、来るべき次の機能
への移行を見据えた意図的援助を行うには有効なものである。	
	 一方で、重症児療育において、論理的順序性を適用することで段
階論的アプローチに陥りやすい問題がある。障害による機能制限が
ある子どもへの援助において、特定機能の獲得や移行を目指す際に、
論理的順序性における前段階の機能獲得が要件とされ、これに固執
することで援助が先に進めない状況を生み出す危惧がある。また、
障害がある子どもにとっては、障害の克服に重点が置かれた指導ゆ
えに失敗・困難な体験を積み重ねて、障害とは独立した健全な能力
や潜在能力（適正に働きかければ引き出し得る能力）の開発を制約
することにも繋がりやすい。	
	 本研究が対象とした重症児は、定頸しておらずヘッドレストでの
頭部支持を要する事例や自力での座位が取れず躯幹をベルトで保持
されて生活している事例であった。これら事例の知見から、覚醒機
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能が上昇・安定して外界刺激への眼球運動がみられ始め、ここに環
境要因としての物や人などの位置変化を加えた関わりにより頭部運
動が生じて追視や音源定位行動が生起した。そして、これら頭部運
動を伴う行動頻度の高まりとともに定頸に至った（第Ⅳ部 14 章）。
また、自力での座位や躯幹保持が困難で上肢運動も不安定であった
複数の事例のリーチングにおいて、物の呈示位置の変化を伴いリー
チングを実行する経過で視覚を活用した姿勢・運動調整が行われ、
躯幹保持と上肢運動がより円滑になることをみた（第Ⅲ部 11 章と
第Ⅳ部 15 章）。これらの知見から、重症児の発達においてマイルス
トーンとなる各特定行動（定頸、注・追視、リーチングなど）が成
立するための下位機能とこれが外界の人や物との関係で調整される
ことは典型発達と共通すると考えられる。他方、これらの成立の過
程は、典型発達と異なり一通りではなく多様な筋道をたどることが
考えられた。重症児療育においては、典型発達の機能獲得の知見か
ら得られた一定の筋道を想定しつつも、獲得に至る過程の多様性を
考慮した関わりが重要である。このことは、「障害」に対する理解を
進め、障害のある子どもの潜在的可能性を見出すことに寄与すると
考えられる。	
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